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Disclosure　も く じ  ●ディスクロージャーとは 

　ディスクロージャー（Disclosure）とは、通常、「情報

開示」を意味し、国や行政が文書を一般の市民に公表する

事や、企業が株主や利害関係者のために、財務情報や企業

活動の情報を公開することをいいます。 

　ＪＡにおいても、信用事業の業務範囲の拡大にともない、

経営情報の開示を通じて経営の透明性を高める観点等から、

信用事業を行うＪＡについてのディスクロージャーが農業

協同組合法（第５４条の３）により求められています。 

　ＪＡが一般の金融機関と大きく異なっている点は、信用

事業のほかに共済・購買・販売等といった各事業が、相互

補完的に結合した複合的な事業体であるということです。 

　そして一番大きな違い、それはＪＡが組合員により組織

され、組合員が運営し、組合員が利用する非営利・協同組

合組織であるということです。すなわち、一般の金融機関

であれば、いかに利益を上げて高い株式配当に努めるかが

最も重要視されるわけですが、ＪＡにおいては、いかに組

合員利用者の方々に貢献するかが大切で、それがＪＡ設立

の目的でもあります。 

　そこには、経営効率の指標では計れない様々な事業、例

えば指導事業や利用事業等、またそれらにともなう共同利

用施設・設備等の設置など、営利法人には見られないＪＡ

の特徴的な事業・経営があります。 

　事業内容に違いがあっても、皆様の大切な財産をお預か

りしている以上、また、協同組合組織として当然のことと

して健全で安定した経営に心がけるとともに経営内容を公

開し、組合員等利用者・地域住民の皆様の信頼を得ること

が重要だと考えています。 

ＪＡのプロフィール 

はじめに 

※１．本冊子は農協法第５４条の３第１項に基づき作成したディスクロージャー資料です。 

※２．計数は、原則として単位未満を切り捨てて表示しています。 

ＪＡ堺市は、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当組合に対するご理解を一層深めて
いただくために、当組合の主な事業の内容や組織概要、経営の内容などについて、利用者のみなさまの
ためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー２０１１」を作成いたしました。 
みなさまが当組合の事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読いただきますようお

願い申し上げます。 
今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

平成２３年７月　堺市農業協同組合 

※平成２３年３月３１日現在 

◇設　　　立 

◇本所所在地 

◇出　資　金 

◇総　資　産 

◇単体自己資本比率 

 

◇組 合 員 数 

◇役　員　数 

◇職　員　数 

 

◇支　　　　所 

◇営農センター 

◇農産物直売所 

◇生活センター 

昭和４４年３月 

堺市西区上野芝町２丁 

１１億円 

３,７９８億円 

１８．０９％ 

 

２２，５０８人 

３１人 

２９２人 

 

２１カ所 

１カ所 

１カ所 

１カ所 



　組合員・利用者のみなさまには、平素よりＪＡ堺市に温かいご支援、ご愛顧をいただき

まして、誠にありがとうございます。また、東日本大震災により被災されたみなさまには

一日も早い被災地の復興を心よりお祈り申しあげます。

　わが国は、東日本大震災という未曾有の大惨事に見舞われ、原発事故に端を発するエネ

ルギー問題は国内だけでなく海外にも多大な影響を与えています。現在は時間経過ととも

に、被災企業の復旧は進展しているものの、原発事故から波及している電力不足問題や風

評被害など、厳しい状況が続くなか、国民全体が一致団結して取り組まなければならない

問題となっています。ＪＡグループでは被災地の復興に向けた最大限の取り組みを行うな

か、ＪＡ堺市でも組合員のみなさまの多大なご協力のもとに義援金活動を行いました。

　また、農業を取り巻く環境においても、農業従事者の高齢化や担い手不足など課題が山

積するなか、政府が交渉参加を総合的に検討しているＴＰＰでは、食料自給率の大幅な低

下が懸念されるため、今後の動向を注視していかなければなりません。

　このような背景のもと、協同組合が本来持つ相互扶助の精神による助け合い、そして農

業を取り巻く分野でのＪＡの存在意義が問われようとしています。

　ＪＡグループでは、国内農業の存続の危機に対しＪＡ全国大会で掲げた「農業の復権」

と「地域の再生」に基づき、わが国の農業と地域経済・社会のあり方を提言してきました。

　ＪＡ堺市においては、経営理念に掲げた「食」「農」「緑」を守り、「協同の和と輪を広げ

るＪＡ活動」を基本方針として策定した『第６次地域農業振興計画』ならびに法令等順守

と健全経営を基本とした『第１０次中期経営計画』に基づき事業展開につとめた結果、自己

資本比率１８．０９％と高い水準を保つことができました。

　今後、農業者戸別所得補償制度の実施や、農業が様々な産業と連携し新たな付加価値を

生み出す６次産業化など「農」が見直される大転換期を迎えるなか、協同組合の持つ総合

事業体としての強みを生かし、組合員とのふれあい・つながりを重視し、情勢の変化に即

応できる組織体制・事業基盤の強化と健全経営を基に、将来を見据えた事業展開につとめ

てまいります。

　本誌『ディスクロージャー２０１１』は、当組合の取り組みや経営内容を正しくご理解いた

だき、当組合への信頼度が一層深まることを願って作成しました。ＪＡの特徴といえます

信用・共済・購買など総合事業の活動案内に加え、経営資料として近年の業績やリスク管

理の状況などを説明しています。是非ご一読いただき、みなさまと当組合とのつながり

が、より強固なものとなることを願っています。

　今後とも、みなさまにはなお一層のご支援ご協力をいただけますよう、心からお願い申

しあげます。

 平成２３年７月
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ごあいさつ 

堺市農業協同組合
代表理事組合長
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●ＪＡ堺市は、農業振興を通じて、「食」・「農」・「緑」を守り、かけがえのない自然を次世代に引き継
ぎます。
●ＪＡ堺市は、地域のみなさまとともに生き、地域のみなさまとの共感の中で、心ふれあう地域づくり
に取り組みます。
●ＪＡ堺市は、高い倫理観と責任感を持ち、地域社会に貢献できる事業と組織づくりに取り組みます。
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経 営 理 念

経 営 方 針

『協同の和と輪を広げるＪＡ活動』
　組合員間の協同をさらに強化するとともに、地域の住民や団体、企業との連携・課題の共有化など、組合員を中心

とした多様な協同を創出し支えることで、協同の和と輪を広げ、組合員・地域に役立つＪＡを目指します。

1　 ．組合員・利用者満足度の向上と「食」「農」「地域」への貢献
　農業・生活構造の変化に対応した都市農業の振興とくらしの活動を通じて、「食と農」を軸としたＪＡ活動を活性化

させることで、組合員・利用者の満足度を高めるとともに、安心して暮らせる豊かな地域社会づくりに貢献します。

2　 ．組織基盤の拡充と事業・経営管理体制の強化
　他業態との顧客獲得競争が熾烈化するなか、ＪＡファン層の拡大と組合員加入促進により組織基盤を拡充し、事業

の活性化を進めます。また、法令順守・リスク管理の徹底により内部統制整備に取り組むとともに、協同を支え、組

合員をはじめ地域のみなさまから信頼と理解を得られる組織を目指し、さらなる変革を進めます。

◇経営執行体制
　当組合は農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総代会」の決定事項を踏まえ、
総代会において選出された理事により構成される「理事会」が、組合の業務執行を決定するとともに、理事の職務執行
の監督を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。
　組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、生産者組織や女性会などから理事の登用を行
っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事お
よび員外監事を設置し、経営管理の強化をはかっています。

経営管理体制

　営農センターおよびハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」を拠点として、消費者との連携による都市農業の振
興と地域社会づくりを基本方針とし、地域農業の持続的発展と消費者の求める新鮮で「安全・安心」な農産物の提供を
はかるため、今後５年間にわたり取り組む『第６次地域農業振興計画』を策定し、実践しています。

農業振興活動

『消費者との連携による都市農業の振興と地域社会づくり』

■第６次地域農業振興計画（実践年度　平成２２年度～平成２６年度）

　Ⅰ．水田等を中心とした地域農業の振興と多様な担い手の育成
　Ⅱ．地場産農産物のブランド化による所得の向上
　Ⅲ．購買・販売事業と連携した営農指導の強化

事業活動の案内

11

22

33

44

◆基本方針

◆基本目標

◆基本方針

◆基本目標
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主な取り組み
◇営農センターに営農経済渉外担当者９名を配置して安全・安心な農産物の生産指導を実施
◇大阪エコ農産物認証制度に基づく堺ブランド農産物『泉州さかい育ち』の生産推進と販路拡大
◇「定年帰農者等登録制度」や「新規就農者育成支援資金」の制定など農業の担い手確保・育成支援
◇「ハーベストの丘農産物直売所」を新築し堺市に寄付するとともに指定管理者として運営
◇毎年１１月２３日に堺市・堺市農業委員会との共催により「堺市農業祭」（平成２２年度９万人来場）を開催
◇学校給食および「ハーベストの丘農産物直売所」に出荷する全農産物の生産履歴記帳制度を実施
◇堺ブランド農産物『泉州さかい育ち』生産履歴情報をホームページ上に公開
◇観光農業振興会を通じたＪＡ市民農園（１７８ａ）や体験農園（９ヵ所）による農業交流活動
◇学校給食への地場産タマネギの提供

（　1 ）全般に関する事項
　当組合は、堺市（美原区の一部を除く）を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、
相互扶助（互いに助け合い、互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活
性化等に資する地域金融機関です。
　また、当組合の総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域に根ざした協同組合として
の社会的責任や公共的使命のもと、健康で豊かな地域社会の実現に向けて、地域住民のくらしや文化活動に貢献する取
り組みを行っています。
（　2 ）地域からの資金調達の状況
　当組合の平成２３年３月末の貯金残高は、３５８，０４４百万円で、組合員・利用者のみなさまの計画的な資産づくりをお手伝
いするため、目的や期間に応じた各種貯金の取り扱いをしています（商品一覧は２０ページをご覧ください）。
（　3 ）地域への資金供給の状況
　当組合の平成２３年３月末の貸出金残高は、５８，８５６百万円で、その大半が組合員のみなさまなどからお預かりした、大
切な財産である「貯金」を源泉としています。当組合では資金を必要とする組合員のみなさまや、地方公共団体などに
ご利用いただいています（商品一覧は２１ページをご覧ください）。
　なお、融資残高の内訳および制度融資の概要は以下のとおりです。

（　4 ）文化的・社会的貢献に関する事項
＜主なもの＞
○小学３年生を対象としたＪＡ堺市オリジナル農業啓発小冊子『わたしたちの農業』ならびに小学５年生を対象とし
たＪＡバンク食農教育応援事業製作の教材本を堺市教育委員会を通じて市内全小学校（１００校）に寄贈
○食農教育用ＤＶＤ『私たちのまち“堺のみのり”』の作成と市内全小学校（１００校）・市立図書館（１４館）に寄贈
○管内小学校（１００校）にＪＡグループの子供雑誌『ちゃぐりん』を毎月贈呈
○『堺市小学生夏休み児童作品コンクール』（後援：堺市、堺市教育委員会）を毎年開催
○「こども１１０番」への参加（全店舗・公用車・バイクへのステッカー貼付）
○職員による「日本赤十字社」献血運動への積極的参加
○地域ごとの総合健康診断を毎年実施
○税理士による無料税務相談会の実施（本所にて毎週火曜日および顧問税理士事務所にて毎月第２木曜日（一部月を除く））
○弁護士による無料法律相談会の実施（本所にて毎月第１・３木曜日および第４土曜日（一部月を除く））
○社会保険労務士による無料年金相談会の実施（３支所毎にて毎月第２土曜日および本所にて第３水曜日（一部月を除く））
○各支所年金友の会によるレクリエーション活動や同連絡協議会主催の講演会を毎年開催
　平成２２年度講師　藤田　弓子氏　演題「いくつになっても旬」
○各支所に資産管理研究会を設置するとともに同連絡協議会で情報誌『みのり』の定期発行と講演会を毎年開催
　平成２２年度講師　朝日中央経済法律事務所　弁護士　杉田　誠氏　演題「貸家・貸地の紛争事例大研究」
○組合員に広報誌『ＣＲＯＰ（くらっぷ）』を毎月郵送し、農業関連や生活関連情報を提供
○インターネット上の「ＪＡ堺市ホームページ」による食農教育コーナーの開設や各種情報の受発信
○本・支所窓口に助聴器・筆談器を設置

地域貢献情報等

【融資残高の内訳】

（注）地方公社等とは、農業協同組合法第１０条第２０項第
１号および第２号の規定によるいわゆる過半出資
非営利法人、産業基盤整備関連法人および生活環
境整備関連法人をいいます。

（単位：千円） 【制度融資の概要】

貸 出 残 高貸 出 先 別
３８，５９６，０４８組 合 員
１５，０８６，１２３地 方 公 共 団 体

員

外

０地 方 公 社 等
４，６００，０００金 融 機 関
５７３，８６３そ の 他 員 外

２０，２５９，９８６計
５８，８５６，０３５合 計

（平成２３年３月３１日現在）

件数内 容制 度 資 金 名

３
農業経営改善に必要な農業関
係施設等の整備拡充を目的と
する。

大 阪 府 農 業 近 代 化 資 金

１
一定水準以上の優良賃貸住宅
の供給促進を目的とする（現
在は堺市が同制度に対応）。

大阪府特定賃貸住宅建築資金

（注）上記の制度資金は基準日現在で当組合において貸出残高のあるものを記載してい
ます。

　Ⅳ．農と市民の交流、共生
　Ⅴ．農家生活を支援する相談活動
　Ⅵ．心を豊かにする生活文化活動
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事業の概況

購買品供給高 ５８１，４７１千円

販売品取扱高 ４３９，７４２千円

【事業実績】

経営環境
　わが国の経済は、輸出と生産部門で持ち直しの動きがみられるなど、景気の「踊り場」から脱却する兆しも見え始めて
いましたが、「東日本大震災」発生による甚大な社会的影響や世界的なエネルギー価格の上昇など、先行きの不透明さは拡
大しています。
　農業を取り巻く情勢では、後継者不足等による耕作面積の減少が進むなかにあって、政府はＴＰＰ（環太平洋連携協定）
への交渉参加の判断時期を総合的に検討しており、ＪＡグループでは、断固反対の姿勢をとるとともに農業復権への政策
提言案を取りまとめ、「５年後の目指すべき農業像と地域経済・社会像」を明示しています。また、農業者戸別所得補償制
度の本格実施など、これまでになく農業への関心度が大きくなるとともに、ＪＡ経営にとって大きな転換期を迎えつつあ
ります。
　このため本年度は、『第１０次中期経営計画』の基本方針「協同の和と輪を広げるＪＡ活動」を柱に、『第６次地域農業振
興計画』の着実な実践と、協同組合の持つ総合事業体としての強みを生かし、組合員満足度の向上と消費者との連携によ
る都市農業の振興をはかり、地域社会づくりに貢献してまいります。
　また、協同を支え安定したＪＡ経営を持続するため、組合員との関係強化と法令順守を第一義として、着実な事業伸張
につとめるとともに、組織基盤の拡充と事業・経営管理体制の強化をはかり、地域からの信用・信頼・支持されるＪＡづ
くりにつとめます。

事業活動の案内
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　経済事業の一層の効率化をはかるため、購買店舗・購買倉庫を供給拠点として年

３回の特別供給日制度の実施や自己引き取りの定着化への取り組みを行うととも

に、営農経済渉外担当者と連携した指導購買の推進により、組合員・利用者の利便

性向上につとめました。

　また、「感謝と絆」をテーマに開催したＪＡフェア（８月２１・２２日）では、２日間

で２，３００人を超える来場者を迎え、組合員との絆を深める場として、所期の目的を達

成できました。

　販売事業では、学校給食米の供給量確保のため、買取価格の増額など独自の出荷

対策を実施するとともに、ハーベストの丘農産物直売所では、「またきて菜」の愛称

のもと、地産地消の拠点として、各種媒体を使ったＰＲやイベント開催などによる

集客増強をはかるとともに、消費者目線を重視したなかで、新鮮で安全・安心な地

場農産物の販売促進につとめました。

◆購買・販売事業

◆指導事業

〔営農指導〕
　「総合的な営農指導体制」の確立に向け、営農経済渉外担当者による組合員宅・ほ場への定期巡回活動や購買店舗営

農相談コーナーでの相談および土壌診断など、営農情報の提供と的確なアドバイスにより、組合員とのつながりを強

化するとともに、経済事業と一体化した指導購買の充実につとめました。

　定年帰農者等登録制度には新たに６名の登録があり、地産地消に貢献できる農業者等に対する大阪版認定農業者制

度への認定誘導や技術講習会等を開催するなど、多様な農業の担い手確保と支援・育成につとめ、『第６次地域農業振

興計画』の着実な実践に取り組みました。

　また、営農指導に係る資格取得や勉強会などを通じて担当者の資質向上をはかるとともに、各振興会会員をはじめ、

水稲農家やハーベストの丘農産物直売所出荷者などを対象とした各種講習会を開催し、農薬の適正使用や生産履歴記

帳の指導強化により、消費者が求める新鮮で安全・安心な堺産農産物の生産と地産地消の推進につとめました。

　政府がＴＰＰ（環太平洋連携協定）への参加を検討するなか、ＪＡグループ大阪では国内農業の崩壊をもたらす当

交渉への参加反対の立場から対策本部を設置し、関連団体と連携し活動を行っているところです。そのようななか、

当ＪＡでは「ＴＰＰ問題を考えるセミナー」への参加や、「ＴＰＰ交渉参加反対１千万人署名全国運動」に取り組みま

した。

　一方、「戸別所得補償モデル対策」では、行政との連携のもと、地域の特性を生かした水田農業の確立に取り組んだ

結果、生産調整目標を達成することができました。

　また、農と市民との共生と「地元さかい農業」への理解を深める活動として、市民農園・体験農園の開園や第３５回

堺市農業祭（１１月２３日大仙公園にて）を開催するとともに、市内小学３年・５年生全児童へ食農教育用ＤＶＤはじめ

教材本を贈呈するなど、地域農業振興活動に取り組みました。

〔農政活動〕

　組合員の農地保全や資産管理・活用では、資産管理連絡協議会講演会の開催や情報誌『みのり』の発行による情報

提供につとめました。また、弁護士・税理士による個別相談および各種記帳・決算指導や確定申告相談への対応を行

いました。

　生活文化活動では、ゆとりと安心してくらせる生活・地域社会づくりを目指し、組合員健康診断の実施や年金友の

会連絡協議会講演会を開催しました。

　女性会活動では、本部・支部・クラブ活動等の取り組みにより組織の強化・活性化をはかるとともに、農産加工技

術の承継と料理講習会等の開催による「地産地消」「食農教育」の普及推進につとめました。

〔相談活動〕
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貯金残高 ３５８，０４４，５４６千円

貸出金残高 ５８，８５６，０３５千円

【事業実績】

長期共済
　　保有高　　　６４３，９６３，４７１千円
　　新契約純増額　３５，６４６，７８０千円
年金共済
　　保有高　　　　６，１４４，１０５千円
　　新契約純増額　　　　４１４，９００千円
火災共済　　新契約件数　１，８６５件
自動車共済　新契約件数　７，４８６件
傷害共済　　新契約件数　２，０５１件
個人賠責共済　新契約件数　　３６１件
自賠責共済　新契約件数　２，２７１件

【事業実績】

経常利益 ７２９，９００千円

税引前当期利益 ６９９，４２１千円

当期剰余金 ５０８，６８７千円

【実　　績】

　　・食農教育への取り組み強化

　　・農地の多面的機能の発揮

　　・農地の利用集積等、不耕作農地の解消に向けた取

り組み

３．安定した経営基盤の確立
　　・安定取引先の組合員加入推進

　　・適正利益確保による内部留保の充実

４．内部統制の強化

　　・内部統制システムの充実

　　・総体的リスク管理体制の確立

１．地場農産物のブランド化と販路拡大による農家所得

の向上

　　・ハーベストの丘農産物直売所出荷登録者の増強

　　・多様な農業の担い手づくりに対する啓発と取り

組み

　　・堺産農産物「堺のめぐみ」ブランドの確立

　　・環境保全型農業の推進

　　・ＧＡＰ（農業生産工程管理手法）の段階的導入

２．農を中心とした地域貢献

　　・生産者と消費者の連携による地産地消運動の拡充

◆組合が対処すべき課題

１．資金調達

　　とくに記載すべき重要な事項はありません。

２．設備等への投資

　　とくに記載すべき重要な事項はありません。

◆資金調達等の状況

　経常利益・税引前当期利益・当期剰余金は前年に比べ増加しました。これは、

信連に対する利用率向上による信用事業総利益の増加や、共済事業における保

有高伸長、そして販売事業拡大による事業利益拡大によるものです。なお、新

会計基準により資産除去債務を特別損失に計上しています。

◆損益の状況

　組合員・利用者から一層の安心と信頼を確保し、経営の透明性・健全性の向

上をはかるため、監査体制の充実と法令等順守態勢の強化につとめ、財務報告

の信頼性確保に向けた内部統制システムの構築に取り組みました。

　また、組織の活性化と組織基盤の強化をはかるため、組合員加入推進に取り

組むとともに、内部留保による自己資本の充実につとめた結果、２２年度末の自

己資本比率は１８．０９％と高水準を維持することができました。

　施設管理面では、本年２月に東百舌鳥支所新事務所の新築工事を着工し、９

月竣工を予定しています。

◆管理関係

　組合員・利用者とその次世代層とのつながりを強化し、多様化するニーズに

対応したサービス提供力・推進力の向上を目的に「３Ｑ（サンキュー）訪問活

動」や新規取引先拡大への取り組みなど、提案型普及推進活動の実践により、

「ひと・いえ・くるま」の生活総合保障の提供につとめました。

　また、契約者保護と保有契約の健全性を確保するための契約内容自主点検の

実施や、契約の引受・審査処理の効率化と支払査定業務の迅速化をはかるなど、

事務処理・事故処理体制の充実により組合員・利用者満足度の向上につとめま

した。

◆共済事業

　地域に密着したＪＡの利便性と、ＪＡバンクシステムによる高度な金融機能

サービスの提供をはかるとともに、事業量拡大につとめました。

　また、多くの金融機関が個人取引を重視するなか、顧客基盤の安定・確保に

向け、組合員・利用者の取引メイン化「インクローズ（囲い込み）作戦」の推

進や新規顧客獲得などを重点とした渉外推進体制の強化をはかりました。

　貸出金では、住宅着工件数の減少など厳しい推進環境のなか、住宅ローンを

中心とした推進活動を本・支所一体となり展開しました。

◆信用事業
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 １ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部棚卸監査
 ５～７／７ 組合員健康診断（延べ２９日間で１，０３５人受診）
 ５～９ 戸別所得補償モデル対策事業支所別説明会
 １０ 住宅ローン相談会（全支所）
 １０・２１ 年金相談会（津久野・日置荘・美木多・本所）
 ２２～２４ 第１５回ＪＡ石材大商談会（府下７ＪＡが共催）
 ２３・２４ 水稲技術講習会（３２人参加）

 １～２６ 水稲は種・育苗作業（５５，７００枚）
 １～６／３０ 農繁期対応（土・日曜日営業）
 ６～１０ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期末監査
 ８・１５ 住宅ローン相談会（全支所）
 ８・１９ 年金相談会（登美丘・金岡・鳳・本所）
 １２ 野菜振興会総代会（３３人出席）
 １４ 緑花振興会総会（１７人出席）
 １８ 観光農業振興会総会（１９人出席）
 ２０ 果樹振興会総会（２５人出席）
 ２１ 第４１回女性会通常総代会（１０７人出席）

 ２４・２５ 監事監査（平成２１年度決算監査）
 ２６ 農作業受託協議会総会（８人出席）

 １ ４Ｈクラブ総会（１９人出席）
 １～１７ 請負田植え（２１ha）
 １～７／３０ 夏期貯蓄キャンペーン（１３億円挙績）
 １～９／３０ 夏のエコスタイルキャンペーン実施
 １０～１７ 支所別決算説明会（１，３９６人出席）
 １２ 住宅ローン相談会（全支所）
 １２・１６ 年金相談会（中央・百舌鳥・久世・本所）
 １５ 女性会リーダー研修会（１５５人参加）
 ２０ 第４１回通常総代会（４８８人出席）
 ２４ 大阪エコ農産物認証制度説明会
 ２４・２５ 大阪エコ農産物認証制度申請受付

 ６～１４ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅰ
 ８ 観光農業振興会視察研修会（１１人参加、和歌山県
  ＪＡみなべいなみ・ほんまもんふるさと産地直売所）
 ８・９ 女性会会員の集い（３５１人参加、石川県　和倉温泉
  方面）
 ９・１０ 水稲技術講習会（３５人参加）
 １０ 住宅ローン相談会（全支所）
 １０・２１ 年金相談会（中部南・浜寺・東陶器・本所）
 １２ 農産物直売所野菜出荷部会設立総会
 １３ 農産物直売所果樹出荷部会設立総会
 １５ 資産管理・年金友の会連絡協議会

 １５ 資産管理連絡協議会講演会（８６人出席、「貸家・
  貸地の紛争事例大研究」講師　朝日中央経済法律
  事務所　弁護士　杉田　誠氏）
 １６ 農産物直売所加工出荷部会設立総会
 １７ 農産物直売所緑花出荷部会設立総会
 ２１～２３ コンプライアンス研修会（全職員参加、講師　㈱
  経済法令研究会　山岸　進氏）
 ２１～２７ 戸別所得補償モデル対策事業現地調査

 １ 情報開示の一環として作成した「ディスクロージ
  ャー誌」を全組合員に郵送（ＣＲＯＰに同封）
 ２～７ 秋の特別供給日（１，４６２万円供給）
 ９～２７ 農業・不動産所得の記帳指導（４３件）
 １４・１６ 住宅ローン相談会（全支所）
 １４・１８ 年金相談会（五箇荘・深井・西陶器・本所）
 ２１・２２ ＪＡフェア（来場者２，３５０人）

 ２４ 酪農協議会総会（１１人出席）
 ２４ ４Ｈクラブ視察研修会（１４人参加、兵庫県加古川
  市方面）
 ２９・３０ 果樹振興会視察研修会（２０人参加、長野県方面）

 １ 本・支所窓口に助聴器・筆談器を設置
 １～１０／３１ 農繁期対応（土・日曜日営業）
 ２～２２ 秋の農機具点検整備（５３件）
 ７ 秋冬野菜の栽培講習会（７７人参加）
 １０ 人権啓発研修会（役職員参加、「人生・出逢い　
  －茶の間・職場・街角で学ぶ人権－」講師　東大
  阪大学教授　向出　佳司氏）
 １１ 住宅ローン相談会（全支所）
 １１・１５ 年金相談会（八田荘・北八下・上神谷・本所）
 １９～２３ 第３５回堺市小学生夏休み児童作品コンクール（応
  募総数２２，７９０点、応募学校数９７校）

 ２１～１０／２０ 請負稲刈り（２６ha）

 ９・１６ 住宅ローン相談会（全支所）
 ９・２０ 年金相談会（東百舌鳥・南八下・福泉・本所）
 １５ 農業祭関連行事「堺の農業見て歩き」（小学校児
  童３３６人を招待）

事業活動のトピックス

事業活動の案内
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4月 Apr.

5月 May.

6月 Jun.

7月 Jul.

8月 Aug.

9月 Sep.

10月 Oct.
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 １７ 女性会が第３７回堺まつりに民踊で参加（１３３人）
 ２１・２２ 監事監査（半期決算監査）

 １～１２／３０ 年末貯蓄増強運動（９１億円挙績）
 ４～９ 平成２２年産米集荷（３，８８３袋）
 １３ 住宅ローン相談会（全支所）
 １３・１７ 年金相談会（津久野・日置荘・美木多・本所）
 ２３ 第３５回堺市農業祭（９万人来場）

 ２９～１２／４ 春肥特別供給日（１，４５４万円供給）
 ２９～１２／４ 廃棄プラスチックフィルム類の回収

 １～３ 大豆選粒（３６０㎏）
 ６～９ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部期中監査Ⅱ
 １１・１２ ハーベストの丘農産物直売所オープン１周年記念
  イベント

 １３ 大阪エコ農産物認証制度説明会
 １３・１４ 大阪エコ農産物認証制度申請受付
 １４ 年金友の会連絡協議会講演会（２６８人参加、「いく
  つになっても旬」講師　藤田　弓子氏）
 １５～１７ 農作業受託協議会視察研修会（１０人参加、大分県
  片倉チッカリン㈱日出工場）

 ８ 住宅ローン相談会（全支所）
 ８・１９ 年金相談会（登美丘・金岡・鳳・本所）
 １３～２７ 農業・不動産所得決算指導（８２７件）
 ２５ 野菜の土づくりと肥料の特性講習会（７４人参加）

 ３～３／８ 確定申告相談（１，１３６件）

 １２ 住宅ローン相談会（全支所）
 １２・１６ 年金相談会（中央・百舌鳥・久世・本所）
 １５～２２ 組合員座談会（１，１２２人出席）
 １７ 野菜振興会役員・総代合同視察研修会（３３人参加、
  兵庫県伊丹市　スマイル阪神）
 １９ 東百舌鳥支所建物建替工事地鎮祭
 ２１ コンプライアンスセミナー（役職員参加、講師　
  ㈱経済法令研究会　河野　大直氏）

 ２２ ＣＲＯＰ連絡員会議（２８人出席）
 ２２・２３ ４Ｈクラブ視察研修会（１５人参加、岡山県　卜部
  産業㈱・香川県　まつもと農園）

 １～２４ 春の農機具点検整備（５７件）
 ７～１９ 水稲特別供給日（５，７００万円供給）
 １０・１１ 緑花振興会視察研修会（１４人参加、長野県安曇野
  市　アルプガーデン㈱・マコト農園）
 １２ 住宅ローン相談会（全支所）
 １５ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部自己査定監査
 ２７ 年金セミナー（堺市産業振興センター）

 ２８ 農業啓発小冊子『わたしたちの農業』、同資料編
  （平成２３年度版）と食農教育用ＤＶＤ「私たちの
  まち“堺のみのり"」を堺市教育委員会に寄贈（計
  ９，５６７冊・９７枚）

 ３１ ＪＡ全国監査機構大阪府監査部棚卸監査

11月 Nov.

12月 Dec.

1月 Jan.

2月 Feb．

3月 Mar.



〔リスク管理基本方針〕

　組合員・利用者のみなさまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確保し、信頼性を

高めていくことが重要です。

　このため、有効な内部管理体制を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管理基本方針」を策

定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備しています。

　また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリスク管理体

制の充実・強化につとめています。

①信用リスク管理

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む）の価値が減少ないし消失

し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会において

対応方針を決定しています。

　また、通常の貸出取引については、本所に融資審査課を設置し各支所と連携をはかりながら、与信審査を行ってい

ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準な

ど厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上をはかるため、

資産の自己査定を厳正に行っています。

　不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

果、貸倒引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化につとめて

います。

②市場リスク管理

　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債（オフ・バラ

ンスを含む）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのこ

とです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。

　金利リスクとは、金利変動にともない損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在して

いる中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、

有価証券などの価格の変動にともなって資産価格が減少するリスクのことです。

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益化およ

び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本

に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築につとめ

ています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析および当組合の保有有価証券ポー

トフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員

会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決定を行っています。

　運用部門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、満期保有を中心とし

た運用を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェッ

クし、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③流動性リスク管理

　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または

通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）および市

場の混乱などにより市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされること

により損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。

　資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめていま
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す。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換

金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④事務リスク管理

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことにより金融機関が損失を被る

リスクのことです。

　当組合では、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとと

もに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減につとめています。また万が一、事故・事務ミスが発生した場

合には、発生状況を把握し改善をはかるとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施する

体制を整えています。

⑤システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備にともない金融機関が損

失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことです。

　当組合では、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用につとめるとともに、システムの万一

の災害・障害等に備え、「電算機運用管理規程」と「危機管理マニュアル」を策定しています。

〔コンプライアンス基本方針〕

　利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・

利用者からの信頼を得るためには、法令などを順守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。

　このため、コンプライアンス（法令等順守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが不祥事を

未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上につながるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組み

ます。

〔コンプライアンス運営体制〕

　コンプライアンス体制全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を議長とするコンプライアンス委員会

を設置し、コンプライアンスの推進を行っています。

　基本姿勢および順守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、研修会を行い全役

職員に徹底しています。

　毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進につとめるとともに、統括部署を設置し、その進

捗管理を行っています。

〔金融商品の勧誘方針〕

　当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売などに係る勧誘にあたっては、次の事項を順守し、組合

員・利用者のみなさまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者のみなさまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金

融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者のみなさまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解していただく

ようつとめます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・利用者のみなさまの

誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者のみなさまのご都合に合わせて行うようつとめます。

５．組合員・利用者のみなさまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実につとめます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者のみなさまからのご質問やご照会については、適切な対応につとめます。
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〔個人情報保護の取り組み〕

　平成１７年４月１日から、個人情報の保護に関する法律が施行されました。ＪＡ堺市では、組合員・利用者のみなさ

まからの信頼が第一と考え、次の『個人情報保護方針』『セキュリティ基本方針』を掲げ、個人情報の漏えいや内容の

改ざんの防止などのための厳格な管理を実施します。なお、当組合における「個人情報の利用目的」は、本・支所店

頭に掲示するとともに、ホームページで公開しています。

＜個人情報保護方針（平成１７年３月２４日制定）＞

　当組合は、組合員・利用者等のみなさまの個人情報を正しく取り扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的

責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。

１．当組合は、個人情報を適正に取り扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」といいます。）その他、

個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣のガイドライン等に定められた義務を誠

実に順守します。

　　個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できるものをいい、

以下も同様とします。

２．当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および法令により例外とし

て扱われるべき場合を除き、その利用目的の範囲内でのみ個人情報を取り扱います。

　　ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

３．当組合は、個人情報を取得する際、適正な手段で取得するものとし、利用目的を、法令により例外として扱われ

るべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本人に通知または公表します。ただし、ご本人か

ら書面で直接取得する場合には、あらかじめ明示します。

４．当組合は、取り扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つようつとめ、また安全管理のため

に必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。

　　個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）を構成する個人情報

をいい、以下同様とします。

５．当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人デー

タを第三者に提供しません。

６．当組合は、保有個人データにつき法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。

　　保有個人データとは、法第２条第５項に規定するデータをいいます。

７．当組合は、取り扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのための内部体制の

整備につとめます。

８．当組合は、取り扱う個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善につと

めます。

＜セキュリティ基本方針（平成１７年３月２４日制定）＞

　当組合は、組合員・利用者等のみなさまとの信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供するため、組合

内の情報およびお預りした情報のセキュリティ（※１）の確保と日々の改善につとめることが当組合の事業活動の基本で

あり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を順守することを誓約します。

１．当組合は、情報資産を適正に取り扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の禁止に関する

法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣をはじめ主務大臣の指導に

よる義務を誠実に順守します。

２．当組合は、情報の取り扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な組織的・人的

・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏えい、改ざん、破壊、利用妨害などが

発生しないようつとめます。

３．当組合は、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セキュリティ基本方針に基づき、
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組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。

４．当組合は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が起きた場合、その原因を迅速に解明し、被害を最小

限に止めるようつとめます。

５．当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、情報セキュリティマネジメン

トシステム（※２）を確立し、維持改善につとめます。

〔利用者保護等への取組み〕

　当組合では、お客さまの正当な利益の保護と利便の確保のため、以下の方針を順守いたします。また、お客さまの

保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行います。

＜ＪＡバンク利用者保護等管理方針（平成２２年１０月１日制定）＞

１．当組合は、お客さまに対する取引または金融商品の説明（経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの説

明を含む）および情報提供を適切かつ十分に行います。

２．当組合は、お客さまからの相談・苦情等について、公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融円

滑化の観点からの対応を含む）し、お客さまの理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応いたします。

３．当組合は、お客さまに関する情報について、法令等にもとづく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の紛

失、漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じます。

４．当組合が行う事業を外部に委託するにあたっては、お客さま情報の管理やお客さまへの対応が適切に行われるよ

うつとめます。

５．当組合は、当組合との取引にともない、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれの

ある取引を適切に管理いたします。

※　本方針の「お客さま」とは、「農業協同組合法その他関連法令等による営む信用事業で取引をされている方および

今後取引を検討されている方」をいいます。

※　本方針の「取引」とは、「与信取引（貸付契約およびこれに伴う担保・保証契約）、貯金等の受け入れ、商品の販

売、仲介、募集等においてお客さまと当組合との間で事業として行われるすべての取引」をいいます。

〔利益相反管理体制の整備〕

　金融商品取引法の一部を改正する法律（平成２０年６月１３日法律第６５号）により、利益相反管理体制の整備に係る農

業協同組合法の改正が、平成２１年６月１日より施行されたことに伴い、当組合では、組合員・利用者のみなさまの利

益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引法および関係するガイドラインならびに当組合

で定める利益相反管理方針に基づき、利益相反のおそれのある取引を適切に管理するための体制を整備し、適正に業

務を遂行いたします。

＜利益相反管理方針の概要（平成２１年６月１日制定）＞

１．対象取引の範囲

　利益相反管理方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当組合の行う信用事業関連業務、共済事

業関連業務または金融商品関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客様の利益を不当に害するおそれの

ある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型

「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に掲げるものが考えられます。

�お客さまと当組合の間の利益が相反する類型

�当組合の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型
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※１　セキュリティ：安全管理

※２　情報セキュリティマネジメントシステム：

　　　組織的に情報セキュリティの維持と向上のための方策を立案、運用、見直し、改善すること



３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法

利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

�利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。

�各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に該当

するか確認します。

�利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

�各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが利益

相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

�利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ（必要に応じて関係部署と協議）、当

該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法

　当組合は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客さまの保護

を適正に確保いたします。

�対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

�対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

�対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切に開

示する方法（ただし、当組合が負う守秘義務に違反しない場合に限ります）

�その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存

　利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当組合で定める内部規則に基づき適切に記録

し、保存いたします。

６．利益相反管理体制

�当組合は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当組合全体の管理体制を統括する

ための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を受けない

ものとします。また、当組合の役職員に対し、利益相反管理方針および利益相反管理方針を踏まえた内部規則

等に関する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底につとめます。

�利益相反管理統括者は、利益相反管理方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理

を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等

　当組合は、利益相反管理方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証し、

必要に応じて見直しを行います。

〔反社会的勢力への対応〕

　当ＪＡでは、反社会的勢力との関係を遮断するため、「内部統制システムに関する基本方針」を改定のうえ方針を定

め、これを遵守します（内容については、後記の「内部統制システムに関する基本方針」をご参照ください）。
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以上につき、ご不明な点がございましたら、本所総務部（℡：０７２- ２７８- ３３００）までご連絡ください。



〔組合員からの監事への情報提供窓口の設置〕

　当組合の監事は、経営の健全な発展に資するため、農協法（法第３５条の５）および農協法施行規則（第８１条）に

もとづき、理事の職務の適正な遂行を阻害する行為に関する情報（組合経営に関する事象に限る）の提供を求めて

います。

　当組合の理事の組合経営に関する気になる行為について、見たり聞いたりした事柄があれば封書にて下記宛に連絡

くださいますようお願いします。

 堺市農業協同組合　監事会

記

　　　　　　

連　絡　先：住　　所　　〒５９３－８３０１　堺市西区上野芝町２丁１番１号

受付監事　　常任監事　　浅井　武　宛　　　

　　　

※ご好意による情報提供であっても、誹謗・中傷に類似する内容のものは受付いたしかねますので、予めご了承くだ

さい。

　また、当組合は、組合員・利用者のみなさまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談などの

専門窓口として下記の「苦情受付窓口」を設置しています。

　【信用事業】　業　務　部（℡：０７２－２７８－３５００）　　【経済、指導、販売事業】　営農経済部（℡：０７２－２３４－１９００）

　【共済事業】　業　務　部（℡：０７２－２７８－３３４５）　　【総務、人事関係】　　　　総　務　部（℡：０７２－２７８－３３３３）

　当組合は、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必

要な資金を円滑に供給していくこと」を「当組合の最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当組合の担う公共性

と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取組んでまいります。

＜金融円滑化にかかる基本的方針（平成２２年１月２９日制定）＞

１．当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの特性および事

業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

２．当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に向け

た取組みをご支援できるよう努めてまいります。

　　また、役職員に対する研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努めてまいります。

３．当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、お客さまの経験等に

応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいります。

　　また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。

４．当組合は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談、要望お

よび苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるよう努めてまいります。

５．中小企業者等金融円滑化法への対応

�農業事業者、中小事業者および住宅ローンご利用のお客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みが

あった場合には、お客さまの特性および事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めて

まいります。

�当組合は、その際、他の金融機関や日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、農業信用基金協会等との緊密な

連携を図るよう努めてまいります。

　　　また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客さまの同意を前提に情報

交換しつつ連携に努めます。
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◇金融円滑化への取組み◇金融円滑化への取組み



６．当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう、必要な体制を整

備いたしております。

　　具体的には、

�組合長以下、常勤役員、部室長を構成員とする「経営会議」にて、金融円滑化にかかる対応を一元的に管理

し、組織横断的に協議します。

�信用担当常務を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金融円滑化の方針や施策の徹底に努

めます。

�各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支所における金融円滑化の方針や施策の徹底に努めます。

７．当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期的に検証し、必要に

応じて見直しを行います。　

１．苦情処理措置の内容

　当組合では、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・チラ

シ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解

決を図ります。

　　当組合の苦情等受付窓口（０７２－２７８－３６３３、受付時間：９時～１７時、金融機関の休業日を除く）

２．紛争解決措置の内容

　当組合では、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業

東京弁護士会紛争解決センター（０３－３５８１－００３１）、第一東京弁護士会仲裁センター（０３－３５９５－８５８８）

第二東京弁護士会仲裁センター（０３－３５８１－２２４９）、仙台弁護士会紛争解決支援センター

山形県弁護士会示談あっせんセンター、埼玉弁護士会示談あっせん・仲裁センター

横浜弁護士会紛争解決センター（０４５－２１１－７７１６）、山梨県弁護士会民事紛争処理センター（０５５－２３５－７２０２）

新潟県弁護士会示談あっせんセンター（０２５－２２２－３７６５、０２５－２２４－２０８２）、富山県弁護士会紛争解決センター

静岡県弁護士会あっせん・仲裁センター、愛知県弁護士会紛争解決センター（０５２－２０３－１７７７）

京都弁護士会紛争解決センター（０７５－２３１－２３７８）、公益社団法人総合紛争解決センター（大阪府）

兵庫県弁護士会紛争解決センター（０７８－３４１－８２２７）、岡山弁護士会岡山仲裁センター

広島弁護士会仲裁センター（０８２－２２５－１６００）、愛媛弁護士会紛争解決センター（０８９－９４１－６２７９）

福岡県弁護士会紛争解決センター（福岡市：０９２－７４１－３２０８、北九州市：０９３－５６１－０３６０、久留米市：０９４２－３０－

０１４４）、鹿児島県弁護士会紛争解決センター

　１．の窓口または大阪府ＪＡバンク相談所（０６－６２０４－３６６９）にお申し出ください。なお，下線の弁護士会仲裁

センター等については、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

・共済事業

�日本共済協会　共済相談所（０３－５３６８－５７５７）

�自賠責保険・共済紛争処理機構（本部：０３－５２９６－５０３１）

�日弁連交通事故相談センター（本部：０３－３５８１－４７２４）

�交通事故紛争処理センター（東京本部：０３－３３４６－１７５６）

最寄りの連絡先については、上記または１．の窓口にお問い合わせ下さい。

　

　当組合では、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理および各部門の業務の遂行状況

◇内部監査体制◇内部監査体制
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◇金融ＡＤＲ（裁判外紛争解決）制度への対応◇金融ＡＤＲ（裁判外紛争解決）制度への対応



を、内部管理体制の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・

改善につとめています。

　また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施しています。監査結果

は代表理事組合長および監事に報告したのち被監査部門に通知され、被監査部門の改善取り組み状況を確認・指導して

います。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、ただち

に理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

　

Ⅰ．内部統制システムの整備に関する基本的考え方

１．当組合は、内部統制システムの整備にあたり、法令の順守、損失の危機管理および適正かつ効率的な事業運営を

目指し、ガバナンスの質の向上をはかります。　

２．当組合は、上記内部統制システムの整備のため、内部統制統括部署により、規程・体制等の整備を統括するとと

もに、内部監査部署による適切性・有効性の検証を行い、組合としてリスクの高い項目についての監査を実施す

ることによって、内部統制システムの有効性を評価したうえ、必要な改善を実施します。

３．組合長は業務執行の最高責任者として、内部統制システムの整備および運用について責任をもって実施します。

Ⅱ．内部統制に関する体制の整備

１．理事および職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制　

①コンプライアンス（法令等順守）を当組合の重要課題として位置づけ、コンプライアンスに係る組合全体の考え

方を示した「コンプライアンス基本方針」「役職員の行動規範」、および役職員が順守すべき法令等の解説、違法

行為を発見した場合の対処方法等を具体的に示した手引書である「コンプライアンス・マニュアル」を役職員に

周知徹底します。更にコンプライアンスを実現するための具体的な実践計画である「コンプライアンス・プログ

ラム」を毎年度制定することで役職員のコンプライアンス意識の向上をはかります。

②コンプライアンスを確保するための体制として、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理・統括する部署

を総務部とし、コンプライアンス体制全般の検討・審議を行う機関としてコンプライアンス委員会を設置し、コ

ンプライアンス統括部署で運営します。

③内部監査部署は、内部管理体制等の適切性・有効性の検証・評価を行います。監査の結果、改善要請を受けた部

署は、すみやかに必要な対策を講じます。

④組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員が相談もしくは通報を行うことが

できる制度（ヘルプライン制度）の適切な運用を通して、内部通報制度の運営を確保します。

⑤財務報告の信頼性を確保するために、内部統制統括部署により、財務にかかる業務の仕組みを整備、構築し、必

要に応じて業務の改善につとめます。

２．理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき理事会議事録・契約書・その他の

重要文書は、特定の管理部署等が責任をもって管理します。

②「文書管理規程」および「理事会議事録等保管管理および閲覧要領」に基づき、理事および職員の職務の執行に

係る情報の取り扱い・保存・管理が適切に行われることを徹底します。

③理事の職務の執行に係る文書については、関連資料とともに保存・管理するものとし、必要に応じた期間は閲覧

可能な状態を維持します。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当組合を取り巻く様々なリスクについて定めた「リスク管理基本方針」や「危機管理マニュアル」に従い、事業

全体のリスクを網羅的に管理します。

②総務部企画広報課は、リスク状況の管理およびリスク管理に係る体制の整備・運営等リスク管理の統合的管理を

担当します。
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◇内部統制システムに関する基本方針◇内部統制システムに関する基本方針 （平成２０年４月２５日制定）（平成２０年４月２５日制定）
（平成２３年４月１日改定）（平成２３年４月１日改定）



③災害や障害の発生など、緊急事態に陥った際は、「危機管理マニュアル」で規定した組織体制や指揮命令系統に従

い、業務の早期回復を行うための危機管理対応を行うものとします。

４．理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①理事および職員の「職制規程」に従い、各組織の所管事項や職務権限・責任を明確化し、適正かつ効率的な職務

の執行のための体制を整備・運用するものとします。

②理事会は、中長期の経営計画を策定し、全役職員に周知徹底します。

③定期的に理事会を開催し、理事の業務執行状況の監督を行います。

５．監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合は、理事と協議のうえ、監査の補助に当たらせます。

６．理事および職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制

①監事は、業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて理事ならびに職員に説明を求めることができます。

②理事および職員は法令等の違反行為、当組合に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等を発見した場合には、監事

に報告することとします。

７．その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①常勤監事は、理事会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議等に出席

します。

②監事は、組合の内部監査部門と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、効率的で有効な監査を実施するようつとめ

ます。

③監事は、監査の実効性を高めるために必要に応じて能動的にＪＡ全国監査機構等の外部専門家と連携をはかり

ます。

④監事は、代表理事等との定期的会合をもち、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表理事等との相互認

識を深めるようつとめます。

Ⅲ．反社会的勢力による被害の防止

　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、確固たる信念をもって、以下の事項を定め、

排除の姿勢を堅持し、これを順守します。

１．組織としての対応

反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決につとめます。

２．外部専門機関との連携

　　反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関

と緊密な連携関係を構築します。

３．取引を含めた一切の関係遮断

反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。

４．有事における民事と刑事の法的対応　　　　　　　　　　　　　

　　反社会的勢力による不当要求に対して、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じるなど、断固たる態度で対応

します。

５．裏取引や資金提供の禁止

反社会的勢力に対して、資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。

16　◆　disclosure 2011
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　ＪＡ堺市は、みなさまの日常生活に欠かせない信用事業（貯金・貸付・為替）をはじめ、共済事業（生命・損害共済）、

経済（購買）事業、指導事業（営農・生活）のほか、販売事業などを総合的に営んでいます。そして、一般の営利企業と

は本質的に異なり、相互扶助をモットーに、組合員や地域のみなさまのくらしのために、努力を重ねています。

　それでは、ＪＡ堺市の各事業を簡単に紹介します。

みなさまのくらしを支えるＪＡ堺市

　信用事業は、貯金、貸付（融資）、為替など、いわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行っています。この信用事業

は、ＪＡ、信連、農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、ＪＡバンクとして大きな力を発揮しています。

　1 ．信用事業

　組合員はもちろん地域のみなさまからの貯金をお

預かりしています。商品内容では、当座貯金、普通

貯金、貯蓄貯金、決済用貯金などの当座性貯金をは

じめ、定期積金や期日指定定期、スーパー定期、大

口定期、変動金利定期、据置定期などの定期性貯金

を、目的、期間、金額にあわせてご利用いただけます。

貯金業務１１

　組合員への貸付（融資）をはじめ、地域のみなさ

まの暮らしや、農業者・事業者のみなさまの必要な

資金をご融資しています。また、地方公共団体、農

業関連産業などへも融資し、地域経済の質的向上・

発展に貢献しています。さらに、住宅金融支援機構

や㈱日本政策金融公庫などの融資の申し込みの取り

次ぎも行っています。

貸付（融資）業務２２

　全国のＪＡ・信連・農林中金の各店舗や銀行・信

用金庫などの各店舗と為替網で結び、当ＪＡの窓口

を通して全国の金融機関へ振込や手形・小切手など

の取り立てが、安全・確実・迅速にできる内国為替

を取り扱っています。

為替業務３３

　利付国債（２・５・１０年）や個人向け国債を窓口販売

しています。また、本所では、証券投資信託の取り次ぎ

業務を行っています。

国債窓販・投信４４

　ＪＡ堺市では、オンライン・ネットワークシステムを

利用して、各種自動受取・支払や定時送金、事業主のみ

なさまのための給与振込サービス、口座振替サービス、

パソコンや携帯電話によるインターネット・バンキング

など、いろいろなサービスを行っています。

　ＪＡのキャッシュカードは、偽造被害防止に効果のあ

るＩＣキャッシュカードになっており、手のひら生体認

証も付加できます。全国のＪＡ・銀行・郵便局・信用金

庫などのＣＤ（現金自動支払機）・ＡＴＭ（現金自動預払

機）でご利用いただけるほか、買い物などの支払いが即

時可能なデビットカードサービスも付加されています。

その他サービス５５
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　農家のみなさまに対する営農指導をはじめ、組合員・地域のみなさまを対象とした法律・税務相談のほか、資産運用相

談など、いろいろな指導・相談業務を行っています。指導・相談業務は、担当職員のほか、専門家による相談も実施して

いますので、お気軽にご利用ください。

　ＪＡ堺市に出荷された米は、地産地消ならびに食農教育の一環として、堺市内の小学校へ給食用に販売しています。ま

た、ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」では、米をはじめ野菜や果物・花など、新鮮で「安全・安心」な地場農

産物を中心に提供しています。

　共済事業は、養老生命・終身・こども・年金・がん・医療共済など生命保険会社と同じような商品や、火災・自動車・

自賠責など損害保険会社と同じような商品を取り扱っています。さらに、自然災害にも強い力を発揮する建物更生共済を

取り扱っています。このように、「ひと、いえ、くるま」の総合保障を通じて、地域のいちばん近くでみなさまのくらしに

安全をお届けし、一人ひとりの人生設計を一生涯サポートします。

　2 ．共済事業

　ＪＡ女性会を中心にＪＡ宅配倶楽部などの食品や石

材、健康器具などの廉価供給につとめています。

生活資材の販売

　水稲や野菜、果樹などの肥料・農薬をはじめトラ

クターや田植機などの農業機械、噴霧器や小農具な

ど農業に必要な資材を取り扱っています。また、家

畜の飼料や水稲・園芸種子類も取り扱っています。

肥料・農薬・農業資材の販売

　“パールライス”として好評の食糧米は、銘柄米か

らブレンド米、無洗米まで、各種取りそろえてい

ます。

食糧米の販売

　購買事業は、組合員をはじめ地域のみなさまの農業生産に必要な資材から家庭園芸用まで、肥料や農薬・農業機械など

のほか、食糧米や日用雑貨などの生活に必要な物資、環境にやさしい太陽熱温水器なども取り扱っています。

　3 ．購買事業

　4 ．指導事業

　5 ．販売事業

１１ ３３

２２
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付利単位預入金額預入期間特 色 ・ 留 意 点種 別

１００円１円以上出し入れ自由
一冊の通帳に普通貯金と定期貯金をセットでき、「受け取る（給与・年金な
ど）・支払う（公共料金など）・蓄える・借りる（定期貯金で自動ご融資）」
の４つの機能が使えます。

総 合 口 座

無利息１円以上出し入れ自由
総合口座にセットされた普通貯金を無利息型にしたものです。貯金保険制度
によって全額保護されます。

普通貯金
無利息型

無利息１円以上出し入れ自由小切手や手形によるお支払いができ、事業には欠かせない貯金です。当 座 貯 金

１００円１円以上出し入れ自由
給与や年金などの自動受け取り、公共料金などの自動支払い機能を加えると
より便利に。キャッシュカードとあわせて、あなたのサイフ代わりに。普 通 貯 金

無利息１円以上出し入れ自由無利息型の普通貯金です。貯金保険制度によって全額保護されます。
無利息型
（決済用）

１円１円以上出し入れ自由基準残高（７段階に分かれる）によって金利の変わる有利な貯金です。貯 蓄 貯 金

１００円５万円以上７日以上短期の資金運用に最適です。お引き出しの２日前までにご連絡が必要です。通 知 貯 金

毎月、一定額を一定期間積み立てて、無理なくコツコツと蓄える商品です。この定期積金には、以下の種類が
あります。定 期 積 金

１円
毎月
１，０００円以上

１・２・３・
４・５年

掛金定額型と目標額設定型（預入期間２・３年のみ）の２種類があります。
スーパー
積 金

１円
毎月１，０００円
以上。ボーナ
ス月は増額

３・５年
年２回のボーナス月（月は自由設定）を併用し、大きく蓄えられます。ホテル
やレストラン、劇場などの協賛店で会員だけのサービスが受けられる「カト
レア倶楽部」に同時入会できます。目標額を５０万円の整数倍で設定できます。

カトレア
定期積金

１円
１回
１，０００円以上

１・２・３・
４・５年

当組合で公的年金や年金共済をお受け取りの方、もしくは６５歳以上の在日外
国人の方を対象に、２ヵ月ごとに一定額を積み立てて蓄える商品です。店頭
表示利回りに一定の利率を上乗せします。１回の掛金額は、１回当たりの年
金受け取り額が上限です。

隔月掛金
定期積金
（なごみ）

１円
毎月１０，０００円
以上５０，０００円
以内

１・２・３・
４・５年

満５５歳以上６５歳未満の方で、かつ公的年金（国民年金・厚生年金・共済年金）
のお受け取りを予約された方を対象にした商品です。当初契約時の定期積金
店頭表示利回りに０．３％を上乗せします。

プレ年金
定期積金
（そなえ得）

１円
１円以上
３００万円未満

１年以上
３年以内

１年が過ぎると、１ヵ月前の予告で、いつでも必要額のお引き出しができま
す。利息は、１年複利で計算します。期日指定定期

１円１円以上
１ヵ月以上
１０年以内

期間・金額など幅広く有利にご利用いただけます。３・４・５・７・１０年契
約では半年複利計算で、さらに有利に運用できます（単利型もあります）。
満期日の指定（１ヵ月超５年未満）もできます。

スーパー定期

１００円１，０００万円以上
１ヵ月以上
５年以内

まとまった資金を効率的に有利に運用できます。満期日の指定（１ヵ月超５
年未満）もできます。大 口 定 期

１円１円以上３年６ヵ月ごとに自動的に金利を見直しします。変動金利定期

１円
１万円以上
１，０００万円未満

６ヵ月以上
５年以内

６ヵ月経過後は、いつでも全額または一部引き出しができます。預入期間に
応じて６段階の金利設定があり、半年複利で計算します。据 置 定 期

１円１円以上
１年以上
５年以内

希望月（１・２・３・６ヵ月）ごとに、利息を分割して受け取ることができ
ます。スーパー定期型と大口定期型（預入金額１，０００万円以上）があります。

利 息 分 割
受取型定期

１円
１円以上
３００万円以内

１年
当組合で公的年金や年金共済をお受け取りの方、もしくは６５歳以上の在日外
国人の方を対象に、スーパー定期の店頭表示金利に０．５％を上乗せします（取
扱期間があります）。

なごみ定期

１円１円以上自由積立期間を定めずに、毎月自由に定期貯金にお預けいただけます。一 般 型

積
立
定
期

１円１円以上
１年～５年
（据置３ヵ月）

満期日（預入期間）を指定して、定期貯金にお預けいただけます。期間指定型

１円１円以上
積立期間１年
以上３０年以下

お客さまの資金を定期的に積み立て一定期間据え置いた後、指定した受取間
隔、受取期間に応じて受け取れます。年 金 型

１円１００，０００円以上
据置期間２ヵ月
以上１０年以下

退職金等、まとまった資金を一括で預け入れ、一定期間据え置いた後、お客
さまが指定する受取間隔、受取期間に応じて受け取れます。

一括預入
年 金 型

財形貯蓄（財産形成貯蓄貯金）は、勤労者を対象とした貯蓄です。給料からの自動振替で蓄えられます。財 形 貯 蓄

１円１，０００円以上３年以上積立額、貯蓄目的とも自由です。一般財形

１円１，０００円以上５年以上
住宅取得を目的にした貯蓄です。財形年金と合算で５５０万円まで非課税の特
典があります。財形住宅

１円１，０００円以上５年以上在職中に積み立て、６０歳以降に年金方式でお受け取りになれます。財形年金

─５万円単位２・５・１０年利率は固定金利で、銘柄により異なります。
長期国債
中期国債国

債

─１万円単位１０年６ヵ月ごとに利率が変わる変動金利で、個人のみが対象となります。
個人向け国債
（変動１０）

─１万円単位５年固定金利で、個人のみが対象となります。
個人向け国債
（固定５）

事業活動の案内
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■信用事業〔貸付（融資）商品一覧表〕

融 資 期 間融 資 金 額資金使途・留意事項商 品 名

１０年以内５００万円以内
認定新規就農者や農業後継者を対象に、農業経営の安
定と拡大の支援のための資金を低利でご融資します。

新規就農者育成資金

要

項

貸

付

３０年以内
（用途により異なる）

８億円以内
認定農業者・担い手農業者・エコ農産物認証者など、
正組合員に特化した農業資金を中長期かつ低利でご融
資します。

農 業 振 興 資 金

３０年以内
（用途により異なる）

８億円以内
マンションの建築など不動産の有効利用に必要な資金
を低利でご融資します。

不動産賃貸事業資金

２５年以内
（用途により異なる）

１億円以内
農業経営生活刷新・農地取得・納税資金など、幅広く
ご利用いただけます。

農協単独低利資金

１０年以内
共済解約返戻金または満期共済
金の８０％以内（どちらか低い方）

ＪＡ共済のご契約者を対象とした資金です。ご加入の
長期共済を担保としてご融資します。

共 済 担 保 貸 付

３５年以内５，０００万円以内
住宅の新築や購入（土地・中古住宅を含む）、他金融
機関からの借換資金にご利用いただけます。

住 宅 ロ ー ン

各

種

ロ

ー

ン

１０年６ヵ月以内５００万円以内
増改築や補修など住宅のグレードアップ資金に。エコ
住宅や耐震工事、介護を目的としたリフォームなら、
さらに低利でご融資します。

リフォームローン
エコリフォームローン
介護リフォームローン

５年以内３００万円以内
買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。
介護資金なら、さらに低利でご融資します。

ク ロ ー バ ロ ー ン
介護クローバローン

７年以内５００万円以内
自動車の購入、車庫の建築資金など、お車に関する資
金にご利用いただけます。エコカーの購入なら、さら
に低利でご融資します。

マ イ カ ー ロ ー ン
エ コ カ ー ロ ー ン

５年以内３００万円以内
ＪＡからご購入される商品の代金にご利用いただけま
す。

購 買 ロ ー ン

１０年以内１，０００万円以内
農業機械などを取得する資金（農機具購入・修理など、
パイプハウスなど資材・建設費用、またこれらの借換
資金など）にご利用いただけます。

農機ハウスローン

据置期間を含め
最長１３年６ヵ月以内
（在学期間＋７年６ヵ月）

５００万円以内
学校への就学に必要な資金（入学金・授業料・下宿代
など）にご利用いただけます。

教 育 ロ ー ン

５年以内
（定期積金満期日まで）

２００万円以内
（定期積金給付契約額の範囲内）

急に資金が必要な時に、ご契約の定期積金でご融資し
ます。

定 期 積 金 ロ ー ン

２年の自動更新
（旧契約は１年）

５０万円以内
買い物・レジャー・結婚など、お使いみちは自由です。
ローンカード（キャッシュカード）を使って、出し入
れも自由です。

カ ー ド ロ ー ン当
座
貸
越
型

１年の自動更新３００万円以内お使いみちも出し入れも自由な、ビッグな資金です。ワイドカードローン

１年の自動更新３００万円以内
農業経営資金や営農に必要な資金をご融資します。普
通貯金にセットして出し入れ自由です。

営 農 ロ ー ン

（注）　このほか、国や地方公共団体の制度資金など、各種資金を取り扱っています。担保・保証やその他ご融資条件、ご返済方法など、
くわしくは支所窓口でおたずねください。

　　　なお、ＪＡのご利用度に応じてご融資利率を軽減する制度（一部ローン対象）もあります。

■信用事業〔金融取り次ぎ商品一覧表〕

特 色 ・ 留 意 点種 別

証券投資信託の略称で、一般投資家による証券投資を容易にすることを目的としてつくられています。複数の投資家から資
金を集めて一つにまとめ、運用の専門家が金融・証券市場で株式や公社債等のいろいろな有価証券に分散投資し、その運用
成果を分配金として投資家に還元する仕組みです。ただし、預貯金保険の対象ではありません。また、貯金と異なり、元本
や利息の保証はありません。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、ご購入者が負うことになります。

投 資 信 託
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■共済事業〔長期共済〕

特 徴種 類

働き盛りの年代を大きな保障で守るとともに、一生涯の保障で大切なご家族の生活資金や老後の万一保障を確保で
きます。医療共済との組み合わせにより入院・通院・手術などの保障も万全です。

終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

万一の場合の大きな保障とともに、生活設計にあわせて満期共済金もお受け取りになれる共済です。養老生命共済

お子さまの成長にあわせて必要な教育資金や結婚・独立資金が準備できます。入園・入学にあわせて「祝金」がお
受け取りになれるタイプ、「学資金」を効率的に準備するタイプがあります。

こども共済

入院・手術・放射線治療共済金を保障します。また、共済期間や入院共済金の支払限度日数の選択および入院見舞
保障の付加や先進医療保障の付加について選択が可能です。終身および養老生命共済や各種特約との組み合わせに
より、ライフプランに応じた死亡保障を確保することができます。

医 療 共 済

すべての「がん」を一生涯保障します。しかも、入院共済金を初日から無制限でお受け取りになれます。また、手
術や退院後の療養までを幅広く保障します。

が ん 共 済

中高齢者の医療保障ニーズに対応するため、健康状態に不安がある方でも加入しやすい仕組みになっています。
引受緩和型定
期医療共済

安定した老後を過ごすため、公的年金だけでは不十分な部分をカバーするのに最適です。生涯にわたり、あるいは
一定期間、年金のお受け取りができる共済です。

予定利率変動
型年金共済

家屋や家財、そこに住む人までを、火災をはじめ地震などの自然災害から守る保障範囲の広い共済です。建物更生共済損害
共済

事業活動の案内

■共済事業〔短期共済〕

特 徴種 類

掛け捨てタイプのため、わずかな掛金で家屋と家財の大きな保障を約束します。火 災 共 済

相手方への対人・対物賠償保障をはじめ、ご自身・ご家族のための傷害保障、車両保障など万一の自動車事故を幅
広く保障します。また、自賠責共済とセットでご加入になると、対人賠償保障の共済掛金が割引になります。

自 動 車 共 済

法律によって、すべての自動車に加入が義務づけられています。自動車共済とのセット契約で、安心の輪が広がり
ます。

自 賠 責 共 済

■経済事業〔主な購買品目〕

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

家畜類（牛・鶏）の単味飼料、配合飼料飼 料

生

産

資

材

水稲・野菜・果樹・園芸用肥料や土壌改良材肥 料

水稲・野菜・果樹・園芸用農薬（殺虫・殺
菌・除草剤ほか）

農 薬

農用ビニール・ポリ、ＰＯフィルムほか保 温 資 材

カミタイ・キュウリネットほか包 装 資 材

農業機械・農機具・農機部品、精米機ほか農 業 機 械

重油・エンジンオイル石 油 類

ハウス施設・温水器・白蟻駆除工事ほか建 築 資 材

水稲・園芸種子、園芸用品ほかそ の 他

　内容・留意事項分 類

パールライス・宅配食品ほか食 料 品
生

活

物

資

長靴・雨ガッパほか衣 料 品

石材・仏壇仏具ほか耐久消費材

紙製品、パラコンポほか日用保健雑貨用品

マメタンほかそ の 他

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

野菜・米・花き・果樹・卵ほか農 業 生 産 品

〔主な販売品目〕

■営農・生活・相談サービス

※税務・法律相談は予約制です。お問い合わせ・お申し込みは支所窓口へ。

内 容 ・ 留 意 事 項分 類

農業技術や農業経営に関する指導・相談を営農センターで行っています。営農指導・営農相談

本所で毎週火曜日と顧問税理士事務所で毎月第２木曜日（ともに一部月を除く）に、無料相談を行っています。税 務 相 談

毎月第１・３木曜日と第４土曜日（一部月を除く）に、本所で顧問弁護士による無料相談を行っています。法 律 相 談

毎日の農産物市況（南部合同青果市場）と病害虫防除情報をお知らせしています。
（営農テレホンサービス℡：２７７- ３５９１、ホームページ上でも掲載しています）。

営 農 テ レ ホ ン
サ ー ビ ス
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■貯金業務に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

６３０１冊５０枚小切手帳交付
一 般 口

当

座

貯

金

１枚２６２円６３０１冊３０枚約束手形交付

４，２００─新 規 登 録

署 名 鑑 料 ２，１００─変 更

無　料─廃 止

口座開設時に徴収３，１５０１口座口 座 開 設専用約束手形口
（ マ ル 専 ） １０５１ 枚手形用紙交付

５２５１ 枚自己宛小切手発行

２１０１ 通残高証明書発行

２１０１ 件取引明細表発行

２１０１ 通利息支払証明書発行

紛失・汚損等、貯金者の管理
責任に帰する場合

５２５１ 冊貯金通帳再
発
行

５２５１ 通貯金証書

１，０５０１ 枚ＩＣキャッシュカード

（単位：円、消費税込）

信用事業取扱手数料一覧

（注）１．祝日とは、１月１～３日と５月３～５日を除く「国民の祝日に関する法律」で定める全休日（祝日・振替休日）とします。ただし、５月３～５日
  のいずれかが日曜日と重なる場合は稼働します。
 ２．利用時間帯のカッコ内時刻は、中部南支所・東百舌鳥支所・久世支所・東陶器支所・金岡支所の５店舗の稼働終了時刻です。
 ３．残高照会はいずれの場合も無料でご利用いただけます。

■ＡＴＭ（現金自動預払機）利用に関するもの

備 考手 数 料利 用 時 間 帯
手 数 料 種 類

取 引取 引 媒 体

無料

８：４５～１９：００（２１：００）平　日

入 金

支 払 い
ＪＡキャッシュカード

９：００～１９：００

土曜日

日曜日

祝 日

１０５８：４５～１８：００
平　日

支 払 い他行キャッシュカード

２１０１８：００～１９：００（２１：００）

１０５９：００～１４：００
土曜日

２１０１４：００～１７：００

２１０９：００～１７：００日曜日

２１０９：００～１７：００祝 日

無料８：４５～１８：００
平　日

自 動

キャッシング
クレジットカード

１０５１８：００～１９：００（２１：００）

無料９：００～１４：００
土曜日

１０５１４：００～１７：００

１０５９：００～１７：００日曜日

１０５９：００～１７：００祝 日

（単位：円、消費税込）
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■内国為替取引に関するもの

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

当組合店舗間を含む４２０１ 件系 統 あ て送
金 ６３０１ 件他 行 あ て

当組合店舗間を含む
２１０３万円未満　１件

系 統 あ て
窓

口

利

用
振

込

４２０３万円以上　１件

５２５３万円未満　１件
電 信 扱 い

他行あて
７３５３万円以上　１件

平成２３年９月１日以降は５２５円４２０３万円未満　１件
文 書 扱 い

平成２３年９月１日以降は７３５円６３０３万円以上　１件

当組合店舗間を含む
１０５３万円未満　１件

系 統 あ て
振 込 機
（ Ａ Ｔ Ｍ ）
利 用

３１５３万円以上　１件

４２０３万円未満　１件
他 行 あ て

６３０３万円以上　１件

１０５３万円未満　１件
系 統 あ て

インターネット
バ ン キ ン グ

２１０３万円以上　１件

２１０３万円未満　１件
他 行 あ て

４２０３万円以上　１件

２１０１ 通府 内
集 中 取 立代

金

取

立

６３０１ 通府 外

６３０１ 通普 通 扱 い
個 別 取 立

８４０１ 通至 急 扱 い

・手数料を超える経費を要す
る場合は、その実費を申し
受けます。
・隔地間とは、大阪手形交換
所区域外のものをいいます。

６３０１ 件送 金 ・ 振 込 の 組 戻 料
そ

の

他

６３０１ 通代金取立にかかる不渡手形返却料

６３０１ 通代金取立にかかる取立手形組戻料

６３０１ 通取立手形店頭呈示料（隔地間）

（単位：円、消費税込）

（注）系統とは、農業（漁業）協同組合、信用農業（漁業）協同組合連合会、農林中央金庫をいい、他行とは系統以外の金融機関をいいます。

事業活動の案内
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■貸出業務に関するもの （単位：円、消費税込）

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

２１０１ 通残 高 証 明 書 発 行

２１０１ 件取 引 明 細 表 発 行

２１０１ 通融 資 証 明 書 発 行

無料１ 通住 宅 取 得 年 末 残 高 証 明 書 発 行

２１０１ 通貸 付 金 ・ 利 息 払 込 証 明 書 発 行

印鑑証明書、資格証明書各１通を含む１，０５０１ 部権 利 者 の 同 意 書 発 行

１，０５０１ 枚ロ ー ン カ ー ド 発 行

５，２５０住 宅 ロ ー ン
繰 上 償 還

３，１５０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

返済をともなわないもの
５，２５０住 宅 ロ ー ン

条 件 変 更
３，１５０リ フ ォ ー ム ロ ー ン

■そ　の　他

備 考手 数 料単 位手 数 料 種 類

無料１～１００枚

邦 貨 両 替両 替 業 務 ２１０１０１～５００枚

３１５５０１枚以上

無料国債等の口座管理
口 座 管 理
（保護預かり）
業 務

無料投信窓販の保護預かり

２１０１ 通残 高 証 明 書 発 行

手数料＝有償払込額× 
Ａ

１，０００

２．６２５

料
率
（
Ａ
）

有償払込額　　５０百万円未満
一

括

払

込

株 式 払 込
事 務 受 託

２．１００有償払込額　　５０百万円以上

１．５７５有償払込額　１００百万円以上

１．２６０有償払込額　３００百万円以上

月割　２，１００円２５，２００年 額夜 間 金 庫 使 用 料

（単位：円、消費税込）

信用事業取扱手数料一覧
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系統セーフティネット
　当組合の貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯金保険制度（農水産業

協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られています。

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み

　ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成するグループの名称です。組合員・利用

者のみなさまに、便利で安心な金融機関としてご利用いただけるよう、ＪＡバンク会員の総力を結集し、実質的にひと

つの金融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を運営しています。

　「ＪＡバンクシステム」は「破綻未然防止システム」と「一体的事業推進」を２つの柱としています。

◇「破綻未然防止システム」の機能

　「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための仕組みです。ＪＡバンク法（農林中

央金庫および特定農業協同組合等による信用事業の再編および強化に関する法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」

を定め、ＪＡの経営上の問題点の早期発見・早期改善のため、国の基準よりもさらに厳しいＪＡバンク独自の自主ルー

ル基準（達成すべき自己資本比率の水準、体制整備など）を設定しています。

　また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切な経営改善指導を行います。

◇「一体的な事業推進」の実施

　良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営システムの利用、

全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業推進の取り組みをしています。

◇貯金保険制度

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を保護し、また資

金決済の確保をはかることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金など

が加入する「預金保険制度」と同様の制度です。

＜貯金等の保護の範囲＞

○農水産業協同組合が破綻したときに貯金保険で保護される貯金等の額は、平成１７年４月以降、保険の対象となる貯金等

のうち、決済用貯金（無利息、要求払い、決済サービスを提供できること、という３要件を満たす貯金）に該当するも

のは全額であり（恒久処置）、それ以外の貯金等については１農水産業協同組合ごとに貯金者１人当たり元本１，０００万円

までとその利息等となります。（注）

○保険の対象となる貯金等のうち決済用貯金以外の貯金等で元本１，０００万円を超える部分および保険対象外の貯金等なら

びにこれらの利息等については、破綻農水産業協同組合の財産の状況に応じて支払われるため、一部カットされること

があります。

＊本内容については、貯金保険機構ホームページより引用しています。なお、詳細については、

　貯金保険機構ホームページ（http://www.sic.or.jp/）をご参照ください。

（注）１．決済用貯金とは、「①無利息、②要求払い、③決済サービスを提供できること」という３要件を満たす貯金のことです。

　　　２．このほか、納税準備貯金、貯金保険の対象貯金を用いた積立・財形貯蓄商品が該当します。

　　　３．定期積金の給付補てん金も利息と同様保護されます。

保 護 の 範 囲貯 金 等 の 分 類

全額保護
元本を全額保護
（恒久措置）

決済用貯金　（注１）貯
金
保
険
の
対
象
貯
金
等

定額保護
元本１，０００万円までと
その利息等（注３）を保護

一般貯金等

保護対象外外貨貯金、譲渡性貯金、
農林債（保護預り専用商品以外の商品）等

対
象
外
貯
金
等

事業活動の案内

有利息普通貯金、定期貯金、定期積金、
貯蓄貯金、農林債（保護預り専用商品）等　（注２）

当座貯金
無利息普通貯金等

１，０００万円を超える部分は、破綻農水産業協同組
合の財産状況に応じて支払われます（一部カット
されることがあります）

破綻農水産業協同組合の財産状況に応じて支払わ
れます（一部カットされることがあります）
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貸借対照表
（単位：千円）

負 債 お よ び 純 資 産資 産

平成２２年度
（平成２３年３月３１日現在）

平成２１年度
（平成２２年３月３１日現在）

科 目平成２２年度
（平成２３年３月３１日現在）

平成２１年度
（平成２２年３月３１日現在）

科 目

３６１，５９７，３９７３４７，６２２，４０９１．  信 用 事 業 負 債３６７，７４６，７５７３５３，８７０，６５１１．  信 用 事 業 資 産

３５８，０４４，５４６３４３，６１６，６９２�  貯 金１，１５８，２０２１，３９４，６６８�  現 金

３，０７２，７０７３，４０９，３１０�  借 入 金２８０，４７２，４５５２６２，６３２，５３４�  預 金

４７８，４９０５９４，７６７�  その他の信用事業負債２８０，４７２，４５５２６２，６３２，５３４系 統 預 金

３１８，８１５４４７，８２８未 払 費 用２５，６６４，１２０２６，３１８，７７４�  有 価 証 券

１５９，６７４１４６，９３９そ の 他 の 負 債１９，４５３，７０６１９，６０２，７１９国 債

１，６５３１，６３９�  睡眠貯金払戻引当金４９９，９９１４９９，９４１金 融 債

１，１５３，７８８１，２５３，９７０２．  共 済 事 業 負 債５，７１０，４２２６，２１６，１１３社 債

４８８，６７０５３４，１７０�  共 済 借 入 金５８，８５６，０３５６１，９６０，６２２�  貸 出 金

２８８，９３５３２８，１２５�  共 済 資 金１，７９７，１７８１，７７５，９１８�  その他の信用事業資産

７，３１６８，３７２�  共 済 未 払 利 息１，７７５，５１２１，７５８，４７０未 収 収 益

３６６，９６２３７９，８０５�  未経過共済付加収入２１，６６６１７，４４７そ の 他 の 資 産

１，７４３３，４９５�  共 済 未 払 費 用△２０１，２３５△２１１，８６６�  貸 倒 引 当 金

１６１１�  その他の共済事業負債５０３，５０１５４５，５０９２．  共 済 事 業 資 産

６９，３５９６６，０７４３．  経 済 事 業 負 債４９３，４７８５３９，０３１�  共 済 貸 付 金

５８，７１０５６，７９４�  経 済 事 業 未 払 金７，３８１８，３８８�  共 済 未 収 利 息

１０，６４９９，２８０�  経 済 受 託 債 務４，９２９６５５�  その他の共済事業資産

６４０，１６４５３０，７３５４．  雑 負 債△２，２８７△２，５６５�  貸 倒 引 当 金

１７７，７７０１０３，０３６�  未 払 法 人 税 等１１７，４３８１２３，７９９３．  経 済 事 業 資 産

３６，７１８４８，９５８�  リ ー ス 債 務５３，３７７６３，１２２�  経 済 事 業 未 収 金

３７，０９１＊�  資 産 除 去 債 務６３，６２２６０，６３２�  棚 卸 資 産

３８８，５８４３７８，７４０�  そ の 他 の 雑 負 債５６，３３４５５，０１８購 買 品

８３９，６７９９６２，１８９５．  諸 引 当 金７，２８７５，６１３販 売 品

９６，３９４９８，８６１�  賞 与 引 当 金６８３３４１�  その他の経済事業資産

６３６，６１４７７６，６４３�  退 職 給 付 引 当 金△２４５△２９７�  貸 倒 引 当 金

９５，９１６８６，６８４�  役員退任慰労引当金４１，８５６８７，７６３４．  雑 資 産

３，６７２＊�  環 境 対 策 引 当 金４１，８５６８７，７６３�  雑 資 産

７，０８２＊�  固定資産解体等引当金２，００９，１６６２，０８６，５１１５．  固 定 資 産

３６４，３００，３９０３５０，４３５，３８０負 債 合 計２，００２，３２６２，０７９，１５１�  有 形 固 定 資 産

１５，５４２，７７６１５，０５８，０１６１．  組 合 員 資 本２，４５３，７７９２，４２１，１５９建 物

１，１１６，２０８１，１０１，１４０�  出 資 金９８，８７１１００，０７１機 械 装 置

２２，２４９２２，２４９�  資 本 準 備 金７７４，６２０７７４，６２０土 地

１４，４１０，３４７１３，９３９，６１４�  利 益 剰 余 金５８，２８４５８，２８４リ ー ス 資 産

２，２０２，７１３２，１８３，７１３利 益 準 備 金１０，０１５０建 設 仮 勘 定

１２，２０７，６３３１１，７５５，９０１その他利益剰余金７５５，５５２７６５，１６７その他の有形固定資産

１，４００，０００１，４００，０００信用事業基盤強化積立金△２，１４８，７９６△２，０４０，１５０減価償却累計額

４３０，０００４３０，０００施設整備積立金６，８３９７，３６０�  無 形 固 定 資 産

１００，０００１００，０００有価証券価格変動積立金６，８３９７，３６０その他の無形固定資産

６２０，０００６２０，０００貸出債権積立金９，０８２，１０５８，４４８，２７５６．  外 部 出 資

５，５８３６，５４７圧 縮 積 立 金９，０８２，１０５８，４４８，２７５�  外 部 出 資

８，７９０，２９７８，５９０，２９７特 別 積 立 金８，５３８，７４５７，９０４，９１５系 統 出 資

８６１，７５２６０９，０５５当期未処分剰余金５４３，３６０５４３，３６０系 統 外 出 資

（５０８，６８７）（２５５，０３１）（うち当期剰余金）３４８，７０７３４０，４３９７．  繰 延 税 金 資 産

△６，０２８△４，９８７�  処 分 未 済 持 分

６，３６５９，５５３２．  評 価 ・ 換 算 差 額 等

６，３６５９，５５３�  その他有価証券評価差額金

１５，５４９，１４２１５，０６７，５６９純 資 産 合 計

３７９，８４９，５３２３６５，５０２，９５０負債および純資産合計３７９，８４９，５３２３６５，５０２，９５０資 産 合 計

　表示方法変更科目＊

Ⅰ　決算の状況経 営 資 料
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損益計算書

平成２２年度平成２１年度
科 目

平成２２年度平成２１年度
科 目

５６，６１６５９，８６８�  利 用 事 業 収 益３，４２９，３９９３，２１４，９４０１．  事 業 総 利 益

３８，１６８４０，１１９�  利 用 事 業 費 用３，４３７，２５２３，６５３，４１９�  信 用 事 業 収 益

１８，４４８１９，７４９利 用 事 業 総 利 益３，３５０，７８１３，５６４，４１７資 金 運 用 収 益

１６，９４８１３，２３１	  指 導 事 業 収 入（　　１，８９９，２５０）（　　２，０３３，３６７）（う ち 預 金 利 息）

９１，３６８１０２，７８６
  指 導 事 業 支 出（　　　１７２，７５０）（　　　２１２，１３１）（うち有価証券利息）

△７４，４１９△８９，５５５指 導 事 業 収 支 差 額（　　１，０５８，６４９）（　　１，１３７，２８８）（うち貸出金利息）

２，８１９，４６９２，８０５，８９４２．  事 業 管 理 費（　　　２２０，１３１）（　　　１８１，６２９）（うちその他受入利息）

１，９７４，３４８１，９６１，５１９�  人 件 費４９，１８３４８，６６８役務取引等収益

４１５，９３３４１７，６０７�  業 務 費３７，２８７４０，３３２その他経常収益

１２２，５２７１２０，１２３�  諸 税 負 担 金１，０２０，３８１１，３６７，５８６�  信 用 事 業 費 用

２９５，４２８２９９，６７５�  施 設 費７４３，２１５１，０７８，０８１資 金 調 達 費 用

１１，２３２６，９６８�  その他事業管理費（　　　６３９，２７０）（　　　９７３，７５１）（う ち 貯 金 利 息）

６０９，９２９４０９，０４５事 業 利 益（　　　７４，９６５）（　　　７１，２３６）（うち給付補てん備金繰入）

１３４，０９３１２６，９３５３．  事 業 外 収 益（　　　２８，３２３）（　　　３２，４６５）（うち借入金利息）

１２３，４４９１１５，０４７�  受 取 出 資 配 当 金（　　　　　６５６）（　　　　　６２８）（うちその他支払利息）

６，２８７６，１３１�  賃 貸 料１３，３５０１２，１５５役務取引等費用

４，３５７５，７５６�  雑 収 入２６３，８１５２７７，３４９その他経常費用

１４，１２３１６，４４６４．  事 業 外 費 用（　　　　　　─）（　　　　　　０）（うち貸倒引当金繰入額）

１，６６２２，１９４�  支 払 雑 利 息（　　　　　３４９）（　　　　　６１２）（うち睡眠貯金払戻引当金繰入額）

１，８００５０�  寄 付 金２，４１６，８７０２，２８５，８３３信 用 事 業 総 利 益

５３１５９２�  減 価 償 却 費９９５，７４５９７７，５５６�  共 済 事 業 収 益

１０，１２８１３，６０９�  雑 損 失９５４，４２７９３９，４２８共 済 付 加 収 入

７２９，９００５１９，５３４経 常 利 益１７，４００１７，００９共済貸付金利息

１３，１６０１，３５９５．  特 別 利 益２３，９１７２１，１１７そ の 他 の 収 益

２，１９９─�  一 般 補 助 金６４，１４２６９，７７０�  共 済 事 業 費 用

１０，９６１１，３５９�  貸倒引当金戻入益１６，７６４１６，６４８共済借入金利息

４３，６３９１１１，９６３６．  特 別 損 失３８，２４５４４，１１１共 済 推 進 費

２，８３８１１１，９１３�  固 定 資 産 処 分 損９，１３３９，００９そ の 他 の 費 用

２，１３９─�  固 定 資 産 圧 縮 損（　　　　　─）（　　　　　１２２）（うち貸倒引当金繰入額）

２７，９０８＊�  資産除去債務に関する会計基準導入に係る影響額９３１，６０３９０７，７８５共 済 事 業 総 利 益

１０，７５４５０�  その他の特別損失５９１，１７４５５６，７７２�  購 買 事 業 収 益

６９９，４２１４０８，９３０税 引 前 当 期 利 益５８１，４７１５４７，３６４購 買 品 供 給 高

２０２，４５９１２６，０４６法人税・住民税および事業税９，７０２９，４０８そ の 他 の 収 益

△４，９２４＊過年度法人税等戻入額５３７，９３５５０４，２６８�  購 買 事 業 費 用

△６，８０２２７，８５３法 人 税 等 調 整 額５３０，７８５４９８，０８１購買品供給原価

１９０，７３３＊法 人 税 等 合 計４，８０３４，３１６購 買 品 供 給 費

５０８，６８７２５５，０３１当 期 剰 余 金２，３４５１，８７０そ の 他 の 費 用

３５３，０６４３５４，０２３前 期 繰 越 剰 余 金（　　　　　─）（　　　　　　０）（うち貸倒引当金繰入額）

８６１，７５２６０９，０５５当 期 未 処 分 剰 余 金５３，２３９５２，５０４購 買 事 業 総 利 益

２４７，４１０１４２，１７４�  販 売 事 業 収 益

１９２，２８８１１４，２７２販 売 品 販 売 高

３６，８８０２６，４２４販 売 手 数 料

１８，２４１１，４７７そ の 他 の 収 益

１６３，７５２１０３，５５２�  販 売 事 業 費 用

１５６，１４０９１，７７４販売品販売原価

４，３３４６，１６５販 売 費

３，２７６５，６１１そ の 他 の 費 用

８３，６５８３８，６２２販 売 事 業 総 利 益

平成２２年４月１日から
平成２３年３月３１日まで

平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで

（単位：千円）

平成２２年４月１日から
平成２３年３月３１日まで

平成２１年４月１日から
平成２２年３月３１日まで
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平成２２年度平成２１年度
科 目

平成２２年度平成２１年度
科 目

（経済事業活動による資産および負債の増減）１．事業活動によるキャッシュ・フロー

９，７４４△６０受取手形および経済事業未収金の純増減６９９，４２１４０８，９３０税引前当期利益

△２，９９０６，０４９棚卸資産の純増減１２８，２６１１３２，１５７減価償却費

１，９１６１３，４７８支払手形および経済事業未払金の純増減３１０＊資産除去債務の増加額

１，３６８３，６４５経済事業受託債務の純増減△１０，９６１△１，２３６貸倒引当金の増加額

△３４１△３４１その他の経済事業資産の純増減１４９７睡眠貯金払戻引当金の増加額

（その他の資産および負債の純増減）△２，４６７△３７賞与引当金の増加額

４５，９０７△４６，２０６その他の資産の純増減△１４０，０２９△１２１，８１８退職給付引当金の増加額

１２，９３２△７，２６８その他の負債の純増減９，２３２１２，１９２役員退任慰労引当金の増加額

３，３３３，７８１３，７６６，４４５信用事業資金運用による収入３，６７２＊環境対策引当金の増加額

△８５４，９７２△１，１９２，２７０信用事業資金調達による支出７，０８２＊固定資産解体等引当金の増加額

１８，４０７１６，５５０共済貸付金利息による収入△３，３５０，７８１△３，５７０，４１８信用資金運用収益

△１７，８１９△１６，１５１共済借入金利息による支出７４３，２１５１，０７８，０８１信用資金調達費用

２７，８８８＊資産除去債務に関する会計基準導入に係る影響額△１７，４００△１７，００９共済貸付金利息

△２１，６４１△８２７，１６６小 計１６，７６４１６，６４８共済借入金利息

１２３，４４９１１５，０４７雑利息および出資配当金の受取額△１２３，４４９△１１５，０４７受取雑利息および受取出資配当金

△１，７０１△２，２６７雑利息の支払額１，６６２２，１９４支払雑利息

△１２２，８０２△１４５，９１３法人税等の支払額６，０００６，０００有価証券関係損益

△２２，６９５△８６０，３００事業活動によるキャッシュ・フロー＊１１１，９１３固定資産売却損益

２．投資活動によるキャッシュ・フロー２，８３８＊固定資産除去損

６４４，０００１，０３０，０００有価証券の償還による収入２，１３９＊固定資産除却損

２，１９９＊補助金の受入による収入△２，１９９＊一般補助金

△４７，００１△１４３，８９１固定資産の取得による支出（信用事業活動による資産および負債の増減）

△６３３，８２９△７３７，７３１外部出資の取得による支出３，１０４，５８７３５０，０９４貸出金の純増減

△３４，６３１１４８，３７７投資活動によるキャッシュ・フロー△１７，７００，０００△７，３５０，０００預金の純増減

３．財務活動によるキャッシュ・フロー１４，４２７，８５３６，０９９，７９９貯金の純増減

＊△９，３２５リース債務の増加△３３６，６０３△４４２，０６３信用事業借入金の純増減

△１２，２３９＊リース債務の返済等による支出△４，２５０２，２６７その他の信用事業資産の純増減

２６，２７１１０，８９５出資の増額による収入△４，５３１△１１，４３２その他の信用事業負債の純増減

△１５，２９４４，４６２出資の払戻しによる支出（共済事業活動による資産および負債の増減）

△４，９８７△１６，７９４持分の取得による支出４５，５５３△４３，８８３共済貸付金の純増減

４，９８７１６，７９４持分の譲渡による収入△４５，５００４４，５７８共済借入金の純増減

△３７，９５５△３７，５３８出資配当金の支払額△３９，１９０４９，２４５共済資金の純増減

△３９，２１７△３１，５０７財務活動によるキャッシュ・フロー△１２，８４３△１２，６３７未経過共済付加収入の純増減

０＊４．現金および現金同等物に係る換算差額△１，７５２１，０７９共済未払費用の純増減

△９６，５４５△７４３，４３０５．現金および現金同等物の増加額△４，２７３△６４８その他の共済事業資産の純増減

１，６７７，２０３２，４２０，６３４６．現金および現金同等物の期首残高１６０△７９その他の共済事業負債の純増減

１，５８０，６５８１，６７７，２０３７．現金および現金同等物の期末残高

（単位：千円）

Ⅰ　決算の状況

キャッシュ・フロー計算書

30　◆　disclosure 2011

経 営 資 料
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Ⅰ．重要な会計方針
１．記載金額の端数処理

　貸借対照表および損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表

示しています。

２．有価証券の評価基準および評価方法

　有価証券の評価は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１１年１月２２日）に基づき、有価証券の保有区分

ごとに次のとおり行っています。

　満期保有目的の債券については、その銘柄の異なるごとに移動平均法

による償却原価法によって評価しています。

　その他有価証券で、時価のあるものについてはその銘柄の異なるごと

に時価により評価し、移動平均法による償却原価法により計算した帳簿

価額との差額を税効果調整後、純資産の部「その他有価証券評価差額金」

に計上しています。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法は次のとおりです。

�　購買品……売価還元法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

�　販売品……最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

４．固定資産等の減価償却の方法

�　有形固定資産（リース資産除く）

建物（建物付属設備を除く）

①　平成１０年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

法人税法に規定する旧定額法

③　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定額法

建物以外

①　平成１９年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定率法

また、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物および構築物　　　　８年～５０年

機械装置および運搬具　　３年～１２年

器具・備品　　　　　　　３年～１５年

�　無形固定資産（リース資産除く）

　定額法を採用しています。また、当組合利用のソフトウェアについ

ては、組合内における利用可能期間（５年間）で定額法により償却し

ています。

�　リース資産

①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法を採用して

います。

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

　なお、上記�から�の２０万円未満の資産等については、一時損金経

理を行っています。

５．引当金の計上基準

�　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準および償

却・引当基準により、次のとおり計上しています。

　正常先債権および要注意先債権（要管理先債権を含む）については、

貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計

上しています。なお、この基準に基づき、当期末は租税特別措置法第

５７条の１０により算定した金額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する

債権については、債権額から担保の処分見込額および保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に

判断し必要と認める金額を計上しています。

　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以

下「破綻先」という）に対する債権、および法的に経営破綻の事実が

発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実

質破綻先」という）に対する債権については、帳簿価額から担保の処

分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を

計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、総務部が資産査定を実施

し、同部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて、上記の引当を行っています。

�　退職給付引当金

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期に発生している

と認められる額を計上しています。

Ⅰ．重要な会計方針
１．記載金額の端数処理等

　貸借対照表および損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表

示しており、残高が０の勘定科目については、表示していません。

２．有価証券の評価基準および評価方法

　有価証券の評価は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１１年１月２２日）に基づき、有価証券の保有区分

ごとに次のとおり行っています。

　満期保有目的の債券については、その銘柄の異なるごとに移動平均法

による償却原価法によって評価しています。

　その他有価証券で、時価のあるものについてはその銘柄の異なるごと

に時価により評価し、移動平均法による償却原価法により計算した帳簿

価額との差額を税効果調整後に、純資産の部「その他有価証券評価差額

金」に計上しています。時価を把握することが極めて困難と認められる

ものについては、移動平均法による原価法または償却原価法により評価

しています。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法は次のとおりです。

�　購買品……売価還元法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

�　販売品……最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

４．固定資産等の減価償却の方法

�　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物付属設備を除く）

①　平成１０年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

法人税法に規定する旧定額法

③　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定額法

建物以外

①　平成１９年３月３１日以前に取得したもの

法人税法に規定する旧定率法

②　平成１９年４月１日以降に取得したもの

法人税法に規定する定率法

また、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物および構築物　　　　８年～５０年

機械装置および運搬具　　３年～１２年

器具・備品　　　　　　　３年～１５年

�　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。また、当組合利用のソフトウェアについ

ては、組合内における利用可能期間（５年間）で定額法により償却し

ています。

�　リース資産

①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法を採用して

います。

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

　なお、上記�から�の２０万円未満の資産等については、一時損金経

理を行っています。

５．引当金の計上基準

�　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準および償

却・引当基準により、次のとおり計上しています。

　正常先債権および要注意先債権（要管理先債権を含む）については、

貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計

上しています。なお、この基準に基づき、当期末は租税特別措置法第

５７条の１０により算定した金額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する

債権については、債権額から担保の処分見込額および保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に

判断し必要と認める金額を計上しています。

　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以

下「破綻先」という）に対する債権、および法的に経営破綻の事実が

発生していないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実

質破綻先」という）に対する債権については、帳簿価額から担保の処

分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を

計上しています。

　すべての債権は、資産査定規程に基づき、総務部が資産査定を実施

し、同部署から独立した監査室が査定結果を監査しており、その査定

結果に基づいて、上記の引当を行っています。

�　退職給付引当金

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期に発生している

と認められる額を計上しています。

平成２１年度 平成２２年度
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Ⅰ　決算の状況

　また、過去勤務債務は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法により費用処理しています。数理

計算上の差異については、各期の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生期から費用処理することとしています。

�　賞与引当金

　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する

支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上しています。

�　役員退任慰労引当金

　役員退任慰労引当金は、役員の退任慰労金の支給に備えて、役員退

任慰労金規程による期末要支給額を計上しています。

�　睡眠貯金払戻引当金

　睡眠貯金払戻引当金は、利益計上した睡眠貯金について貯金者から

の払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく

将来の払戻損失見込額を計上しています。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以

前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借に準じた会計処理に

よっています。

　また、リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引につい

ては、原則として、通常の売買処理に係る方法に準じた会計処理によっ

ていますが、重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借に準

じた会計処理によっています。

７．消費税の会計処理の方式

　消費税の会計処理については税抜方式を採用しています。ただし、資

産に係る控除対象外消費税については、繰延消費税として「雑資産」に

計上し、法人税法の定める期間（５年間）で毎期均等償却しています。

Ⅱ．会計方針の変更
１．会計処理の変更

　『「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）』（企業会計基準

第１９号　平成２０年７月３１日）が平成２１年４月１日以後開始する事業年度

から適用されることになったことにともない、当期末から同会計基準を

適用しています。なお、従来の割引率と同一の割引率を使用することと

なったため、当期の財務諸表に与える影響はありません。

２．表示方法の変更

　平成２２年３月１７日農林水産省令第１８号「農業協同組合法施行規則の一部

を改正する省令」が、平成２１年４月１日以後開始する事業年度から適用

されること等にともない、当期から以下のとおり表示を変更しています。

�　貸借対照表関係

①　従来、「有形固定資産」の内書きで「減価償却資産」と表示して

いたものを「建物」、「機械装置」、「その他の有形固定資産」として

詳細に区分して表示しています。

②　従来の負債の部の「リース債務」を「雑負債」の内書きに区分し

て表示しています。

　また、過去勤務債務は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法により費用処理しています。数理

計算上の差異については、各期の発生時における職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生期から費用処理することとしています。

�　賞与引当金

　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する

支給見込額のうち、当期に帰属する金額を計上しています。

�　役員退任慰労引当金

　役員退任慰労引当金は、役員の退任慰労金の支給に備えて、役員退

任慰労金規程による期末要支給額を計上しています。

�　睡眠貯金払戻引当金

　睡眠貯金払戻引当金は、利益計上した睡眠貯金について貯金者から

の払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく

将来の払戻損失見込額を計上しています。

�　環境対策引当金

　環境対策引当金は、環境対策を目的とした支出に備えるため、今後

発生すると見込まれる金額を計上しています。

�　固定資産解体等引当金

　固定資産解体等引当金は、店舗解体等を目的とした支出に備えるた

め、今後発生すると見込まれる金額を計上しています。

６．リース取引の処理方法　

　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以

前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借に準じた会計処理に

よっています。

　また、リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引につい

ては、原則として、通常の売買処理に係る方法に準じた会計処理によっ

ていますが、重要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借に準

じた会計処理によっています。

７．消費税の会計処理の方式

　消費税の会計処理については税抜方式を採用しています。ただし、資

産に係る控除対象外消費税については、繰延消費税として「雑資産」に

計上し、法人税法の定める期間（５年間）で毎期均等償却しています。

Ⅱ．会計方針の変更
１．会計処理の変更

（資産除去債務に関する会計基準）

　当期から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号（平

成２０年３月３１日（企業会計基準委員会）））および「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号（平成２０年３月

３１日（企業会計基準委員会）））を適用しています。

　これにより「有形固定資産」のうち「建物」は３４，４９６千円、「減価償

却累計額」は２７，０９９千円、および「繰延税金負債」は２，３３０千円、それ

ぞれ増加し、「雑資産」のうち「差入保証金」が８０千円減少し、「雑負債」

のうち「資産除去債務」に３７，０９１千円を計上しています。

　また、事業利益および経常利益は１，８６５千円減少し、適用初年度の期

首において新たに負債として計上した資産除去債務の金額と資産に追加

計上した除去費用の金額との差額を資産除去債務会計基準の適用にとも

なう影響額として特別損失に２７，９０８千円計上した結果、税引前当期利益

は２９，７７４千円減少しています。

２．表示方法の変更

　平成２３年３月２８日農林水産省令第１０号「農業協同組合法施行規則の一部

を改正する省令」が、平成２２年４月１日以後に開始した事業年度から適用

されること等にともない、当期から以下のとおり表示を変更しています。

�　全般的事項

　貸借対照表と損益計算書における表示の基本について、当期から以

下のとおり変更しています。

①　従来、事業実施の有無等により残高表示を区分していましたが、

残高が０の勘定科目については、全て表示していません。

�　貸借対照表関係

①「雑負債」の内訳として、「資産除去債務」を追加しています。

�　損益計算書関係

①　「法人税、住民税および事業税」「法人税等調整額」の合計額とし

て「法人税等合計」を追加しています。

②　過年度に係る減価償却費および利息費用である「資産除去債務に

関する会計基準導入に係る影響額」はその金額的重要性が高いため、

区分表示しています。

Ⅲ．追加情報
１．環境対策引当金

　環境対策を目的とした支出に備えるため、今後発生すると見込まれる

金額を環境対策引当金として計上しています。

　これにより、特別損失のうち「その他の特別損失」に３，６７２千円計上

した結果、税引前当期利益は３，６７２千円減少しています。

２．固定資産解体等引当金

　店舗解体等を目的とした支出に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を固定資産解体等引当金として計上しています。

　これにより、特別損失のうち「その他の特別損失」に７，０８２千円計上

した結果、税引前当期利益は７，０８２千円減少しています。

平成２１年度 平成２２年度

経 営 資 料
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸出条

件緩和債権の額の合計額は４１，７８２千円であり、その内訳は次のとおりです。

破綻先債権　　　　　　　　　　　　―千円

延滞債権　　　　　　　　　　　４１，７８２千円

３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　―千円

貸出条件緩和債権　　　　　　　　　―千円

＊上記債権額は貸倒引当金控除前の金額です。

　なお、それぞれの定義は以下により行っています。

イ．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継

続していることその他の事由により元本または利息の取立または弁

済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）

のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホに掲げる事

由または第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権および債

務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の支払を

猶予したもの以外の貸出金をいいます。

ハ．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払が約定支払

日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金（破綻先債権および延

滞債権を除く）をいいます。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援をはか

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利になる取決めを行った貸出金（破

綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権を除く）をいいます。

２．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当期圧

縮記帳累計額は２，８３９千円であり、当期は圧縮記帳を実施していません。

なお、累計額は平成１４年度からの合計額です。

３．理事・監事に対する金銭債権の総額は、１１８，５８８千円です。

４．理事・監事に対する金銭債務はありません。

５．為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対して

定期預金７，０００，０００千円を差し入れています。

６．貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた大阪府信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金４，６００，０００

千円が含まれています。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高は３，６２８，９９０

千円です。

　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融

資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れています。また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求

するなどの与信保全上の措置等を講じています。

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１．信用事業収益の「その他経常収益」には、睡眠貯金の繰入額６，８２１千

円が含まれています。

２．特別利益の「貸倒引当金戻入益」の内訳は、信用事業１，３５２千円、信

用以外の事業７千円となっています。

Ⅴ．リース取引に関する注記
１．リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引に関する事項

�　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっています。なお、リース物件の所有権が借り手

に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は次の

とおりです。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内　　　　　　　　　　　　　　　１２，５８７千円

１年超　　　　　　　　　　　　　　　　４２，１９８千円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　５４，７８５千円

③　当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料　　　　　　　　　　　　　　５，３９３千円

減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　５，０２１千円

支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　４０４千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸出条

件緩和債権の額の合計額は３８，７２５千円であり、その内訳は次のとおりです。

破綻先債権　　　　　　　　　　　　―千円

延滞債権　　　　　　　　　　　３８，７２５千円

３ヵ月以上延滞債権　　　　　　　　―千円

貸出条件緩和債権　　　　　　　　　―千円

＊上記債権額は貸倒引当金控除前の金額です。

　なお、それぞれの定義は以下により行っています。

イ．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継

続していることその他の事由により元本または利息の取立または弁

済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）

のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホに掲げる事

由または第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権および債

務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の支払を

猶予したもの以外の貸出金をいいます。

ハ．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払が約定支払

日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金（破綻先債権および延

滞債権を除く）をいいます。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援をはか

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利になる取決めを行った貸出金（破

綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権を除く）をいいます。

２．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している当期圧

縮記帳額は２，１３９千円で、累計額は、４，９７８千円です。なお、累計額は、

平成１４年度からの合計額です。

３．理事・監事に対する金銭債権の総額は、１０６，５２５千円です。

４．理事・監事に対する金銭債務はありません。

５．為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対して

定期預金７，０００，０００千円を差し入れています。

６．貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた大阪府信用農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金４，６００，０００

千円が含まれています。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行残高は３，２２９，８６４

千円です。

　なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融

資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら

れています。また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求

するなどの与信保全上の措置等を講じています。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１．信用事業収益の「その他経常収益」には、睡眠貯金の繰入額１，９０７千

円が含まれています。

２．特別利益の「貸倒引当金戻入益」の内訳は、信用事業１０，６３１千円、信

用以外の事業３３０千円となっています。

３．購買品供給原価には、棚卸資産の収益性の低下にともなう簿価切下げ

による棚卸評価損１１千円が含まれています。

Ⅵ．リース取引に関する注記
１．リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引に関する事項

�　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっています。なお、リース物件の所有権が借り手

に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は次の

とおりです。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内　　　　　　　　　　　　　　　　１，０４３千円

１年超　　　　　　　　　　　　　　　　　　―千円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０４３千円

③　当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料　　　　　　　　　　　　　　２，４７８千円

減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　２，３２３千円

支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　６２千円

④　減価償却費相当額の算定方法

平成２１年度 平成２２年度

（単位：千円）

合 計そ の 他器具備品機械装置

６５，５８０―６５，５８０―取 得 価 額 相 当 額

１１，００８―１１，００８―減価償却累計額相当額

５４，５７２―５４，５７２―期 末 残 高 相 当 額

（単位：千円）

合 計そ の 他器具備品機械装置

１１，６１８―１１，６１８―取 得 価 額 相 当 額

１０，６３４―１０，６３４―減価償却累計額相当額

９８４―９８４―期 末 残 高 相 当 額
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Ⅰ　決算の状況

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっています。

２．リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引に関する事項

�　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

・有形固定資産

主として、電子計算機です。

②　リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

Ⅵ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　３１，１４１千円

退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　２４４，６４２千円

繰延資産（建物寄付）　　　　　　　　　　　　２９，１４８千円

賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　４，５２４千円

役員退任慰労引当金　　　　　　　　　　　　２７，３０５千円

別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　２５，５４０千円

未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　　　７，８１９千円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，３９９千円

繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　３８０，５２２千円

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　△３０，３３６千円

繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　３５０，１８６千円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　△２，５６７千円

外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　△２，７８６千円

その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　△４，３９３千円

繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　△９，７４７千円

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　３４０，４３９千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　３１．５％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　５．１％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　　△４．１％

住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５％

評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　　４．３％

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△０．６％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　３７．６％

Ⅶ．金融商品に関する注記
　当期末より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号　平成

２０年３月１０日改正）および「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第１９号　平成２０年３月１０日）を適用しています。

＜金融商品関係＞
１．金融商品の状況に関する事項

�　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員

や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を大阪府信用農業

協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券等の有価

証券による運用を行っています。

�　金融商品の内容およびそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対

する貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によ

ってもたらされる信用リスクにさらされています。また、有価証券は、

主に債券であり、満期保有目的および純投資目的（その他有価証券）

で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク

および市場価格の変動リスクにさらされています。

　借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合会

等からの借入金です。

�　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会にお

いて対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、

本所に融資審査部門を設置し各支所との連携をはかりながら、与信

審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フ

ローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など

厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引にお

いて資産の健全性の維持・向上をはかるため、資産の自己査定を厳

正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実

践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっています。

２．リース取引開始日が平成２０年４月１日以降のリース取引に関する事項

�　リース物件の所有権が借り手に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

・有形固定資産

主として、電子計算機です。

②　リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ

ています。

　

Ⅶ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　３０，３６４千円

退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　２００，５３３千円

繰延資産（建物寄付）　　　　　　　　　　　　２７，１６１千円

賞与引当金に係る未払費用　　　　　　　　　　４，４６９千円

役員退任慰労引当金　　　　　　　　　　　　３０，２１３千円

資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　１１，６８３千円

前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，０７３千円

特別期末手当　　　　　　　　　　　　　　　　３，７１１千円

別段貯金　　　　　　　　　　　　　　　　　２４，３６３千円

未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　　１２，７２２千円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，７７５千円

繰延税金資産計　　　　　　　　　　　　　　３５９，０７３千円

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　△１３８千円

繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　　　　３５８，９３５千円

（繰延税金負債）

資産除去費用の資産計上額　　　　　　　　　△２，３３０千円

固定資産圧縮積立金　　　　　　　　　　　　△２，１８４千円

外部出資　　　　　　　　　　　　　　　　　△２，７８６千円

その他有価証券評価益　　　　　　　　　　　△２，９２７千円

繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　△１０，２２８千円

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ）　　　　　　　３４８，７０７千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　３１．５％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　２．７％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　　　△２．４％

住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８％

評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　△４．３％

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△１．１％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　２７．２％

　

Ⅷ．金融商品に関する注記

＜金融商品関係＞
１．金融商品の状況に関する事項

�　金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員

や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を大阪府信用農業

協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券等の有価

証券による運用を行っています。

�　金融商品の内容およびそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対

する貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によ

ってもたらされる信用リスクを含んでいます。

　また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的および純投資目

的（その他有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リス

ク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リスクを含んでいます。

　借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合会

等からの借入金です。

�　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件または大口案件については理事会にお

いて対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、

本所に融資審査課を設置し各支所との連携をはかりながら、与信審

査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロ

ーなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳

格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引におい

て資産の健全性の維持・向上をはかるため、資産の自己査定を厳正

に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践

し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、

平成２１年度 平成２２年度

経 営 資 料
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果、貸倒引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき必要

額を計上し、資産および財務の健全化につとめています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを

的確にコントロールすることにより、収益化および財務の安定化を

はかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析な

どを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の

構築につとめています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析および当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、

経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報

交換および意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定し

た運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有

価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取

引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチ

ェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめています。

また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な

要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したう

えで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

�　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（こ

れに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定において

は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

�　金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当期末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次

のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は、次表には含めず�に記載しています。

（注）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

�　金融商品の時価の算定方法

【資産】

①　預金

貸倒引当金については「資産の償却・引当規程」に基づき必要額を

計上し、資産および財務の健全化につとめています。

②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを

的確にコントロールすることにより、収益化および財務の安定化を

はかっています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析な

どを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の

構築につとめています。

　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析および当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、

経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報

交換および意思決定を行っています。業務部は、理事会で決定した

運用方針およびＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。業務部が行った取引に

ついては総務部が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定

期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

・トレーディング目的以外の金融商品

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目

的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数

である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、

貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、

貯金および借入金です。

　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、

期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価

値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的

分析に利用しています。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当

期末現在、指標となる金利が０．２５％上昇したものと想定した

場合には、経済価値が９７，８４２千円減少するものと把握してい

ます。

　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提

としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮してい

ません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生

じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件に係

る未実行金額についても含めて計算しています。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理　

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保につとめています。

また、市場流動性リスクについては、投資判断を行ううえでの重要

な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握した

うえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

�　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（こ

れに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定において

は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

�　金融商品の貸借対照表計上額および時価等

　当期末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次

のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は、次表には含めず�に記載しています。

（注）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

�　金融商品の時価の算定方法

【資産】

①　預金

平成２１年度 平成２２年度

（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

△４５９，０４２２６２，１７３，４９２２６２，６３２，５３４預 金

有 価 証 券

―――売買目的有価証券

△２８７，７２３２５，４２９，８４０２５，７１７，５６３満期保有目的の債券

０６０１，２１０６０１，２１０その他有価証券

貸 出 金

△２１１，８６６貸 倒 引 当 金

１，７０９，７８５６３，４５８，５４０６１，７４８，７５５貸倒引当金控除後

９６３，０１９３５１，６６３，０８４３５０，７００，０６５資 産 計

△２５３，６９６３４３，３６２，９９６３４３，６１６，６９２貯 金

△２５３，６９６３４３，３６２，９９６３４３，６１６，６９２負 債 計

（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

△５８２，３３２２７９，８９０，１２３２８０，４７２，４５５預　 　 金

有 価 証 券

―――売買目的有価証券

△８５，５０８２５，１２６，１３５２５，２１１，６４３満期保有目的の債券

―４５２，４７７４５２，４７７その他有価証券

貸 出 金

△２０１，２３５貸 倒 引 当 金

１，７７７，３４６６０，４３２，１４６５８，６５４，８００貸倒引当金控除後

１，１０９，５０５３６５，９００，８８１３６４，７９１，３７６資 産 計

△１９０，６９５３５７，８５３，８５１３５８，０４４，５４６貯　 　 金

△１９０，６９５３５７，８５３，８５１３５８，０４４，５４６負 債 計
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Ⅰ　決算の状況

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、

期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Libor・スワ

ップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し

ています。

②　有価証券

　株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取

引金融機関から提示された価格によっています。また、投資信託に

ついては、公表されている基準価格によっています。

③　貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づく

区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・

スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代

わる金額として算定しています。

　なお、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等については、帳簿

価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】

①　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿

価額）を時価とみなしています。また、定期貯金については、期間

に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレ

ートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価

に代わる金額として算定しています。

�　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとお

りであり、これは�の金融商品の時価情報には含まれていません。

（注）外部出資は、時価を把握することが極めて困難であると認めら

れるため、時価開示の対象とはしていません。

�　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注）１．貸出金のうち、当座貸越６８６，８７６千円については「１年以内」

に含めています。また、期限のない劣後特約付貸出金につ

いては「５年超」に含めています。

２．貸出金のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等１，８７７

千円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

�　有利子負債の決算日後の返済予定額

（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めていま

す。

＜有価証券関係＞
１．売買目的有価証券

該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、

期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである円Libor・スワ

ップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し

ています。

②　有価証券

　株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取

引金融機関から提示された価格によっています。また、投資信託に

ついては、公表されている基準価格によっています。

③　貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づく

区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・

スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代

わる金額として算定しています。

　なお、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等については、帳簿

価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

【負債】

①　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿

価額）を時価とみなしています。また、定期貯金については、期間

に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレ

ートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価

に代わる金額として算定しています。

�　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとお

りであり、これは�の金融商品の時価情報には含まれていません。

（注）外部出資は、時価を把握することが極めて困難であると認めら

れるため、時価開示の対象とはしていません。

�　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注）１．貸出金のうち、当座貸越６１５，９１９千円については「１年以内」

に含めています。また、期限のない劣後特約付ローンにつ

いては「５年超」に含めています。

２．貸出金のうち、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等６，２５１

千円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

�　有利子負債の決算日後の返済予定額

（注）１．貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて

います。

２．貯金のうち、定期積金３０，６０１，４３４千円については含めてい

ません。

＜有価証券関係＞
１．売買目的有価証券

該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

平成２１年度 平成２２年度

経 営 資 料

（単位：千円）

貸借対照表計上額

９，０８２，１０５外 部 出 資

（単位：千円）

貸借対照表計上額

８，４４８，２７５外 部 出 資

（単位：千円）

５ 年 超４年超５年以内３年超４年以内２年超３年以内１年超２年以内１ 年 以 内

０００００２８０，４７２，４５５預 金

１９，２０４，８６８４，０４１，７５５７０，８１５１，０９６，９７６６０８，６５３６４１，０５１有 価 証 券

１９，２０４，８６８４，０００，００００１，０００，４４０５０６，３４３４９９，９９１満期保有目的の債券

０４１，７５５７０，８１５９６，５３６１０２，３０９１４１，０６０その他有価証券のうち
満 期 が あ る も の

３１，４５９，７５２２，９８３，２１３４，３８０，０７５８，９９６，６３２４，７３８，５６０６，２９１，５５０貸 出 金

５０，６６４，６２０７，０２４，９６８４，４５０，８９０１０，０９３，６０９５，３４７，２１３２８７，４０５，０５７合 計

（単位：千円）

５ 年 超４年超５年以内３年超４年以内２年超３年以内１年超２年以内１ 年 以 内

０００００２６２，６３２，５３４預 金

２３，７４７，２７８７１，１１０１，０９７，７３０６１４，４５６６４２，７３２１４５，４７２有 価 証 券

２３，７０５，５６８０１，０００，６３６５１１，４１８４９９，９４１０満期保有目的の債券

４１，７０９７１，１１０９７，０９４１０３，０３８１４２，７９０１４５，４７２その他有価証券のうち
満 期 が あ る も の

３２，９５１，２０７４，２８５，９７７８，９１０，７１２５，０９５，２０３５，５６８，３２５５，１４７，３１８貸 出 金

５６，６９８，４８５４，３５７，０８８１０，００８，４４２５，７０９，６５９６，２１１，０５７２６７，９２５，３２５合 計

（単位：千円）

５ 年 超４年超５年以内３年超４年以内２年超３年以内１年超２年以内１ 年 以 内

１０３，５９８２２０，７４３２２８，９１６２，６７２，２５４６，４６５，５００３１７，７５２，０９８貯 金

１０３，５９８２２０，７４３２２８，９１６２，６７２，２５４６，４６５，５００３１７，７５２，０９８合 計

（単位：千円）

５ 年 超４年超５年以内３年超４年以内２年超３年以内１年超２年以内１ 年 以 内

１２７，６０５２４３，９９８３４３，４６７４，７１９，９５６４，４５０，７４５３０２，９２６，９８５貯 金

１２７，６０５２４３，９９８３４３，４６７４，７１９，９５６４，４５０，７４５３０２，９２６，９８５合 計

（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類

１８，３１４１，０１８，７５５１，０００，４４０国 債

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの　

１６９，８５６４，１７６，２００４，００６，３４３社 債

１，００８５０１，０００４９９，９９１金融債

１８９，１７９５，６９５，９５５５，５０６，７７５計

△２３３，７８８１７，７６７，０００１８，０００，７８８国 債
時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

△４０，８９９１，６６３，１８０１，７０４，０７９社 債

△２７４，６８８１９，４３０，１８０１９，７０４，８６８計

△８５，５０８２５，１２６，１３５２５，２１１，６４３合 計

（単位：千円）

差 額時 価
貸借対照表
計 上 額

種 類

１９，０１３１，０１９，６５０１，０００，６３６国 債

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの　

９３，８８１４，１０５，３００４，０１１，４１８社 債

７，２０８５０７，１５０４９９，９４１金融債

１２０，１０４５，６３２，１００５，５１１，９９５計

△３２９，６２２１７，６７１，２５０１８，０００，８７２国 債
時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

△７８，２０５２，１２６，４９０２，２０４，６９５社 債

△４０７，８２８１９，７９７，７４０２０，２０５，５６８計

△２８７，７２３２５，４２９，８４０２５，７１７，５６３合 計



３．子会社および関連会社株式で時価のあるもの（売買目的有価証券を除く）

該当ありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記差額から繰延税金負債４，３９３千円を差し引いた額９，５５３千円

が、貸借対照表の「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

５．当期中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。

６．当期中に売却したその他有価証券

該当ありません。

７．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券のうち、主な

ものの内容と貸借対照表計上額

該当ありません。

８．保有目的区分を変更した有価証券

該当ありません。

Ⅷ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度

　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制

度を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一部に充てるた

め、全共連との契約による確定給付型企業年金制度を採用しています。

　なお、当組合は平成２１年９月１日より確定給付型企業年金制度へ移行

しています。

２．退職給付債務およびその内訳

ア　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△２，５５４，９１３千円

イ　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７９８，９３８千円

ウ　未積立退職給付債務　（ア＋イ）　　　　　　　△７５５，９７５千円

エ　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　　　　―千円

オ　未認識過去勤務債務（債務の減額）　　　　　　△４，８９３千円

カ　未認識数理計算上の差異（債務の減額）　　　　△１５，７７５千円

退職給付引当金（ウ＋エ＋オ＋カ）　　　　　△７７６，６４３千円

３．退職給付費用の内訳

ア　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０１，９３７千円

イ　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３，６５８千円

ウ　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　△２７，５７７千円

エ　会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　―千円

オ　過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　　△１，３９８千円

カ　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　△１７，５０６千円

キ　退職加算金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―千円

退職給付費用（ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ）　　９９，１１２千円

４．退職給付債務等の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．７０％

期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５１％

退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　期間定額基準

会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　　　　　　　―

過去勤務債務の処理年数　　　　　　　　　　　　　　３年

数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　３年

５．特例業務負担金

　法定福利費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合

制度の統合をはかるための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法

律附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付

等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計

上しています。

　なお、当事業年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金

の額は、２１，９９４千円です。

　また、翌事業年度以降において組合が負担することが見込まれる特例

業務負担金の総額は３６１，２０４千円（平成２２年３月現在における平成４４年

３月までの特例業務負担金将来見込額）です。

３．子会社および関連会社株式で時価のあるもの（売買目的有価証券を除く）

該当ありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの

　なお、上記差額から繰延税金負債２，９２７千円を差し引いた額６，３６５千円

が、貸借対照表の「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

５．当期中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。

６．当期中に売却したその他有価証券

該当ありません。

７．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券のうち、主な

ものの内容と貸借対照表計上額

該当ありません。

８．保有目的区分を変更した有価証券

該当ありません。

Ⅸ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度

　職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制

度を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一部に充てるた

め、全共連等との契約による確定給付型企業年金制度を採用しています。

２．退職給付債務およびその内訳

ア　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△２，３４０，４６５千円

イ　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７４５，８９２千円

ウ　未積立退職給付債務　（ア＋イ）　　　　　　　△５９４，５７３千円

エ　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　　　　―千円

オ　未認識過去勤務債務（債務の減額）　　　　　　△２，４４６千円

カ　未認識数理計算上の差異（債務の減額）　　　　△３９，５９３千円

退職給付引当金（ウ＋エ＋オ＋カ）　　　　　△６３６，６１４千円

３．退職給付費用の内訳

ア　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０９，２８６千円

イ　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３，００６千円

ウ　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　△２４，８２５千円

エ　会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　―千円

オ　過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　　△２，４４６千円

カ　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　△３６，２９０千円

キ　退職加算金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―千円

退職給付費用（ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ）　　８８，７３０千円

４．退職給付債務等の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．７０％

期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　　１．３８％

退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　期間定額基準

会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　　　　　　　―

過去勤務債務の処理年数　　　　　　　　　　　　　　３年

数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　３年

５．特例業務負担金

　法定福利費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合

制度の統合をはかるための農林漁業団体共済組合法等を廃止する等の法

律附則５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付

等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金を含めて計

上しています。

　なお、当事業年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金

の額は、２１，７８２千円となっています。

　また、翌事業年度以降において組合が負担することが見込まれる特例

業務負担金の総額は３４４，６６５千円（平成２３年３月現在における平成４４年

３月までの特例業務負担金将来見込額）となっています。

　

Ⅹ．資産除去債務に関する注記
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

�　当該資産除去債務の概要

　当組合は一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する義務

平成２１年度 平成２２年度
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（単位：千円）

差 額
貸借対照表
計 上 額

取得原価または
償 却 原 価

種 類

―――株 式
貸借対照表計
上額が取得原
価または償却
原価を超える
もの　　　　

９，２９２４５２，４７７４４３，１８４債 券

９，２９２４５２，４７７４４３，１８４国 債

―――そ の 他

９，２９２４５２，４７７４４３，１８４計

―――株 式貸借対照表計
上額が取得原
価または償却
原価を超えな
いもの　　　

―――債 券

―――そ の 他

―――計

９，２９２４５２，４７７４４３，１８４合 計

（単位：千円）

差 額
貸借対照表
計 上 額

取得原価または
償 却 原 価

種 類

―――株 式
貸借対照表計
上額が取得原
価または償却
原価を超える
もの　　　　

１３，９４６６０１，２１０５８７，２６４債 券

１３，９４６６０１，２１０５８７，２６４国 債

―――そ の 他

１３，９４６６０１，２１０５８７，２６４計

―――株 式貸借対照表計
上額が取得原
価または償却
原価を超えな
いもの　　　

―――債 券

―――そ の 他

―――計

１３，９４６６０１，２１０５８７，２６４合 計
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Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記
　当期より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計

基準第２０号　平成２０年１１月２８日改正）および「賃貸等不動産の時価等の開

示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２３号　平成２０

年１１月２８日）を適用しています。

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当組合では、堺市内の地域において、将来の使用が見込まれていない

遊休不動産等を所有しています。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額です。

２．当期末の時価は、固定資産税評価額を基礎として算定して

います。

Ⅹ．キャッシュ・フロー計算書に関する注記
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲については、貸借対照

表上の「現金」および「預金」のうち、「現金」および「預金」中の当

座預金、普通預金および通知預金となっています。

２．現金および現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係は以下のとおりです。

平成２１年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２５７，４２０，６３４千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２５５，０００，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　２，４２０，６３４千円

平成２２年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２６４，０２７，２０３千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２６２，３５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，６７７，２０３千円

３．重要な非資金取引

　当期に計上したファイナンス・リース取引に係る「リース資産」およ

び「リース債務」の額は、以下のとおりです。

リース資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８，２８４千円

リース債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８，９５８千円

に関し資産除去債務を計上しています。

�　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を、当該建物等の減価償却期間（主に１７年）と見積り、

割引率は当該減価償却期間に見合う利付国債の利回り（主に１．９６７％）

を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

�　当期における当該資産除去債務の総額の増減

変動の内容　　　　　　　　　　　当期における総額の増減

期首残高（注）　　　　　　　　　　　　　　　　３６，７８０千円

時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　３１０千円

期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７，０９１千円

（注）当期から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第１８号（平成２０年３月３１日（企業会計基準委員会）））お

よび「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第２１号（平成２０年３月３１日（企業会計基

準委員会）））を適用したことによる期首時点における残高

です。上記資産除去債務の負債計上およびこれに対応する

除去費用の資産計上に代えて、当該保証金等の回収が最終

的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その

うちの当期の負担に属する金額を「その他施設費」に計上

しています。なお、期首における過年度の回収が見込まれ

ない金額については特別損失により処理しています。

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

該当はありません。

　

XI．賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当組合では、堺市内の地域において、将来の使用が見込まれていない

遊休不動産等を所有しています。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額です。

２．当期末の時価は、固定資産税評価額を基礎として算定して

います。

ⅩⅡ．キャッシュ・フロー計算書に関する注記
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲については、貸借対照

表上の「現金」および「預金」のうち、「現金」および「預金」中の当

座預金、普通預金および通知預金となっています。

２．現金および現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係は以下のとおりです。

平成２２年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２６４，０２７，２０３千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２６２，３５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，６７７，２０３千円

平成２３年３月３１日

現金・預金勘定　　　　　　　　　　　　　　　　　２８１，６３０，６５８千円

当座預金、普通預金および通知預金以外の預金　　△２８０，０５０，０００千円

現金および現金同等物　　　　　　　　　　　　　　　１，５８０，６５８千円

３．重要な非資金取引

当期に計上した資産除去債務の金額は以下のとおりです。

資産除去債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７，０９１千円

平成２１年度 平成２２年度

経 営 資 料
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（単位：千円）

時 価貸借対照表計上額

１９２，６１３３１，５０１

（単位：千円）

時 価貸借対照表計上額

１９１，１５１３０，９６９



剰余金処分計算書

平成２２年度
総代会承認日
平成２３年６月２６日

平成２１年度
総代会承認日

平成２２年６月２０日
項 目

８６１，７５２６０９，０５５当 期 未 処 分 剰 余 金

８３２９６４積 立 金 取 崩 額

８３２９６４圧 縮 積 立 金

４１８，０８１２５６，９５５剰 余 金 処 分 額

２９，７０２１９，０００�　利 益 準 備 金

３５０，０００２００，０００�　任 意 積 立 金

３５０，０００２００，０００特 別 積 立 金

３８，３７９３７，９５５�　出 資 配 当 金

（３．５％）（３．５％）（出資配当率）

４４４，５０３３５３，０６４次 期 繰 越 剰 余 金

（単位：千円）
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（注）１．任意積立金のうち、一定の目的のために設定した積立金の種類、積立目的、積立目標額、積立基準、取崩

基準等は次のとおりです。

貸出債権積立金有価証券価格変動積立金施設整備積立金信用事業基盤強化積立金種 類

貸出金の強化に必要
な資金を積み立てる

有価証券運用の価格変動
リスクに対して必要な資
金を積み立てる

中長期的に予定する施
設の取得に必要な資金
を積み立てる

信用事業の改善・発展
に必要な資金を積み立
てる

積 立 目 的

期末貸出残高の１００
分の２．５

期末有価証券残高の１００
分の５を限度とする

５億円
期末貯金・定期積金残
高の１００分の１．５

積 立 目 標 額

目標額の範囲内において、当期剰余金を参酌し積み立てる積 立 基 準

貸倒損失により、当
期剰余金に重要な影
響を与える場合にそ
の損失額等の範囲内
で取り崩す

時価の著しい下落にとも
なう評価損計上（減損処
理）により、当期剰余金
に重要な影響を与える年
度に当該減損処理相当額
を取り崩す

積立目的が達成された
日の属する決算期を含
む５年の間で、当該年
度の費用相当分を参酌
のうえ、計画的に取り
崩す

信用事業の基盤に重大
な影響があるという事
実が発生した場合にそ
の減少額等の範囲内で
取り崩す

取 崩 基 準

――――２１年 度 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４３０，０００，０００円１，４００，０００，０００円２１年度積立累計額

――――２２年 度 積 立 額

６２０，０００，０００円１００，０００，０００円４３０，０００，０００円１，４００，０００，０００円２２年度積立累計額

２．次期繰越剰余金には、２１年度・２２年度とも、営農指導、生活・文化改善事業の費用、および広報誌『ＣＲＯ

Ｐ』の編集・発行費用にあてるための繰越額５０，０００，０００円が含まれています。

55



部門別損益計算書
■平成２１年度 （単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

Ⅰ　決算の状況
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経 営 資 料

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
０１６８，５７６６０３，４７０９７７，５５６３，６５３，４１９５，４０３，０２２事業収益 ①

２９，８２７２１２，４９０５０８，４０８６９，７７０１，３６７，５８６２，１８８，０８２事業直接費 ②

△２９，８２７△４３，９１３９５，０６２９０７，７８５２，２８５，８３３３，２１４，９４０
事業総利益 ③
（①－②）

７０，４０５９０，３５７１９９，５１９５６６，５８８１，８７９，０２３２，８０５，８９４事業管理費 ④

３，５８２４，５９２２４，１３７２２，３４５７６，９０５１３１，５６４（うち減価償却費） ⑤

６２，３１６７６，８３０１３６，３９７４６２，０９６１，２２３，８７７１，９６１，５１９（うち人件費） ⑤’

△７９１，２１７８，３０７１１，３１４５１，５０８１４８，９８６５７１，１０１※うち共通管理費 ⑥

△１５，５３８１６３２２２１，０１１２，９２５１１，２１５（うち減価償却費） ⑦

△３４６，５０９３，６３８４，９５５２２，５５７６５，２４７２５０，１１０（うち人件費） ⑦’

△１００，２３３△１３４，２７１△１０４，４５７３４１，１９７４０６，８０９４０９，０４５
事業利益 ⑧
（③－④）

８７３７７４，５１５４，４２３１１７，５３１１２６，９３５事業外収益 ⑨

△８，３２２８７１１９５４１１，５６７６，００７※うち共通分 ⑩

１４９１５８５２９３，６４４１１，９６３１６，４４６事業外費用 ⑪

△７，３０６７６１０４４７５１，３７５５，２７３※うち共通分 ⑫

△１００，２９５△１３４，０５３△１００，４７１３４１，９７５５１２，３７７５１９，５３４
経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

０２４０１，３５２１，３５９特別利益 ⑭

００００００※うち共通分 ⑮

３４１９９９４，７８８２，９５２１３，９８７１１１，９６３特別損失 ⑯

△５８３６８３７１０９４２１※うち共通分 ⑰

△１００，３２９△１３４，２４９△１９５，２５５３３９，０２３４９９，７４２４０８，９３０
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

△１００，３２９１，４８４６，６４１１９，０７２７３，１３０営農指導事業分配賦額 ⑲

△１３５，７３４△２０１，８９７３１９，９５０４２６，６１２４０８，９３０
営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）
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部門別損益計算書（平成２２年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　�共通管理費等
　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均
　�営農指導事業
　　�と同基準

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

計
営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

１００．００１．１３１．２４７．７６１８．０９７１．７８共通管理費等

１００．００１．２８７．９０１８．３０７２．５２営農指導事業

（参考）部門別の資産

計
共 通
資 産

営 農
指導事業

生 活
その他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

３７９，８４９８０８１２０１４５５４１８９２３７７，３４２事業別の総資産

３７９，８４９１２９１５５６０４１，０３８３７７，９２２総資産（共通資産配賦後）※

（２，００９）（１２５）（１２７）（４３３）（２９７）（１，０２４）（うち固定資産）

※共通資産の配賦は、上表「共通管理費等」配賦割合による

部門別損益計算書（平成２１年度）注記
１．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等
　�共通管理費等
　　事業区分別職員数割、事業総利益割および人件費を除いた事業管理費割の平均
　�営農指導事業
　　�と同基準

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

計
営 農
指導事業

生 活
そ の 他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

１００．００１．０５１．４３６．５１１８．８３７２．１８共通管理費等

１００．００１．４８６．６２１９．０１７２．８９営農指導事業

（参考）部門別の資産

計
共 通
資 産

営 農
指導事業

生 活
その他
事 業

農業関連
事 業

共 済
事 業

信 用
事 業

区 分

３６５，５０２８５７１２３１９６５１８９４３３６２，８６２事業別の総資産

３６５，５０２１３２２０９５７４１，１０５３６３，４８１総資産（共通資産配賦後）※

（２，０８６）（１２８）（１７１）（４１２）（３１２）（１，０６２）（うち固定資産）

※共通資産の配賦は、上表「共通管理費等」配賦割合による

（単位：千円）

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

共通管理費等営農指導事業生活その他事業農業関連事業共済事業信用事業計区 分
０１２７，６６５７８４，４８４９９５，７４５３，４３７，２５２５，３４５，１４８事業収益 ①

１９，７２９１７１，７１５６３９，７７８６４，１４２１，０２０，３８１１，９１５，７４８事業直接費 ②

△１９，７２９△４４，０４９１４４，７０６９３１，６０３２，４１６，８７０３，４２９，３９９
事業総利益 ③
（①－②）

７１，００２８５，３８３２３５，６１３５５１，０７０１，８７６，４００２，８１９，４６９事業管理費 ④

３，１０９３，７３１２０，９８５１９，１３１８０，７７１１２７，７２９（うち減価償却費） ⑤

６３，０１４７３，８３７１６７，２０４４５１，２３４１，２１９，０５６１，９７４，３４８（うち人件費） ⑤’

△７７５，１４９８，７５９９，６１１６０，１５１１４０，２２４５５６，４０２※うち共通管理費 ⑥

△１５，３３４１７３１９０１，１８９２，７７３１１，００７（うち減価償却費） ⑦

△３２８，１３３３，７０７４，０６８２５，４６３５９，３５９２３５，５３４（うち人件費） ⑦’

△９０，７３２△１２９，４３２△９０，９０７３８０，５３２５４０，４６９６０９，９２９
事業利益 ⑧
（③－④）

７８３１０４，７１１４，１０６１２４，８８７１３４，０９３事業外収益 ⑨

△６，９１１７８８５５３６１，２５０４，９６１※うち共通分 ⑩

１５９１７５１，０９５２，５５４１０，１３７１４，１２３事業外費用 ⑪

△１４，１２３１５９１７５１，０９５２，５５４１０，１３７※うち共通分 ⑫

△９０，８１４△１２９，２９７△８７，２９１３８２，０８４６５５，２１９７２９，９００
経常利益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪）

２４４４２０５６７６１２，２０９１３，１６０特別利益 ⑭

△２，１９９２４２７１７０３９７１，５７８※うち共通分 ⑮

２６３２，１８８７，６８２７，５９３２５，９１２４３，６３９特別損失 ⑯

△１８，１４６２０５２２５１，４０８３，２８２１３，０２５※うち共通分 ⑰

△９１，０５２△１３１，４４１△９４，７６８３７５，１６７６４１，５１６６９９，４２１
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

△９１，０５２１，１６５７，１９３１６，６６２６６，０３１営農指導事業分配賦額 ⑲

△１３２，６０７△１０１，９６１３５８，５０５５７５，４８５６９９，４２１
営農指導事業分配賦後 ⑳
税引前当期利益（⑱－⑲）

■平成２２年度



財務諸表の正当性等にかかる確認
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　「財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について（要請）」（平成１７年１０月１４日付金監第

２８３５号・１７経営第３９９１号）に基づく、当組合の財務諸表の適正性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する

代表者の確認書は以下のとおりです。

77
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（注）１．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

２．単体自己資本比率は、金融庁・農林水産省告示（農業協同組合法第１１条の２の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準）に定めら

れた算式で算定したものです。

　　また、平成１８年度末から、新しい自己資本比率規制（新ＢＩＳ規制）が適用されたことにともない、平成１８年３月２８日付の金融庁・農林水産省告

示第２号により上記告示が全面改正され、オペレーショナル・リスクの追加など自己資本比率の計算方法が変わっています。

３．単体自己資本比率は、平成２０年度末より平成２０年金融庁・農林水産省告示第２２号が適用されたことにともない、単体自己資本比率における基本的

項目の計算方法が変わっています。

４．信託業務の取り扱いは行っていません。

５．出資口数の単位は「口」、出資１口金額は１，０００円です。

６．職員数には、出向者、派遣職員を含みます。

最近の　5 事業年度の主要な経営指標
（単位：千円、口、人）

平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度平成１８年度項 目

５，３４５，１４８５，４０３，０２２５，７７５，００８５，５５５，６５３５，０６８，４０３経 常 収 益

３，４３７，２５２３，６５３，４１９４，０２７，７０７３，８４６，０２７３，３３４，５９５信 用 事 業 収 益

９９５，７４５９７７，５５６９５４，２４８９４８，１２４９６０，０８１共 済 事 業 収 益

７８４，４８４６０３，４７０６２８，５６６６３６，４１２６２６，４５８農業関連事業収益

１２７，６６５１６８，５７６１６４，４８５１２５，０９０１４７，２６９その他事業収益

７２９，９００５１９，５３４５２７，４４１５９９，５６１８０９，８０９経 常 利 益

５０８，６８７２５５，０３１３６３，４７５３９２，８５１９４５，３２５当 期 剰 余 金

１，１１６，２０８１，１０１，１４０１，０９０，２４５１，０７４，６１８１，０６１，４９７出 資 金

（１，１１６，２０８）（１，１０１，１４０）（１，０９０，２４５）（１，０７４，６１８）（１，０６１，４９７）（ 出 資 口 数 ）

１５，５４９，１４２１５，０６７，５６９１４，８３８，１８９１４，５０１，８２４１４，１２５，５２４純 資 産 額

３７９，８４９，５３２３６５，５０２，９５０３５９，７２６，５３６３４６，３２８，２５７３３４，１８１，６１３総 資 産 額

３５８，０４４，５４６３４３，６１６，６９２３３７，５１６，８９３３２３，８１３，３７２３１１，３８３，５３６貯 金 等 残 高

５８，８５６，０３５６１，９６０，６２２６２，３１０，７１６５９，８２５，２１９５４，２０４，０６７貸 出 金 残 高

２５，６６４，１２０２６，３１８，７７４２７，３５５，５１５２８，０６０，２０９２８，７２０，７４３有 価 証 券 残 高

３８，３７９３７，９５５３７，５３８３７，１０９３６，４２１剰 余 金 配 当 金 額

３８，３７９３７，９５５３７，５３８３７，１０９３６，４２１出 資 配 当 の 額

─────事業分量配当の額

３４３３４４３３５３２４３２２職 員 数

１８．０９％１８．３２％１８．３８％１８．５１％１９．５１％単体自己資本比率

Ⅱ　損益の状況経 営 資 料

11
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増　 　 減平成２２年度平成２１年度種　　　 類

△２１３，６３６３，３５０，７８１３，５６４，４１７資 金 運 用 収 益

△３３４，８６５７４３，２１５１，０７８，０８１資 金 調 達 費 用

１２１，２２９２，６０７，５６５２，４８６，３３６資 金 運 用 収 支

５１４４９，１８３４８，６６８役 務 取 引 等 収 益

１，１９５１３，３５０１２，１５５役 務 取 引 等 費 用

△６８０３５，８３２３６，５１３役 務 取 引 等 収 支

△３，０４５３７，２８７４０，３３２その他信用事業収益

△１２，９２１２６３，８１５２７６，７３６その他信用事業費用

９，８７５△２２６，５２８△２３６，４０３そ の 他 信 用 事 業 収 支

１３０，４２４２，４１６，８７０２，２８６，４４５信 用 事 業 粗 利 益

０．０２％０．６８％０．６６％（信用事業粗利益率）

２３，６９４９３１，６０３９０７，９０８共 済 事 業 粗 利 益

０．０１％０．１５％０．１４％（共済事業粗利益率）

７３５５３，２３９５２，５０４購 買 事 業 粗 利 益

△０．４１％９．１６％９．５７％（購買事業粗利益率）

４５，０３５８３，６５８３８，６２２販 売 事 業 粗 利 益

５．６８％１９．０２％１３．３４％（販売事業粗利益率）

２１３，７２４３，４２９，３９９３，２１５，６７５総 粗 利 益

０．０３％０．９１％０．８８％（ 総 粗 利 益 率 ）

（注）１．信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷資金運用勘定平均残高×１００
２．共済事業粗利益率＝共済事業粗利益÷長期共済保有高×１００
３．購買事業粗利益率＝購買事業粗利益÷購買取扱高×１００
４．販売事業粗利益率＝販売事業粗利益÷販売取扱高×１００
５．総粗利益率＝総粗利益÷総資産平均残高×１００

（単位：千円）

利益総括表

（注）増減額は前年度対比です。

平成２２年度増減額平成２１年度増減額項 目

△２１３，６３６△３７８，８１０受 取 利 息

△９５，６１５△２７２，８８７預 金うち

△３９，３８１△５５，５３７有 価 証 券うち

△７８，６３９△５０，３８５貸 出 金うち

△３３４，８９４△２４７，４０４支 払 利 息

△３３０，７５２△２４１，８４４貯金・定期積金うち

──譲 渡 性 貯 金うち

△４，１４２△５，５６１借 入 金うち

受取・支払利息の増減額
（単位：千円）

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価（資金調達利回り＋経費率）
２．（注）１の経費率には、信用事業の指導部費負担額を含めています。

平成２２年度平成２１年度
項　　　　目

利回り利 息平均残高利回り利 息平均残高

０．９２％３，３５０，７８１３６１，１８３，７１４１．０２％３，５６４，４１７３４９，０６０，６２６資 金 運 用 勘 定

０．７７％２，１１９，３８１２７４，１３０，７０３０．８５％２，２１４，９９７２５９，１００，３５３預 金うち

０．６７％１７２，７５０２５，７８１，５２７０．７７％２１２，１３１２７，２００，４３９有 価 証 券うち

１．７２％１，０５８，６４９６１，２７１，４８２１．８１％１，１３７，２８８６２，７５９，８３３貸 出 金うち

０．２０％７４３，２１５３５６，６７２，１８１０．３１％１，０７８，０８１３４４，３５７，１１４資 金 調 達 勘 定

０．２０％７１４，２３５３５３，３８６，９２７０．３０％１，０４４，９８７３４０，５８４，７４５貯金・定期積金うち

０．８６％２８，３２３３，２８５，２５３０．８６％３２，４６５３，７７２，３６９借 入 金うち

０．０９％０．０５％総 資 金 利 ざ や

資金運用収支の内訳
（単位：千円）
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�　貯金に関する指標

①貯金の科目別期末残高 （単位：千円）

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△３０，９９５０．０６％２４６，６５２０．０８％２７７，６４７当 座 貯 金

２，８８２，４３４２２．１７％７９，４１０，９２２２２．２７％７６，５２８，４８７普 通 貯 金

△１７７，５８４０．５２％１，８７１，３３００．５９％２，０４８，９１４貯 蓄 貯 金

１７１，９９９０．３４％１，２１８，７３８０．３０％１，０４６，７３９通 知 貯 金

５０，３９８０．１９％７１１，５９３０．１９％６６１，１９４そ の 他 の 流 動 性 貯 金

２，８９６，２５２２３．３０％８３，４５９，２３６２３．４４％８０，５６２，９８４流 動 性 貯 金 計

１１，７４９，９０１６８．０９％２４３，８０１，５１５６７．５３％２３２，０５１，６１４定 期 貯 金

△２０２，５００８．５４％３０，６０１，４３４８．９６％３０，８０３，９３４定 期 積 金

△１５，８０００．０５％１８２，３５９０．０５％１９８，１５９そ の 他 の 定 期 性 貯 金

１１，５３１，６００７６．６９％２７４，５８５，３０９７６．５５％２６３，０５３，７０８定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

１４，４２７，８５３１００．００％３５８，０４４，５４６１００．００％３４３，６１６，６９２合 計

信 用 事 業

（注）１．固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金

２．変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金

③定期貯金の金利条件別内訳残高

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

１１，７３６，０５８９９．９８％２４３，９５４，７４８９９．９８％２３２，２１８，６９０固 定 自 由 金 利 定 期

△１，８３９０．０１％２４，５２４０．０１％２６，３６３変 動 自 由 金 利 定 期

△１１７０．００％４，６０１０．００％４，７１９そ の 他 定 期 貯 金

１１，７３４，１０１１００．００％２４３，９８３，８７５１００．００％２３２，２４９，７７４合 計

②貯金の科目別平均残高

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

△８，６４８０．０４％１４９，７７３０．０４％１５８，４２１当 座 貯 金

１，８８１，１３７２２．０２％７７，８４２，９３８２２．３０％７５，９６１，８００普 通 貯 金

△２２８，０６７０．５５％１，９５７，９８６０．６４％２，１８６，０５４貯 蓄 貯 金

１７３，７９２０．０５％２００，０１８０．００％２６，２２５通 知 貯 金

△１４，０３５０．１９％６８１，６６００．２０％６９５，６９６そ の 他 の 流 動 性 貯 金

１，８０４，１７８２２．８７％８０，８３２，３７７２３．２０％７９，０２８，１９９流 動 性 貯 金 計

１０，２６２，６１３６８．３６％２４１，５９９，７５８６７．９２％２３１，３３７，１４５定 期 貯 金

７５５，０６９８．７０％３０，７６５，８００８．８１％３０，０１０，７３１定 期 積 金

△１９，６７８０．０５％１８８，９９１０．０６％２０８，６６９そ の 他 の 定 期 性 貯 金

１０，９９８，００４７７．１２％２７２，５５４，５５０７６．７９％２６１，５５６，５４５定 期 性 貯 金 計

─────譲渡性貯金その他の貯金

１２，８０２，１８２１００．００％３５３，３８６，９２７１００．００％３４０，５８４，７４５合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料

11
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�　貸出金等に関する指標

⑤債務保証の担保別内訳残高
　該当項目はありません。

⑥貸出金の使途別内訳残高

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△１，６７０，３２６８０．９１％４７，６２６，０７３７９．５６％４９，２９６，４００設 備 資 金

△１，４３３，２５６１８．７３％１１，０２７，０２４２０．１０％１２，４６０，２８０運 転 資 金

△１，００３０．３４％２０２，９３７０．３２％２０３，９４１そ の 他

△３，１０４，５８７１００．００％５８，８５６，０３５１００．００％６１，９６０，６２２合 計

（単位：千円）

④貸出金の担保別内訳残高
増 減平成２２年度平成２１年度種 類

４２，０５１７８１，８６１７３９，８０９貯 金 等

物
的
担
保

───有 価 証 券
───動 産

△３４７，７４４２，１２３，１７２２，４７０，９１６不 動 産

───そ の 他 担 保 物

△３０５，６９２２，９０５，０３４３，２１０，７２６計

△４５２，３３４３６，２６３，０２３３６，７１５，３５７農業信用基金協会保証保

証
△４５７，１０８１，８５５４５８，９６４そ の 他 保 証

△９０９，４４２３６，２６４，８７８３７，１７４，３２１計

△１，８８９，４５１１９，６８６，１２３２１，５７５，５７４信 用

△３，１０４，５８７５８，８５６，０３５６１，９６０，６２２合 計

（単位：千円）

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△７２８，９６２６８．６０％４０，３７７，３２３６６．３４％４１，１０６，２８５固 定 金 利 貸 出

△２，３０４，６６７３０．３４％１７，８６２，７９３３２．５４％２０，１６７，４６０変 動 金 利 貸 出

△７０，９５７１．０４％６１５，９１９１．１０％６８６，８７６そ の 他 の 貸 出

△３，１０４，５８７１００．００％５８，８５６，０３５１００．００％６１，９６０，６２２合 計

③貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：千円）

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比平均残高構成比平均残高

△１，６１１０．０２％１６，５８４０．０２％１８，１９６手 形 貸 付

△１，４２４，７２２９１．３１％５５，９４７，１４１９１．４１％５７，３７１，８６４証 書 貸 付
△５４，０００１．０４％６３８，５６３１．１０％６９２，５６４当 座 貸 越
△８，０１５０．１１％６９，１９２０．１２％７７，２０７制 度 資 金 貸 付

０７．５０％４，６００，０００７．３２％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

△１，４８８，３５１１００．００％６１，２７１，４８２１００．００％６２，７５９，８３４合 計

②貸出金の科目別平均残高 （単位：千円）

①貸出金の科目別期末残高

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

７，００００．０３％１８，００００．０１％１１，０００手 形 貸 付

△３，０３０，８３８９０．９９％５３，５５８，１７１９１．３３％５６，５８９，０１０証 書 貸 付
△７０，９５７１．０４％６１５，９１９１．１０％６８６，８７６当 座 貸 越
△９，７９１０．１０％６３，９４４０．１１％７３，７３５制 度 資 金 貸 付

０７．８１％４，６００，０００７．４２％４，６００，０００金 融 機 関 貸 付

△３，１０４，５８７１００．００％５８，８５６，０３５１００．００％６１，９６０，６２２合 計

（単位：千円）
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（注）１．土地開発公社向け貸出金は不動産業に含めています。

２．業種区分は総務省の日本標準産業分類に基づいています。

⑦貸出金の業種別残高

増 減
平成２２年度平成２１年度

種 類
構成比残 高構成比残 高

△７，２９４０．３２％１９２，９１３０．３２％２００，２０８製 造 業

△１１１，９７０２．３９％１，４１０，８２３２．４５％１，５２２，７９４農 業

─────林 業

─────漁 業

△４０．００％４９００．００％４９５鉱 業

△２２，８０３０．４８％２８６，４０３０．４９％３０９，２０６建 設 業

△１，４６８０．０３％２１，６６８０．０３％２３，１３７電気・ガス・熱供給・水道業

─────情 報 通 信 業

２１，４６１０．１８％１１１，４９２０．１４％９０，０３１運 輸 業

△１５，５９７０．３１％１８５，７３９０．３２％２０１，３３７卸 売 ・ 小 売 業

△１，７７９７．８５％４，６２０，６２９７．４６％４，６２２，４０９金 融 ・ 保 険 業

△１，１６１，９２０１７．２６％１０，１６１，４８９１８．２７％１１，３２３，４０９不 動 産 業

△５０，４２３１．１６％６８４，６４４１．１８％７３５，０６８各 種 サ ー ビ ス 業

△１，８８９，４５１２５．６３％１５，０８６，１２３２７．３９％１６，９７５，５７４地 方 公 共 団 体

１３６，６６５４４．３３％２６，０９３，６１５４１．８９％２５，９５６，９４９個人（住宅・消費・納税資金等）

△３，１０４，５８７１００．００％５８，８５６，０３５１００．００％６１，９６０，６２２合 計

（単位：千円）

（単位：千円）

増 減平成２２年度平成２１年度種 類

△４８，９８０３０８，９０８３５７，８８９プ ロ パ ー 資 金

△５，１１６６，９１１１２，０２７農 業 制 度 資 金

△５，１１６６，９１１１２，０２７う ち 農 業 制 度 資 金

───う ち そ の 他 制 度 資 金

△５４，０９７３１５，８１９３６９，９１６合 計

（注）１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで信連が低利で融資するもの、

③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

●資金種類別

（単位：千円）

増 減平成２２年度平成２１年度種 類

△８，４０９６５，１７５７３，５８５穀 作

△１３，２２６４１，３３４５４，５６１野 菜 ・ 園 芸

───果 樹 ・ 樹 園 農 業

───工 芸 作 物

△１，９１３２６，７４４２８，６５７養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農

───養 鶏 ・ 養 卵

───養 蚕

△３０，５４７１８２，５６４２１３，１１２そ の 他 農 業

───農 業 関 連 団 体 等

△５４，０９７３１５，８１９３６９，９１６合 計

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関連

する事業に必要な資金等が該当します。

　　なお、前掲⑦の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。

３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が該当します。

⑧主要な農業関係の貸出金残高
●営農類型別

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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⑨リスク管理債権の状況
増 減平成２２年度平成２１年度区 分

─── 破 綻 先 債 権 額 �

△３，０５６３８，７２５４１，７８２ 延 滞 債 権 額 �

─── ３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 �

─── 貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 �

△３，０５６３８，７２５４１，７８２合　　計　　　　　（�＝�＋�＋�＋�）

△３，０５６３８，７２５４１，７８２ う ち 担 保 保 証 付 債 権 額 �

０００担保保証付控除後債権額　　（�＝�－�）

０００ 個 別 貸 倒 引 当 金 勘 定 残 高 �

０００差　引　額　　　　　（	＝�－�）

（注）１．破綻先債権
　　　　　元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収

利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税施行令第９６条第１項第３号
のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

　　　２．延滞債権
　　　　　未収利息不計上貸出金であって、注１に掲げるものおよび債務者の経営再建または支援をはかることを目的として利息の支払を猶予したもの以外

のものをいいます。
　　　３．３ヵ月以上延滞債権
　　　　　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（注１、注２に掲げるものを除く）をいいます。
　　　４．貸出条件緩和債権
　　　　　債務者の経営再建または支援をはかることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金（注１、注２および注３に掲げるものを除く）をいいます。
　　　５．担保保証付債権額
　　　　　リスク管理債権額のうち、貯金・定期積金、有価証券（上場公社債、上場株式）および確実な不動産担保付の貸出金残高ならびに農業信用基金協

会等公的保証機関等による保証付の貸出金についての当該担保・保証相当額をいいます。
　　　６．担保保証付控除後債権額
　　　　　リスク管理債権額合計額から、担保保証付債権額を控除した貸出金残高をいいます。

（単位：千円）

　該当する取引はありません。

⑪元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

●金融再生法開示債権の保全状況
平成２２年度平成２１年度区 分

３８，７２５４１，７８２ 金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計 �

３８，７２５４１，７８２ 保 全 額 合 計 �

──う ち 貸 倒 引 当 金

３８，７２５４１，７８２う ち 担 保 保 証 等

１００．００％１００．００％保 全 率 �／�

（注）貸倒引当金は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いた金額を記載しています。

（単位：千円）

　本表記載の資産査定額は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、貸借対照表の貸出金、貸付有価証
券、債務保証見返、信用未収利息および信用仮払金の各勘定について、債務者の財政状態および経営成績等を基礎として、以下のとおり区分しています。
　なお、当組合は同法の対象とはなっていませんが、参考として、同法の定める基準に従い資産査定額を平成１５年度より記載しています。
（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
２．危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取ができない
可能性の高い債権をいいます。

３．要管理債権
自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいい
ます。

４．正常債権
債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「要管理債権」
以外の債権をいいます。

⑩金融再生法開示債権の状況
●金融再生法に基づく資産査定額

平成２２年度平成２１年度区 分

──破産更生債権およびこれらに準ずる債権

３８，７２５４１，７８２危 険 債 権

──要 管 理 債 権

３８，７２５４１，７８２合 計

５８，８５９，１８６６１，９６４，１００正 常 債 権

（単位：千円）
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⑬貸出金償却等の額
　該当項目はありません。

●破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債

務者

●実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していない

ものの、深刻な経営難の状態にあり、再建の見通し

がない状況にあると認められるなど実質的に経営破

綻に陥っている債務者

●破綻懸念先
　現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態

にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく、

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者（金融機関等の支援継続中の債務者を含む）

●要管理先
　要注意先の債務者のうち当該債務者の債権の全部

または一部が次に掲げる債権に該当する債務者

�　３ヵ月以上延滞債権

　元金または利息の支払いが、約定支払日の翌日を

起算日として３ヵ月以上延滞している貸出債権

�　貸出条件緩和債権

　経済的困難に陥った債務者の再建または支援をは

かり、当該債権の回収を促進すること等を目的に、

債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定

等を行った貸出債権

●その他の要注意先
　要管理先以外の要注意先に属する債務者

●正常先
　業況が良好であり、かつ、財務内容につき特段の

問題がないと認められる債務者

＜参考＞開示債権と自己査定の相関図

●破産更生債権およびこれらに準ずる債権
　破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破

綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに

準ずる債権

●危険債権
　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財

政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権

の元本の回収および利息の受け取りができない可能

性の高い債権

●要管理債権
　自己査定において要注意先に区分された債務者に

対する債権のうち、「３ヵ月以上延滞債権」および

「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金

●正常債権
　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がな

い債権であり、「破産更生債権およびこれらに準ず

る債権」、「危険債権」および「要管理債権」以外の

債権

●破綻先債権
　元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続し

ていることその他の事由により元本または利息の取

り立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）の

うち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事

由が生じているものをいう。

●延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権に掲

げるものおよび債務者の経営再建または支援をはか

ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以

外のものをいう。

●３ヵ月以上延滞債権
　元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から

３ヵ月以上延滞している貸出金（破綻先債権、延滞

債権に掲げるものを除く）をいう。

●貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建または支援をはかることを目的

として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決

めを行った貸出金（破綻先債権、延滞債権および３ヵ

月以上延滞債権に掲げるものを除く）をいう。

対
象
債
権

＜ 自 己 査 定 債 務 者 区 分 ＞ ＜ 金 融 再 生 法 債 権 区 分 ＞ ＜ リ ス ク 管 理 債 権 区 分 ＞

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

破綻先

実質破綻先

破綻懸念先

要管理先要
注
意
先

その他の要注意先

正常先

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

信用事業
以外の
与信

信用事業総与信

その他の
債権

貸出金

破綻先債権

延滞債権

３ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

�
�
�
�
�

破産更生債権およびこれらに
準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料

⑫貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

期 末 残 高
期 中 減 少 額

期中増加額期 首 残 高区 分
そ の 他目 的 使 用

２１４，７２９２１５，９６６─２１４，７２９２１５，９６６一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

２１ ─────個 別 貸 倒 引 当 金

２１４，７２９２１５，９６６─２１４，７２９２１５，９６６合 計

２０３，７６８２１４，７２９─２０３，７６８２１４，７２９一 般 貸 倒 引 当 金平
成　

年
度

２２ ─────個 別 貸 倒 引 当 金

２０３，７６８２１４，７２９─２０３，７６８２１４，７２９合 計

（注）その他の金額は洗い替えによる取崩額です。

（単位：千円）
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�　為替業務等取扱実績

①内国為替取扱実績 （単位：件、千円）

平成２２年度平成２１年度

種 類 被 仕 向仕 向被 仕 向仕 向

金 額件 数金 額件 数金 額件 数金 額件 数

９８，１２３，００５２２７，０２６７０，８５６，６５９４０，４６９９０，９７３，０１３２１６，６４５７８，５９２，８９４４３，９４１送金・振込為替

６５，７００５８８３，９４７２０６２，０５６８２２９，５９１１３代 金 取 立 為 替

５１７，９３０７３６４１９，５５９１，４４０４８１，５８７８９４４３７，７７９１，６３６雑 為 替

９８，７０６，６３６２２７，８２０７１，３６０，１６５４１，９２９９１，５１６，６５７２１７，６２１７９，０６０，２６６４５，５９０合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成２１年度および平成２２年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②公共債の引受額・公共債窓販実績 （単位：千円）

引 受 実 績窓 口 販 売 実 績
種 類

平成２２年度平成２１年度平成２２年度平成２１年度

──７，５００１５，０００国 債

③オフバランス取引の状況
　該当項目はありません。

�　有価証券に関する指標

①有価証券の種類別平均残高 （単位：千円）

増 減平成２２年度平成２１年度種 類

△１２４，７７８１９，５４６，３１０１９，６７１，０８８国 債

───地 方 債
───政 府 保 証 債
５０４９９，９４１４９９，８９１金 融 債
───短 期 社 債

△１，２９４，１８４５，７３５，２７６７，０２９，４６０社 債
───株 式
───受 益 証 券

───投 資 証 券

△１，４１８，９１１２５，７８１，５２７２７，２００，４３９合 計

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしていますが、平成２１年度および平成２２年度ともに貸付有価証券の残高はありません。

②商品有価証券の種類別平均残高
　該当項目はありません。

③有価証券の残存期間別残高 （単位：千円）

合 計
期間の定め
のないもの

１０年超
７年超
１０年以内

５年超
７年以内

３年超
５年以内

１年超
３年以内

１年以内種 類年
度

１９，６０２，７１９─２，０００，８７１６，５００，０００１０，０４１，７０８６６８，８４０２４５，８２９１４５，４７１国 債

平
成　

年
度

２１

────────地 方 債

────────政府保証債

４９９，９４１─────４９９，９４１─金 融 債

────────短 期 社 債

６，２１６，１１３─５００，０００１，７０４，６９６３，０００，０００５００，０００５１１，４１８─社 債

────────株 式

────────受 益 証 券
────────投 資 証 券

１９，４５３，７０６──６，５００，７８８８，０００，０００４，１１２，５７１６９９，２８６１４１，０６０国 債

平
成　

年
度

２２

────────地 方 債

────────政府保証債

４９９，９９１──────４９９，９９１金 融 債

────────短 期 社 債

５，７１０，４２２─５００，０００─４，２０４，０７９─１，００６，３４３─社 債

────────株 式

────────受 益 証 券
────────投 資 証 券
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�　有価証券等の時価情報等

平成２２年度平成２１年度

区 分 評 価 損 益
Ｄ－Ｃ

時 価
Ｄ

取 得 価 額
Ｃ

評 価 損 益
Ｂ－Ａ

時 価
Ｂ

取 得 価 額
Ａ

──────売 買 目 的

△８５，５０８２５，１２６，１３５２５，２１１，６４３△２８７，７２３２５，４２９，８４０２５，７１７，５６３満期保有目的

９，２９２４５２，４７７４４３，１８４１３，９４６６０１，２１０５８７，２６４そ の 他 保 有

△７６，２１５２５，５７８，６１２２５，６５４，８２８△２７３，７７７２６，０３１，０５０２６，３０４，８２７合 計

（注）１．本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上しています。

２．満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。

３．その他有価証券については、時価を貸借対照表価額として計上しています。

①有価証券の時価情報等 （単位：千円）

②金銭の信託の時価情報等
　該当項目はありません。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引
　該当項目はありません。

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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共済事業取扱実績

�　長期共済新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

１０４，９４０，４５５７，７３０，０５５１０１，８９０，５５４４，６１２，０８７終 身 共 済

生

命

総

合

共

済

１２０，０００─１２０，０００１００，０００定 期 生 命 共 済
１２０，８２４，４０７１１，０００，８２１１２３，５４３，９１０９，４２４，４３５養 老 生 命 共 済
２８，９８９，５００２，２９４，０００２７，６０６，７００２，７５４，５００う ち こ ど も 共 済
４，２６５，６００２３，０００４，６０１，５００１，２３１，０００医 療 共 済
５４４，０００５，０００５５８，０００５１，５００が ん 共 済

１，０８８，７００─１，２０５，６００３１５，９００定 期 医 療 共 済

──３，０６９，４７２５０５，３９１年 金 開 始 前年
金
共
済

──２，９７５，７１６─年 金 開 始 後

──６，０４５，１８８５０５，３９１年 金 合 計

９０，０００───年 金 共 済

４１２，０９０，３０９３３，６８７，４５０４０９，３２１，４２３３８，０４４，１００建 物 更 生 共 済

６４３，９６３，４７１５２，４４６，３２７６４１，３６０，９８８５３，７７９，０２３合 計

＜平成２１年度分＞
（注）１．金額は保障金額（年金共済は年金年額、（利率変動型年金は最低保証年金額）、がん共済はがん死亡共済金額、定期医療共済は死亡給付金額。医療

共済については死亡給付金額を含む）です。

２．合計の金額には年金共済の年金年額を除き、年金共済に付加された定期特約金額を含んでいます。

＜平成２２年度分＞
（注）金額は保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済・定期医療共済は死亡給付金額（付加された定期特約金額等を含む）、年金共済は付加され

た定期特約金額）です。

　＜前提＞共済事業取扱実績の内容については、平成２２年度分を医療系共済と年金共済を独立した表とするなど変更を実

施しております。そのため、平成２２年度実績のみの開示となっているものがあります。また、平成２１年度分については、

平成２１年度のディスクロージャー誌と同内容で開示しています。

�　短期共済新契約高 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
種 類

掛 金金 額掛 金金 額

２０，９８４２４，０８５，９３０２３，３５６２５，０８１，０３０火 災 共 済

３３０，０１０─３３６，７６４─自 動 車 共 済
９０３１３，７０９，０００９５８１１，５７９，５００傷 害 共 済
５５５─５５８─賠 償 責 任 共 済

４０，４５９─４２，２４３─自 賠 責 共 済

３９２，９１３３７，７９４，９３０４０３，８８１３６，６６０，５３０合 計

（注）金額は保障金額です。
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�　医療系共済の入院共済金額新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

５，３７４３，６０７──医 療 共 済

５，４４０５０──が ん 共 済

９，０４１２０──定 期 医 療 共 済

１９，８５５３，６７７──合 計

（注）１．金額は入院共済金額です。

２．当該項目は、平成２２年度から新たに開示しているため、「平成２１年度」については、「─」表示としています。

�　年金共済の年金新契約高・保有高 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
種 類

年度末保有高新 契 約 高年度末保有高新 契 約 高

２，９９１，１２９４５０，５８６──年 金 開 始 前

３，１５２，９７５───年 金 開 始 後

６，１４４，１０５４５０，５８６──合 計

（注）１．金額は年金年額（利率変動型年金にあっては最低保証年金額）です。

２．当該項目は、平成２２年度から新たに開示しているため、「平成２１年度」については、「─」表示としています。
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購買事業取扱実績
（単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
種 類

手 数 料供 給 高手 数 料供 給 高

１１７８８１１５４１，１３３飼 料
生

産

資

材

１２，１３９１０６，２２２１２，３８７１１３，３６９肥 料
６，８２９６８，８６２７，０１０６７，９８８農 薬
２，６５７２１，５０９２，６０８２０，９１５保 温 資 材
８７２８，２４６８６９８，３９６包 装 資 材
４，１０３１４８，３９７４，３４１１３９，３８９農 業 機 械
３２４６６２５２６６石 油 類
１２５１４１自 動 車

７，５２７９２，７０５４，８３４５９，５５６建 築 資 材
４，１２０２３，８２５４，２０９２６，４６８そ の 他

３８，４０１４７１，１４２３６，４４３４３７，５２５計

４，７２６３２，１７８５，３６１３６，１１７食 糧 米食
料
品

生

活

物

資

５２１７，９４９６７２９，９６２生 鮮 食 品

１，８８７１０，５５４１，８７４１０，６５６一 般 食 品

８９８２７９５８８０衣 料 品

３，１９１３４，１３６３，３９６４０，３２３耐 久 消 費 財
１，８６４２４，６６３２，２０６４３，３６３日用保健雑貨用品
２１８４２３そ の 他

１２，２８３１１０，３２９１３，６１０１４１，３２７計

５０，６８５５８１，４７１５０，０５４５７８，８５２合 計

（単位：千円）

平成２２年度平成２１年度項 目

３２，１０７─水 稲 育 苗 代 金収

益
２４，５０９─請 負 代 金

５６，６１６─計

１６，６５３─水 稲 育 苗 費 用費

用
２１，５１４─請 負 費 用

３８，１６８─計

１８，４４８─利 用 事 業 利 益

利 用 事 業

（注）当該項目は、平成２２年度から新たに開示しているため、「平成２１年度」については、「─」表示としています。

販売事業取扱実績
（単位：千円）

手 数 料販 売 高
種 類

受 託買 取受 託買 取

２６，４２４２２，４９７１７５，２６５１１４，２７２農 産 物 直 売 所 等
　

年
度

２１

２６，４２４２２，４９７１７５，２６５１１４，２７２合 計

３６，８８０３６，１４７２４７，４５４１９２，２８８農 産 物 直 売 所 等
　

年
度

２２

３６，８８０３６，１４７２４７，４５４１９２，２８８合 計

（単位：千円）

平成２２年度平成２１年度項 目

５，９３１２，０６５指 導 補 助 金
収

益

１０，６６０１０，８０９実 費 収 入

３５６３５６受 入 事 務 委 託 料

１６，９４８１３，２３１計

２１，３３８３１，４４０営 農 改 善 費
費

用

１６，５４５１７，０１２生 活 改 善 費

５３，４８４５４，３３３教 育 情 報 費

９１，３６８１０２，７８６計

△７４，４１９△８９，５５５収 支 差 額

指 導 事 業

Ⅲ　事業の概要経 営 資 料
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利 益 率

増 減平成２２年度平成２１年度項 目

０．０５％０．１９％０．１４％総 資 産 経 常 利 益 率

１．３５％４．８５％３．５０％資 本 経 常 利 益 率

０．０６％０．１３％０．０７％総 資 産 当 期 純 利 益 率

１．６６％３．３８％１．７２％資 本 当 期 純 利 益 率

貯貸率・貯証率

増 減平成２２年度平成２１年度区 分

△１．６０％１６．４３％１８．０３％期 末
貯 貸 率

△１．０９％１７．３３％１８．４２％期 中 平 均

△０．４９％７．１６％７．６５％期 末
貯 証 率

△０．６９％７．２９％７．９８％期 中 平 均

（注）１．総資産経常（当期純）利益率　＝　 　×１００

２．資本経常（当期純）利益率　　＝　 　×１００

経常（当期純）利益

総資産（除く債務保証見返り）平均残高

経常（当期純）利益

純資産勘定平均残高

（注）１．貯貸率（期末）　　　＝　 　×１００

２．貯貸率（期中平均）　＝　 　×１００

３．貯証率（期末）　　　＝　 　×１００

４．貯証率（期中平均）　＝　 　×１００

貸出金残高

貯金残高

貸出金平均残高

貯金平均残高

有価証券残高

貯金残高

有価証券平均残高

貯金平均残高

disclosure 2011　◆　53

11

22

Ⅳ　経営指標経 営 資 料
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○農業協同組合法施行規則（平成１３年農林水産省令第１４８号）第２０４条の規定に基づき、農業協同組合等の自己資本の充実

の状況等についての開示事項（平成１９年３月２３日付　金融庁・農林水産省告示第４号　バーゼルⅡ第３の柱）として開

示しています。

○「定性的な開示事項」の前年度（平成２１年度）の記載については、以下（平成２２年度）と同内容のため、記載を省略し

ています。

《定性的な開示事項》

◇自己資本比率の状況

　当組合では、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経

営の重要課題として取り組んでいます。内部留保につとめるとともに、不良債権処理および業務の効率化等に取り組

んだ結果、平成２３年３月末における自己資本比率は、１８．０９％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当組合の自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　　　○　普通出資による資本調達額　　１，１１６百万円（前年度１，１０１百万円）

　当組合は、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当組合が

抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理およびこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持をはか

るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実につとめています。

　2 ．信用リスクに関する事項
　当組合では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。

また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依

頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（JCR）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（S&P）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

　1 ．自己資本比率の状況等

　バーゼルⅡ（新BIS規制）とは、前身であるバーゼルⅠに対して、より高度なリスク計算手法を取り入れた金融

機関の自己資本比率に関する国際的な統一基準です。スイスの国際決済銀行（BIS）に事務局を置くバーゼル銀行

監督委員会により導入され、わが国でも、平成１９年３月末決算からＪＡグループをはじめ全金融機関に対して適用

されています。

　バーゼルⅡでは、自己資本比率（国際統一基準８％以上、ＪＡ等国内金融機関は４％以上）の算出にあたり、分

母となる信用リスク等の評価方法をより 精  緻 化（第１の柱）するとともに、自己管理を前提とした統合的なリスク
せい  ち

管理状況に対する監督当局の検証（第２の柱）と、適切な情報開示により利用者からのチェック機能を働かせるこ

と（第３の柱）で、各金融機関の経営健全化と金融システム全体の維持をはかることが目的とされています。

バーゼルⅡ（新BIS規制）とは

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料
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（イ）リスク・ウエイトの判定にあたり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・スコアは、主に以下

のとおりです。

カントリーリスク・スコア適 格 格 付 機 関エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

日本貿易保険金融機関向けエクスポージャー

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（長期）

R&I, Moody's, JCR, S&P, Fitch法人等向けエクスポージャー（短期）

（注）「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポージャ

ーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウエイトに代えて、

担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

　当組合では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」に定めています。信用リスク削減手法として、「適格

金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手のため

に第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当組合では、適格金融資産担保取引に

ついて信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、わが国の地方公共団体、

地方公共団体金融機構、わが国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関また

は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付がＡ－またはＡ３以上の格付を付与しているものを適格保証

人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代え

て、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にか

かわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手

との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自組合貯金が

継続されないリスクが監視および管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視および管理されて

いること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適

用後のエクスポージャー額としています。

　担保に関する評価および管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認および評価の見直しを行っています。

なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。

　4 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針および手続の概要

　該当ありません。

　5 ．証券化エクスポージャーに関する事項
　該当ありません。

　3 ．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要
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　7 ．出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続の概要
　「出資等」とは、主に貸借対照表上の外部出資勘定の外部出資として計上されているものをいい、当組合においては、

系統および系統外出資が該当します。

　系統出資先については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた連合会

等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

　なお、これらの評価等については、取得原価を記載し、 毀  損 の状況に応じて引当金（外部出資等損失引当金）の計上
き そん

や直接償却（外部出資等償却）を実施することとしています。また、評価等重要な会計方針の変更などがあれば、注記

表にその旨記載することとしています。

　8 ．金利リスクに関する事項
　金利リスクとは、金利変動にともない損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在するな

かで金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　当組合では、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の管理・報

告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールにつとめています。具

体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。

・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額（低下額）を金利リスク量と

して四半期ごとに算出しています。

・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出される要求払貯金の

うち、引き出されることなく長期間当組合に滞留する貯金をコア貯金と定義し、①過去５年の最低残高、②過去５

年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の５０％相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年

の期間に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リスク量を算定しています。

・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定しています。

　算出した金利リスク量は、四半期ごとにＡＬＭ委員会および理事会に報告して承認を得ています。また、これらの情

報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。

　6 ．オペレーショナル・リスクに関する事項
◇リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であることまたは外

生的な事象により損失を被るリスクをいいます。

　当組合では、オペレーショナル・リスクを、事務リスクとシステムリスクの二つに分けて管理しています。各リス

クの管理方針等については、８ページをご覧下さい。

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当組合では、自己資本比率の算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、「基礎的手法」を採

用しています。

　「基礎的手法」とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・リスク相当額を算出するための一手法であ

り、１年間の粗利益の１５％の直近３年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とするものです。

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料
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《定量的な開示事項》

　1 ．自己資本の構成に関する事項
（単位：千円）

（注）１．本表記載の数値等は、金融庁・農林水産省告示（農業協同組合法第１１条の２の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準）に定めら

れた算式で、平成２１年度末は実績値であり、平成２２年度末（当期末）は前記貸借対照表、損益計算書および剰余金処分案に基づき算定したものです。

２．当組合は、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレ

ーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

３．平成２０年度末より平成２０年金融庁・農林水産省告示第２２号（上記（注）１の告示の特例）が適用されたことにともない、平成２１年度および平成２２年

度ともにその他有価証券の評価損を勘案せずに基本的項目を計算することとされましたが、当組合においては、当該告示の特例による基本的項目

への影響はありません。

４．当組合が有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

平成２２年度平成２１年度項 目

１，１１６，２０８　
（─）

１，１０１，１４０　
（─）

出 資 金
（ う ち 後 配 出 資 金 ）

基本的項目
（Tier1）

──回 転 出 資 金

──再 評 価 積 立 金

２２，２４９２２，２４９資 本 準 備 金

２，２３２，４１６２，２０２，７１３利 益 準 備 金

１１，６９５，０４８１１，３４５，８８１任 意 積 立 金

４４４，５０３３５３，０６４次 期 繰 越 剰 余 金

△６，０２８△４，９８７処 分 未 済 持 分

──そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損

──営 業 権 相 当 額

──企業結合により計上される無形固定資産相当額

──証券化取引により増加した自己資本に相当する額

１５，５０４，３９７１５，０２０，０６１計　　　　　　　　　　　　　�

──土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（Tier2）

２０３，７６８２１４，７２９一 般 貸 倒 引 当 金

──負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

──負 債 性 資 本 調 達 手 段

──期 限 付 劣 後 債 務

──補 完 的 項 目 不 算 入 額

２０３，７６８２１４，７２９計　　　　　　　　　　　　　�

１５，７０８，１６５１５，２３４，７９１自　己　資　本　総　額　　　　　　　�＝�＋�

──他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控 除 項 目

──負債性資本調達手段およびこれに準ずるもの

──期限付劣後債務およびこれに準ずるもの

──
非同時決済取引に係る控除額および信用リスク削減手法として用
いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額

──
基本的項目からの控除分を除く自己資本控除とされる証券化エ
クスポージャーおよび信用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス

──控 除 項 目 不 算 入 額

──計　　　　　　　　　　　　　�

１５，７０８，１６５１５，２３４，７９１自 己 資 本 額　　　　　　　�＝�－�

８０，１９７，３３２７６，５４２，３２７資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目　�

リ ス ク ・
アセット等

──オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目　�

６，６２２，３６１６，５９０，１０７オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額　�

８６，８１９，６９４８３，１３２，４３４計（�＋�＋�）　　　　　　　　　　	

１７．８５％１８．０６％基本的項目（Tier1）比率　　　　　　＝�／	×１００

１８．０９％１８．３２％自　己　資　本　比　率　　　　　　＝�／	×１００
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　2 ．自己資本の充実度に関する事項
（単位：千円）

平成２２年度平成２１年度

項 目 所 要
自己資本額

リ ス ク ・
ア セ ッ ト

所 要
自己資本額

リ ス ク ・
ア セ ッ ト

３，２０７，８９３８０，１９７，３３２３，０６１，６９１７６，５４２，３２７イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額合計

────
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとの
エクスポージャー

────ａ　わが国の中央政府および中央銀行向け

────ｂ　わが国の地方公共団体向け

──４，８２３１２０，５８０
地方公共団体金融機構およびわが国の政府
関係機関向け

────ｃ１　地方公共団体金融機構

４，８２０１２０，５００──ｃ２　わが国の政府関係機関向け

────ｄ　地方三公社向け

２，４７４，５９４６１，８６４，８５４２，３３５，９４１５８，３９８，５４２ｅ　金融機関および第一種金融商品取引業者向け

６０，１８５１，５０４，６３１６０，２４５１，５０６，１２９ｆ　法人等向け

８，６５４２１６，３５０９，４８９２３７，２４７ｇ　中小企業等向けおよび個人向け

８，７０５２１７，６４０１０，３８９２５９，７４４ｈ　抵当権付住宅ローン

４１，２４７１，０３１，１９５４９，６１１１，２４０，２７８ｉ　不動産取得等事業向け

────ｊ　３ヵ月以上延滞等

１４２，５７０３，５６４，２６６１４４，５８６３，６１４，６７３ｋ　信用保証協会等

────ｌ　共済約款貸付

３６３，２８４９，０８２，１０５３３７，９３１８，４４８，２７５ｍ　出資等

１０３，８３１２，５９５，７８９１０８，６７４２，７１６，８２４ｎ　その他

────②証券化エクスポージャー

２６４，８９４６，６２２，３６１２６３，６０４６，５９０，１０７ロ．オペレーショナル・リスク

３，４７２，７８７８６，８１９，６９４３，３２５，２９７８３，１３２，４３４ハ．総所要自己資本額　　　　　　　　　　　（イ＋ロ）

（注）１．所要自己資本額＝リスク・アセット×４％

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。

４．「その他」には、現金・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれています。

５．「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある２以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部

を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６．オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、当組合では基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　　　 　÷８％

７．総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

ｃ

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料
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　3 ．信用リスクに関する事項
（単位：千円）①信用リスクに関するエクスポージャーおよび３ヵ月以上延滞エクスポージャーの期末残高

平成２２年度平成２１年度

項 目
３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

３ヵ月
以上延
滞エク
スポー
ジャー

信用リスク
エクスポー
ジャー期末
残高

う ち 債 券うち貸出金う ち 債 券うち貸出金

──１８，３７９１８，３７９──２０，０００２０，０００農 業

法

人

────────林 業

────────水 産 業

────────製 造 業

────────鉱 業

──１８，５００１８，５００──４４９，７９０４４９，７９０建設・不動産業

────────
電気・ガス・
熱供給・水道業

─１，２０５，００８─１，２０５，００８─１，２０５，８０２─１，２０５，８０２運輸・通信業

─２，０１４，３１１４，６１８，５７８２８７，２３３，９１５─２，５２３，５９４４，６２０，８７２２７０，０７６，５７１金融・保険業

─３，００８，５８７４４，８２６３，０５３，４１３─３，００８，９６５４４，０４８３，０５３，０１３
卸売・小売・飲食・
サ ー ビ ス 業

─１９，４５４，３４０１５，０８６，４９９３４，５４０，８４０─１９，６０６，２０８１６，９７６，０２６３６，５８２，２３５
日本国政府・
地方公共団体

───９，０８２，１０５───８，４４８，２７５上 記 以 外

─３９，１１１，０８７３９，５８１，４９７─３９，８９５，０７０４０，４３４，１０２個 人

───５，３１０，３４８───５，４３３，９３７そ の 他

─２５，６８２，２４７５８，８９７，８７２３８０，０４４，００７─２６，３４４，５７１６２，００５，８０８３６５，７０３，７２８業 種 別 合 計

６４３，０２３４８６，２９７２６７，４３５，５９６１４４，３１８６１４，７７２２６３，６７３，７４７１ 年 以 下

１，７０８，２１６２，８８５，９１６１８，８４４，１４８１，２５９，２８０２，７６９，４８３４，０２８，７６３１年超３年以下

４，１１０，２６６１１，３８３，３６９１５，４９３，６３５１，１６５，４７８９，３１４，６０５１０，４８０，０８３３年超５年以下

１２，２１７，８４８２，７５０，０５３１４，９６７，９０２１３，０５６，１０４５，５１８，３３９１８，５７４，４４４５年超７年以下

６，５０２，７５０３，４６２，１３６９，９６４，８８６８，２１５，９３２５，２１８，２５８１３，４３４，１９１７年超１０年以下

５００，１４２３２，９１９，８２３３３，４１９，９６５２，５０３，４５６３３，５０６，３９３３６，００９，８４９１０ 年 超

─５，０１０，２７５１９，９１７，８７３─５，０６３，９５５１９，５０２，６４７期限の定めのないもの

２５，６８２，２４７５８，８９７，８７２３８０，０４４，００７２６，３４４，５７１６２，００５，８０８３６５，７０３，７２８残存期間別合計

（注）１．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
２．「その他」には、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーが含まれています。具体的には、現金、固定資産等です。
３．平成２１年度および平成２２年度における信用リスクに関するエクスポージャー全体での期末残高と期中のリスク・ポジションとの大幅な乖離はあり

ません。
４．当組合は、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。

③貸出金償却の額
　該当項目はありません。

（注）当組合は、国内を中心として事業活動を行っているため、「地域別」の記載を省略しています。

②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
項 目

期末残高当期減少額当期増加額期首残高期末残高当期減少額当期増加額期首残高

２０３，７６８２１４，７２９２０３，７６８２１４，７２９２１４，７２９２１５，９６６２１４，７２９２１５，９６６一 般 貸 倒 引 当 金

────────個 別 貸 倒 引 当 金

────────法 人

────────個 人

２０３，７６８２１４，７２９２０３，７６８２１４，７２９２１４，７２９２１５，９６６２１４，７２９２１５，９６６合 計
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④標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：千円）

平成２２年度平成２１年度
区 分

計格付なし格付あり計格付なし格付あり
３７，７４０，６２０３７，７４０，６２０─４０，４１３，７１５４０，４１３，７１５─リスク・ウェイト　０％

３６，８４７，６６２３６，８４７，６６２─３７，３５２，５２４３７，３５２，５２４─リスク・ウェイト　１０％

２８３，７０３，１９９２８３，７０３，１９９─２６６，３３０，５８２２６６，３３０，５８２─リスク・ウェイト　２０％

６２１，８２９６２１，８２９─７４２，１２７７４２，１２７─リスク・ウェイト　３５％

３，００８，５８７─３，００８，５８７３，００８，９６５─３，００８，９６５リスク・ウェイト　５０％

２８８，４６６２８８，４６６─３１６，３３０３１６，３３０─リスク・ウェイト　７５％

１７，８３３，６４０１７，８３３，６４０─１７，５３９，４８１１７，５３９，４８１─リスク・ウェイト１００％

──────リスク・ウェイト１５０％

──────そ の 他

──────自 己 資 本 控 除 額

３８０，０４４，００７３７７，０３５，４２０３，００８，５８７３６５，７０３，７２８３２６，６９４，７６３３，００８，９６５合 計

（注）１．「格付あり」とは、リスク・ウェイト算定において格付を適用しているエクスポージャー、「格付なし」とはリスク・ウェイト算定において格付を
適用していないエクスポージャーのことです。なお、格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。

平成２２年度平成２１年度項 目
△１，３０２，７９７△１，４５３，７３２金 利 シ ョ ッ ク に 対 す る 経 済 価 値 の 増 減 額

　8 ．金利ショックに対する経済価値の増減額
（単位：千円）

　7 ．出資等エクスポージャーに関する事項

平成２２年度平成２１年度
項 目

時 価貸借対照表計上額時 価貸借対照表計上額
────上 場

９，０８２，１０５９，０８２，１０５８，４４８，２７５８，４４８，２７５非 上 場

９，０８２，１０５９，０８２，１０５８，４４８，２７５８，４４８，２７５合 計

（単位：千円）①出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額および時価

③貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）
　該当項目はありません。

②出資等エクスポージャーの売却および償却にともなう損益の額
　該当項目はありません。

④貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）
　該当項目はありません。

Ⅴ　バーゼルⅡ第　3 の柱に基づく開示経 営 資 料

　4 ．信用リスク削減手法に関する事項
（単位：千円）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

平成２２年度平成２１年度
項 目

保 証適格金融資産担保保 証適格金融資産担保
────地方公共団体金融機構およびわが国の政府関係機関向け

────地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

────わ が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け

──４４９，７９０─地 方 三 公 社 向 け

────金融機関および第一種金融商品取引業者向け

────法 人 等 向 け

─１３，４５６─８５７中小企業等向けおよび個人向け

────抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

───１２，０６０不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

────３ ヵ 月 以 上 延 滞 等

──４２０そ の 他

─１３，４５６４４９，７９０１３，３３８合 計

（注）１．「その他」は、「中小企業等向けおよび個人向け」に含まれない個人向けエクスポージャー等です。
２．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を採用しています。

　5 ．派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当項目はありません。

　該当項目はありません。

　6 ．証券化エクスポージャーに関する事項
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（平成２３年７月１日現在）

代表権氏 名役 職 名代表権氏 名役 職 名
無藤 井 紘 一理 事有B 山 和 b代 表 理 事 組 合 長

〃山 内 正 信〃無田　 中　 源 二 郎副 組 合 長 理 事

〃南 山 眞 一〃〃寺 下 三 郎専 務 理 事

〃大 畑 敏 博〃〃藤 原 嘉 広常務理事（管理担当）

〃� 田 一 之〃〃細 田 茂 次常務理事（信用担当）

〃中 谷 S 一〃〃雛 本 宜 之理 事

〃大 仲 昌 彦〃〃上 總 茂 則〃

〃奥　 野　 　 拓　〃〃石 田 保 晴〃

〃　 森　 　 弘　 明〃〃早　 川　 　 功　〃

〃橋 本 征 吾〃〃中 尾 清 春〃

〃� 槻 清 彌〃〃霜 野 繁 治〃

〃西 野 一 郎〃〃浅 尾 文 男〃

〃村 田 光 代〃〃中 辻 健 司〃

●理　事

（順不同）

●監　事
氏 名役 職 名

西 井 史 男代 表 監 事

浅　 井　 　 武　常 任 監 事

堀 内 悦 男監 事

井 上 修 一〃

伊 藤 裕 幸〃

（平成２３年７月１日現在）

（注）１．監事のうち伊藤裕幸は、農協法第３０条第
１２項に定める要件を満たす員外監事です。

　　　２．監事のうち浅井　武は、農協法第３０条第
１３項の常任監事です。

（順不同）

（注）　細田茂次は、農協法第３０条第３項の信用事業を担当する専任の理事です。

組 合 員 数
（単位：人、団体）

平成２２年度平成２１年度区 分
６，１４４６，２２５個 人正

組
合
員

１１農 事 組 合 法 人法
人 ──そ の 他 の 法 人

６，１４５６，２２６計

１６，３６３１５，１９５個 人
准
組
合
員

──農 業 協 同 組 合

──農 事 組 合 法 人

──そ の 他 の 団 体

１６，３６３１５，１９５計

２２，５０８２１，４２１合 計

構 成 員 数組 織 名
４６７野 菜 振 興 会

２９緑 花 振 興 会

４５果 樹 振 興 会

１９４ Ｈ ク ラ ブ

３１観 光 農 業 振 興 会

９農 作 業 受 託 協 議 会

１８酪 農 協 議 会

２，１２２女 性 会

７８１資 産 管 理 研 究 会

２，３０８年 金 友 の 会

（注）組織名については７月１日現在を、構成員数については３月３１日現在を基準
として記載しています。

組合員組織の状況
（単位：人）

　該当する項目はありません。
（平成２３年７月１日現在）

特定信用事業代理業者の状況
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地 区 一 覧
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本所 

●事務所および主要施設の所在地
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ＪＡ堺市の地区は、堺市です。ただし、堺市美原区の区域は、大饗、菩提、小寺に限ります。

J A の 概 要

66



店 舗 一 覧
■事　務　所

ＡＴＭ
設置台数事 業 内 容電話番号所 在 地郵便番号施設の名称

１台総合・相談その他２７８- ３３３３堺市西区上野芝町２丁１番１号５９３- ８３０１本 所

─購買・販売・利用・指導・
相談２３４- １９００中区陶器北５６- ２５９９- ８２４２営農センター

─販売２９６- ９９２６南区鉢ヶ峯寺２０３６- １５９０- ０１２５農産物直売所

─加工・指導２７０- ５４５４中区深井中町１４５５- ３５９９- ８２７２生活センター

１台総合２３８- ３１０７堺区南清水町２丁４- １５９０- ０００５中 央 支 所

１台総合２４１- ２７８５堺区石津町３丁４- １５９０- ０８１４中 部 南 支 所

１台総合２５２- ２５２８北区百舌鳥赤畑町５丁７４３- ４５９１- ８０３７百 舌 鳥 支 所

１台総合２５２- ０４０３北区新堀町２丁１０３５９１- ８００５五 箇 荘 支 所

１台総合２６２- ０１２２西区浜寺諏訪森町中３丁２４４- ２５５９２- ８３４８浜 寺 支 所

１台総合２７８- ０１１２中区深井中町１４５４- １５９９- ８２７２深 井 支 所

１台総合２７１- １５４１中区八田寺町２２６- １５９９- ８２６７八 田 荘 支 所

１台総合２３７- ５４６１中区新家町２５３- １５９９- ８２３２東百舌鳥支所

１台総合２７１- ５８２１西区津久野町２丁９- １１５９３- ８３２２津 久 野 支 所

１台総合２５２- ００５４北区中村町２５３- ６５９１- ８０１２北 八 下 支 所

１台総合２８５- ０１２９東区菩提町５丁２３２５９９- ８１０３南 八 下 支 所

１台総合２８５- ００２３東区日置荘西町３丁１３- ８５９９- ８１１４日 置 荘 支 所

１台総合２７８- ０１２２中区平井１２２- ２５９９- ８２５１久 世 支 所

１台総合２３７- ５１０１中区陶器北４５５- １５９９- ８２４２東 陶 器 支 所

１台総合２３６- ５４８１中区田園５７５- ７５９９- ８２４６西 陶 器 支 所

１台総合２９７- ０５２１南区片蔵３０５９０- ０１２１上 神 谷 支 所

１台総合２７３- ４０５１西区草部１８２- ２５９３- ８３１２福 泉 支 所

１台総合２９７- ０６２１南区美木多上４４- １５９０- ０１３６美 木 多 支 所

１台総合２３５- １５５１東区大美野６５- ４５９９- ８１２６登 美 丘 支 所

１台総合２５２- ００２７北区金岡町１０８８５９１- ８０２２金 岡 支 所

１台総合２６３- ６１１２西区鳳西町１丁７６- ２５９３- ８３２６鳳 支 所

２２台２５ヵ所合 計

（平成２３年７月１日現在）
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（注）事業内容欄の総合とは、信用・共済・購買・販売・指導事業をいいます。

■店外ＡＴＭ
ＡＴＭ設置台数所 在 地施 設 の 名 称

１台堺市南区大庭寺１０６- ４大庭寺キャッシュサービスコーナー

１台西区鳳中町２丁５０- ２鳳北キャッシュサービスコーナー

２台２ヵ所合 計
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 昭和４４年３月 堺市内１９農協が合併し「堺市農業協同組合」

   発足

 　　　　９月 『堺市農協情報』創刊（平成５年４月『ＣＲ

  ＯＰ』に改称）

 昭和４６年５月 堺市農協農業会館（本所）完成

 昭和４７年５月 旧金岡・鳳農協と合併し、一市一農協として

  発足

 昭和４９年５月 全国農協初の独自オンラインシステムの稼働

 昭和５１年６月 育苗センター完成（昭和５６年４月「営農セン

  ター」に改称）

 　　　　９月 第１回小学生夏休み児童作品コンクール開催

 昭和５１年１１月  第１回堺市農業祭開催・営農テレホンサービ

  ス開始（ＴＥＬ　０７２－２７７－３５９１）

 昭和５３年９月 「営農フェア」開催（現在の「ＪＡフェア」 

  の前身）

 昭和５４年３月 合併１０周年記念式典挙行

 昭和５６年４月 外務（渉外）担当職員設置

 　　　　６月 堺市農業研修センター完成

 昭和５７年１２月 計画（予約）購買制度スタート

 昭和５８年５月 第１次中期経営計画策定（以後３年ごとに策

  定。現在第１０次同計画を実践中）

 昭和５９年１月 営農外務員制度導入

 　　　　８月 全銀内国為替制度に加盟

 　　　　１２月 第１次地域農業振興計画策定（以後５年ごと

  に策定。現在第６次同計画を実践中）

 昭和６０年１０月 ＡＴＭ全店舗に設置

 昭和６１年７月 堺市農協資産管理連絡協議会発足

 昭和６３年６月 学経理事制導入

 　　　　９月 年金友の会連絡協議会発足

 平成元年３月 合併２０周年記念式典挙行

 　　　　４月 土曜組合員相談室開設

 　　　　６月 長期共済保障保有高３，０００億円達成

 　　　　９月 婦人会（女性会の前身）結成２０周年記念大会

  開催

 　　　　１１月 ハンディ端末機導入

 平成２年４月 営農情報紙『わかば』創刊

 　　　　８月 貯金残高２，０００億円達成

 平成３年１０月 農産加工所（生活センター）開所

昭和４４年３月１日、１９農協の合併で堺市農業協同
組合が発足した

完成した堺市農協農業会館

「街に緑を農業に未来を」をテーマに第１回堺市
農業祭が開催された

第１回小学生夏休み児童作品コンクール開催

J A の 概 要
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 平成４年４月 農協ＣＩを導入し、愛称「ＪＡ堺市」設定

 平成５年７月 資産管理情報誌『みのり』創刊

 平成７年４月 新土壌分析システム導入

 平成９年１月 本所機構の改革実施（５部２室１２課制）

 平成１０年３月 ＪＡ全中から「平成９年度優良農業協同組合

  表彰」受賞

 　　　　１０月 鳳南支所、大庭寺・鳳北出張所を、福泉支所、

  鳳支所に統合

 　　　　１１月 購買品配送体制の合理化（８支所を対象に試

  行）実施

 平成１１年３月 合併３０周年記念式典挙行

 　　　　８月 府から「特定組合」の承認を受ける（余裕金

  運用基準の緩和）

 　　　　９月 女性会結成３０周年記念式典挙行

 　　　　１０月 証券投資信託の取り扱い開始

 平成１２年４月 ＡＬＭ（資産と負債の総合管理）委員会設置

 　　　　４月 農業公園　堺・緑のミュージアム『ハーベス

  トの丘』開園。同所に地場農産物を販売する

  『農産物直売所』設置

 　　　　１２月 コンプライアンス（法令等順守）・マニュア 

  ル制定

 平成１３年６月 ホームページ開設

 　　　　７月 長期共済保障保有高６，０００億円達成

 平成１４年１月 ＪＡＳＴＥＭ（信用事業新電算システム）へ

  移行

 平成１５年３月 ＪＡ全中から「平成１４年度特別優良農業協同

  組合表彰」受賞

 平成１６年２月 第３回ＪＡバンク全国大会で「優績表彰」受賞

 　　　　４月 大阪エコ農産物「泉州さかい育ち」のトレー

  サビリティーシステムをＪＡ堺市のホームペ

  ージに導入

 平成１７年３月 「堺市農業協同組合個人情報保護方針」と「セ

  キュリティー基本方針」を制定

 　　　　４月 「個人情報保護法に関する法律」施行

 　　　　８月 貯金残高３，０００億円達成

 　　　　１０月 経済事業改革にともなう組織整備。営農部と

  経済部を統合し「営農経済部」を設置

 　　　　１１月 営農センター購買倉庫・購買店舗営業開始

 平成１８年４月 「ハーベストの丘農産物直売所」の指定管理

  者となる

 平成１９年５月 営農センター育苗施設をリニューアル

 　　　　１２月 「こども１１０番運動」をスタート

 平成２０年３月 新型残留農薬検査機導入

 　　　　４月 全ＡＴＭの日曜・祝日稼働開始

 　　　　４月 「内部統制システムに関する基本方針」制定

 　　　　５月 中部南支所新事務所竣工

 平成２１年４月 ホームページに食農教育コーナー、農産物直

  売所コーナー、モバイルサイトの新設

 　　　　５月 上神谷支所新事務所竣工

 　　　　６月 学校給食への地場産タマネギの提供開始

 　　　　６月 「利益相反管理方針」の制定

 　　　　１２月 「ハーベストの丘農産物直売所」新築オープン

 平成２２年１月 「金融円滑化にかかる基本的方針」の制定

 　　　　５月 ＪＡ全共連から共済保有額純増率全国１位で

  「特別優績表彰」受賞

 　　　　１２月 「ハーベストの丘農産物直売所」オープン１

  周年イベント、愛称「またきて菜」に決定

 平成２３年３月 食農教育用ＤＶＤ「私たちのまち“堺のみの

  り”」を制作

愛称を「ＪＡ堺市」に

ＪＡ全中「平成９年度優良農業協同組合表彰」を
受ける津塩組合長
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愛称「またきて菜」に決定

「私たちのまち“堺のみのり”」
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【農業協同組合法施行規則第２０４条に基づく開示項目】

１．組合の概況および組織に関する事項

業務の運営の組織  …………………………………………………………　６２

理事、経営管理委員および監事の氏名および役職名  …………………　６３

当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者に関する事項  ……　６３

事務所の名称および所在地  ………………………………………………　６５

２．組合の主要な業務の内容  …………………………………………………　１７

３．組合の主要な業務に関する事項

直近の事業年度における事業の概況  ……………………………………　４

直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標  ……………　４２

　経常収益、経常利益または経常損失、当期剰余金または当期損失金

　出資金および出資口数、純資産額、総資産額、貯金等残高

　貸出金残高、有価証券残高、単体自己資本比率

　法第５２条第２項の区分毎の剰余金の配当の金額、職員数

直近の２事業年度における事業の状況を示す指標

主要な業務の状況を示す指標

①事業粗利益および事業粗利益率  ………………………………………　４３

②資金運用収支、役務取引等収支およびその他事業収支  ……………　４３

③資金運用勘定および資金調達勘定の平均残高、利息、利回り

　および総資金利ざや  ……………………………………………………　４３

④受取利息および支払利息の増減  ………………………………………　４３

⑤総資産経常利益率および資本経常利益率  ……………………………　５３

⑥総資産当期純利益率および資本当期純利益率  ………………………　５３

貯金に関する指標

①流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の貯金の平均残高  …　４４

②固定自由金利定期貯金、変動自由金利定期貯金およびその他

　の区分ごとの定期貯金の残高  …………………………………………　４４

貸出金等に関する指標

①手形貸付、証書貸付、当座貸越および割引手形の平均残高  ………　４５

②固定金利および変動金利の区分ごとの貸出金の残高  ………………　４５

③担保の種類別（貯金等、有価証券、動産、不動産その他担保

　物、農業信用基金協会保証その他保証および信用の区分をい

　う）の貸出金残高および債務保証見返額  ……………………………　４５

④使途別（設備資金および運用資金の区分をいう）の貸出金残高  …　４５

⑤業種別の貸出金残高および当該貸出金残高の貸出金の総額に

　対する割合  ………………………………………………………………　４６

　⑥主要な農業関係の貸出実績  ……………………………………………　４６

⑦貯貸率の期末値および期中平均値  ……………………………………　５３

有価証券に関する指標

①有価証券の種類別の平均残高  …………………………………………　４９

②商品有価証券（商品国債、商品地方債、商品政府保証債およ

　び貸付商品債券の区分をいう）の平均残高  …………………………　４９

③有価証券の種類別（国債、地方債、社債、株式、外国債券お

　よび外国株式その他の証券並びに貸付有価証券の区分をいう）

　の残存期間別の残高  ……………………………………………………　４９

④貯証率の期末値および期中平均値  ……………………………………　５３

４．組合の業務運営に関する事項

リスク管理の体制  …………………………………………………………　８

法令順守の体制  ……………………………………………………………　９

※金融ＡＤＲ制度への対応  ………………………………………………　１４

５．組合の直近の２事業年度における財産の状況に関する事項

貸借対照表、損益計算書  …………………………………………………　２８

剰余金処分計算書または損失金処理計算書  ……………………………　３９

貸出金のうち下に掲げるものの額および合計額  ………………………　４７

　破綻先債権に該当する貸出金、延滞債権に該当する貸出金

　３ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金、貸出条件緩和債権

　に該当する貸出金

元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託され

た信託を含む）に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３

ヵ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権に該当するものの額

ならびにその合計額  ………………………………………………………　４７

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額  ……………………………　４８

貸出金償却の額  ……………………………………………………………　４８

下の取得価額または契約価額、時価および評価損  ……………………　５０

　有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引、金融等デリバ

　ティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引

自己資本の充実の状況について農林水産大臣および金融庁長官

が別に定める事項  …………………………………………………………　５４

【その他の開示項目（任意開示項目）】

あいさつ  ……………………………………………………………………　１

経営理念  ……………………………………………………………………　２

経営方針  ……………………………………………………………………　２

経営管理体制  ………………………………………………………………　２

農業振興活動  ………………………………………………………………　２

地域貢献情報等  ……………………………………………………………　３

事業活動のトピックス  ……………………………………………………　６

※利用者保護等への取組み  ………………………………………………　１１

利益相反管理方針の概要  …………………………………………………　１１

※反社会的勢力への対応  …………………………………………………　１２

※金融円滑化への取組み  …………………………………………………　１３

内部統制システムに関する基本方針  ……………………………………　１５

系統セーフティネット  ……………………………………………………　２６

キャッシュ・フロー計算書  ………………………………………………　３０

部門別損益計算書  ……………………………………………………………４０

財務諸表の正確性等にかかる確認  ………………………………………　４１

貯金の科目別期末残高  ……………………………………………………　４４

貸出金の科目別期末残高  …………………………………………………　４５

金融再生法開示債権の状況  ………………………………………………　４７

開示債権と自己査定の相関図  ……………………………………………　４８

為替業務等取扱実績  ………………………………………………………　４９

共済事業取扱実績  …………………………………………………………　５１

購買事業取扱実績  …………………………………………………………　５２

販売事業取扱実績  …………………………………………………………　５２

※利用事業  …………………………………………………………………　５２

指導事業  ……………………………………………………………………　５２

組合員数  ……………………………………………………………………　６３

組合員組織の状況  …………………………………………………………　６３

地区一覧  ……………………………………………………………………　６４

沿革・歩み  …………………………………………………………………　６６

※印は、当年度から開示している項目です。

開示項目一覧



●円Ｌｉｂｏｒ 

　円のロンドン銀行間取引金利のこと、資金調達コストの基準 

●オペレーショナルリスク 

　　職員の事務事故やシステム障害などによるリスクのことをいう。新ＢＩＳ規制では、１年間の粗利益に１５％

を乗じて得た値の直近３年間の平均値をオペレーショナルリスクとする。 

●大阪エコ農産物 

　　農薬の使用回数、化学肥料（チッソ・リン酸）の使用量が大阪府内の標準的な使用回数・量の半分以下にな

るよう府が基準を設定し、基準以下で栽培される農産物を大阪エコ農産物として府が認証するもの 

●価格変動リスク 

　　市場性リスクの１つの形態で、投資した金融資産の価格が変動することにより当初期待した収益（リターン）

と異なる結果になること 

●ガバナンス 

　企業統治。組合の内部統制の仕組みや不正行為を防止する機能 

●キャッシュ・フロー 

　一定期間内に企業が出し入れした資金の額 

●金利変動リスク 

　市場性リスクの１つの形態で、金利変動による債券価格が変動すること 

●コンプライアンス 

　　法令等順守。企業が「消費者契約法」などに定められた民事ルールや行政規制などの取り締まりルールを守

るだけでなく、その実効性を高めるために自主行動基準を設定し、企業内倫理を確立し、順守すること 

●資金繰りリスク 

　　流動性リスクの１つの形態で、資金繰りがつかなくなり、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金

調達を余儀なくされること 

●市場性リスク 

　株式市場や債券市場などの市場に投資する際に被らなければいけないリスク 

●市場流動性リスク 

　流動性リスクの１つの形態で、市場の混乱等により不利な価格での取引を余儀なくされること 

●信用リスク 

　貸出債権の債務者や国債・社債等の債券発行事業体が、債権を履行できなくなるリスク 

●新ＢＩＳ規制 

　２００７年から導入された国際基準の自己資本比率規制 

●スワップレート 

　前述の円Ｌｉｂｏｒ等の代表的な変動金利と交換対象となる固定金利のこと 

●内部統制システム 

　　組合が健全な経営を行うため　①業務の有効性および効率性　②財務報告の信頼性　③法令等の順守　④資

産の保全　を目的に構築するしくみ 

●ポートフォリオ 

　資産を複数の金融商品に分散投資すること、またはその投資した金融商品の組み合わせ 

●リスク 

　損失や不都合を生む可能性を指す。総括して「危険性」 

●リスク・アセット 

　定められた危険率に応じて配分した金融資産 

●リスクフリーレート 

　誰でもリスクなしで得ることができる金利 

●リスクヘッジ 

　リスクを回避・低減する工夫をすること 

●流動性リスク 

　現金等の流動資産の調達運用に関わるリスク 

●ＡＬＭ 

　　資産（Ａ：アセット）と負債（Ｌ：ライアビリティー）を総合的に管理（Ｍ：マネジメント）することにより、

金利変動や為替相場の変動などの市場リスクと流動性リスクを管理する手法のこと 

●ＩＣキャッシュカード 

　偽造や不正な読み取りが困難なＩＣ（半導体集積回路）を内蔵し、高い安全性を確保したカード 

（５０音順） 

用語の説明 



ＪＡ堺市　ディスクロージャー誌

発　行　日　平成23年７月２９日
編集・発行　堺市農業協同組合
　　　　　　〒５９３─８３０１
　　　　　　堺市西区上野芝町２丁１番１号
　　　　　　TEL ０７２─２７８─３３３３
　　　　　　http://www.ja-sakai.or.jp

環境にやさしい大豆油インキを
使用しています。
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